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郡 市 医 師 会 長
イ ン タ ビ ュ ー

新

と　き　平成 27年 2月 19日（木）

ところ　山口県医師会応接室

第 8回 熊毛郡医師会長
　　近藤　幸宏  先生

［聞き手：広報委員　吉岡　達生］

吉岡委員　本日は、平成 26年 5月から熊毛郡医
師会長に就任されました近藤幸宏 先生にインタ

ビューさせていただきます。本日は多数の会議に

ご出席された後でお疲れのところ、ありがとうご

ざいます。まずはじめに熊毛郡医師会の現状をお

聞かせ願いますか。

近藤会長　会員数からしますと小さな医師会で、
A 会員 13 名、B 会員 9 名、C 会員 3 名の計 25

名という小所帯です。山口県では 2番目に小さ

い医師会だと思います。

吉岡委員　公益法人制度改革がありましたが、小
さな医師会では大変だったのではないでしょう

か。

近藤会長　大変でしたが、なんとか無事に非営利
の法人になりました。

吉岡委員　会社と同じようにやらなければいけな
かったということで、当時は岩国もいろいろバタ

バタしておりました。

近藤会長　前任の曽田会長が非常に努力されて、
お一人でその重責を担って調整しておられまし

た。私は法人成りした状態で受け取りましたので

非常に楽をさせていただきました。

吉岡委員　会員数は 25名とのことですが、地域
は広いんですよね。

近藤会長　平生町と田布施、上関町などがありま
す。

吉岡委員　会長としての抱負、方針についてお聞
かせ願いますか。

近藤会長　非常に小さな所帯の医師会なので、会
内の風通しは非常に良いです。私は、開業 7年

目にして会長職の重責を担ったんですが、以前会

長を務めてくださった方々が何名もすぐ側に居て

アドバイスをしてくださるので、とてもやりやす

くさせていただいております。方針としては、県

医師会から与えられた仕事をつつがなくこなすこ

とが一つと、25 名の会員が快適に医療を行って

いけるようにサポート役、黒子役に徹するように

しています。ただ、郡部の医師会と大きな市の医

師会とでは置かれている環境が違うところがあり

ます。郡部の医師会は医師の減少、住民の高齢化

など、大きな市にはない困難な問題にも直面して
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いるということを県医師会に申し上げるようなこ

ともしていきたいと思っています。

吉岡委員　患者さんだけではなくて、ドクターも
高齢化しているのでしょうか。

近藤会長　非常に高齢化が進んでおりまして、数
字で言えば、一番若い先生は 30代ですがお一人

のみで、あとは 40代が 4～ 5名、残りの先生は

50代以上であり、60～ 70 代の先生方も非常に

頑張っておられます。

吉岡委員　皆さんに頑張っていただかないと、地
域医療はなかなか維持できなくなりますね。

近藤会長　70 歳を超えても開業されている先生
も居られるのですが、私たちよりもパワフルにや

っていただいていて、貴重な戦力です。

吉岡委員　私は熊毛郡医師会に在籍していた西川
益利先生が予備校時代の同級生だったんです。そ

の後に小児科の先生が入って来られたと思います

が、お若い先生ですか。

近藤会長　廣島先生ですね。この方が 30代半ば
で一番若くてバリバリやってくださってます。小

児科を開業されていた先生が昨年閉院されて、今

は勤務医で週 1日だけ診察されている状況です。

小児科医が居なくなって大変だと思っていたとこ

ろに、若い先生が開業してくださったので大変助

かりました。

吉岡委員　それはまさに渡りに船ですね。柳井医
師会と協力体制を組んで救急をやっておられます

が、これについて何かございますか。

近藤会長　課題としては、熊毛・柳井医療圏には
欠けている科があり、例えば呼吸器内科医、腎臓

の専門医、耳鼻咽喉科医も居りません。柳井に呼

吸器を専門にされている開業医の先生がお一人お

られるので、悩んだ時には相談するんですが有床

診療所ではないので、呼吸器の重症で入院を必要

とする場合は徳山又は岩国に行っていただいてお

ります。小児科医は２名体制だったんですが、こ

の度、部長先生１人と非常勤の先生になってしま

って、ちょっと困っています。よって科の専門的

な治療を必要とする場合は、遠く離れた医療圏に

行っていただかなければならないのが悩みです。

柳井医師会との連携は非常に上手くいっており

まして、医師会長同士でよく話をしますし、会員

同士も患者さんのことでやりとりをしていますの

で、何かあってもすぐにご相談できる状況です。

休日診療所、夜間診療所につきましても順調にや

らせていただいております。柳井市に休日診療所

を市が借り上げておられて、そこで熊毛郡と柳井

医師会が土曜日を除いて夜間診療と休日診療をや

っております。

吉岡委員　実状としては結構ハードなのではない
ですか。頻繁に当番が回ってくるとか。

近藤会長　相方である柳井医師会は人手が居られ
るので 2か月に 1回か 2回とか、3か月に 1回

祝日に入るといったペースだと思います。

吉岡委員　私が居る岩国でも国立病院でさえも専
門医が揃っていません。どこの病院、どこのドク

ターを見ても本当に手一杯といったかんじで、岩

国も開業医は高齢化しており、最近は 60歳を過

ぎると事故だろうが病気だろうが、何でも起こり

うるかなと思っております。どこも大変な体制で

やっておられることと思いますが、無理をします

と自分たちが病気で倒れてしまうのではないかと

思っています。

近藤会長　その通りで、切実な問題です。

吉岡委員　若い医師へのメッセージにもなります
が、若い方が開業して頑張っていただくと大変助

かりますよね。

近藤会長　若手医師が中央部に集中してしまうの
が地方の医師不足の原因でもあるのですが、むし

ろ東京ではなかなかお目にかかれないような症例
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が毎日のようにあるので、武者修行のつもりで来

てくれればと思っています。それから専門とする

科の医者のアンバランスは何とかならないものか

と思います。各医療圏に呼吸器内科や腎臓内科の

先生を 1人ずつぐらい配置してもらいたいなと

思います。

吉岡委員　大学の新臨床研修制度がはじまってか
ら、マッチングでどこも苦しんでますよね。当分

はどうにもならないのではないかと思います。や

っと大学入学定員を少し増やしたみたいですが、

それにしても一人前になるには 10年ぐらいかか

るわけで。地方の医師はアップアップでやってい

るわけです。

　次に、合併についての話をお願いしたいと思い

ます。岩国は、玖珂とはまだ別々で一緒にはなれ

ないままです。熊毛郡医師会は市町村が合併して

いないので、そのままですね。

近藤会長　熊毛郡が直面している問題と柳井が
直面している問題というのは共通しているものも

ありますが、共通ではないものもあり、例えば高

齢化の高さでいけば柳井ももちろんそうだとは思

うんですが、熊毛郡は閑散とした中で高齢化が起

こっていますので、患者さんに来てくださいと言

って来てもらえるものではなく、われわれの方か

ら往診に行ったり、訪問診療しながら診ているこ

とが多いので。柳井の場合は、むしろ、自分の診

療所である程度待っていてもよいということもあ

るかと思うのですが、そのへんのニーズの違いと

いうのは、やはりあると思っています。今のとこ

ろは分かれていることで、むしろそれぞれの地域

の要望に上手く応えられているかなと思っていま

す。いずれは合併ということも起こってくるかも

しれませんので熊毛郡医師会としては、そのこと

を先に見据えてはいません。

吉岡委員　平生も田布施も上関も頑張っておられ
るわけですね。合併するのは大変でしょうが、合

併せずにやっていくのも大変だと思います。

近藤会長　25 名のうち、担当理事として動いて

くださるのは A会員の 13名ですからね。

吉岡委員　あまり高齢の方にやっていただくのは
申しわけないですね。

近藤会長　そうなんですよね。だから実質 13名
の中で会務を廻していき、滞りなくしていくよう

にしています。皆さん非常に協力的で、「私は関

係ないよ」というような人は居なくて、まとまっ

て積極的に動いてくださるので非常に助かってい

ます。今は開き直って、一番小さい医師会になっ

たとしても頑張っていこうと話しています。

吉岡委員　ぜひこの問題だけは話しておきたいと
いうことがあればお願いいたします。

近藤会長　岩国もそうですが、熊毛・柳井医療
圏というのが徳山医療圏と岩国医療圏に挟まれて

いて、どちらかに患者さんを送ることはしょっち

ゅうあるんですが、できれば柳井医療圏で先ほど

申し上げた小児科、産科、腎臓や呼吸器、耳鼻咽

喉科といった欠けた部分がなるべく補えるように

なってほしいと願っています。周東総合病院も非

常に協力的で地域の医師会の医師をサポートして

くれているわけですが、各科の医師を派遣すると

いうのは周東総合病院だけではできないことであ

り、県の医師会あるいは山口大学医学部、広島大

学もそうですが周辺の供給できるところが、もう

少し考えてくれることを切に願っています。

吉岡委員　以前は熊毛郡医師会に入っていた大和
総合病院についてですが、2～ 3日前の新聞に泌

尿器科医と眼科医が居ないので開業医を誘致した

い、2～ 3割程度を補助するとか、借りる場合は

土地がいくらぐらいで建物にどれぐらいとか載っ

てました。病院の方で補充できないので、開業で

来ていただけたらということだと思います。

近藤会長　それは一つの解決策だと思います。ぜ
ひ入ってきていただきたいですね。ただ、結局、

開業医が成り立つかどうか、例えば熊毛郡でいえ

ば耳鼻咽喉科医は成り立つと思うんですが、既存
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の科の先生ということになると、棲み分けなどの

問題もあり、開業したい先生と、こちらが開業し

ていただきたい科との場所やバランスがなかなか

難しいとは思います。

吉岡委員　いろいろ教えていただき、ありがとう
ございました。ここからは先生ご自身のことにつ

いて、お伺いしたいと思います。開業して 7年

目で会長になられたとお聞きしましたが、元々上

関に居られたんですか。

近藤会長　私は全くの落下傘で、元々は横浜に実
家があって、長野県松本市にある信州大学を卒業

し、横浜にある昭和大学藤が丘病院に入り、その

後、大阪大学医学部附属病院、また信州大学医学

部附属病院に戻ったりしながら過ごしていました

が、一念発起、開業しようと思った時に、私は海

が好きで釣りが好きなもので海沿いで開業しよう

と思い、関東圏の海沿いの土地をあたっていたと

ころ、ちょっと遠いけど上関町という所にいい場

所があると聞いて、人目惚れして開業しました。

吉岡委員　上関は歴史のある良い町ですね。

近藤会長　とても風光明媚でいいところです。

吉岡委員　魚もおいしいでしょうし。“下関”“中
関”“上関”というかんじですからね。私の母方

の実家が広島県倉橋島で、江戸時代には朝鮮通信

使がそれらを通って、倉橋島の前を通って御手洗

（呉市）、牛窓の方に行くんです。昔で言うと、船

が新幹線ですから、ここは新幹線が通っていたと

ころで賑わっていたところですね。

近藤会長　昔は下関よりも上関の方が賑わってい
たという話ですよね。

吉岡委員　上関は、江戸時代だったら新幹線であ
る船が通っていた港町ですね。今でいう新下関や

新岩国の駅みたいなものですよね。ところで、釣

りは相当お好きなんですか。

近藤会長　好きですね。地元だと患者さんの健康
相談の場になってしまうので、ちょっと室積まで

行ってみたり、あるいは大島まで行ったりしてい

ます。

吉岡委員　たくさん釣れますか。

近藤会長　船で出る時間がある時は船を使うんで
すが、たいてい突堤釣になり、なんやかんやと釣

れます。

吉岡委員　釣ったらご自分で食べられますか。釣
るだけの人もいらっしゃるみたいですが。

近藤会長　私は自分で捌いて食べます。干物にし
てみたり、煮物にしてみたり、いろいろ工夫して

います。

吉岡委員　横浜から上関ということでカルチャー
ショックはありませんでしたか。

近藤会長　来た時は遊ぶ場所がなく、夜が寂しい
なと思っていましたが、住んでしまうと広々とし

た空間、空気の良さ、人の好さを感じ取ることが

でき、素晴らしい自然を満喫しています。岩国空

港ができたおかげで、学会や友達に会いに東京に

行く際、すぐに行けるので非常に助かっています。

宇部空港はちょっと遠いので。岩国であれば上関

から余裕をもって約 1時間で行けます。高速に

乗らずに下道を通って行けるので、ストレスも少

ないですし、東京との距離が凄く縮まった気がし

ます。年に 10回以上行き来していますから。

吉岡委員　新幹線は大変ですからね。

近藤会長　新幹線だと 5時間近くかかりますし、
新岩国まで行く時間もありますから、ちょっとキ

ツイですね。

吉岡委員　値段的にも、上手に買えばそんなに高
くないですね。
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近藤会長　新幹線よりも飛行機の方が安いと思い
ます。

吉岡委員　両者が乗客の奪い合いをしていますか
らね。

近藤会長　今は飛行機の方が利があると思います
ね。満席の時もありますからね。

吉岡委員　もっと大きな機体にしてほしいという
意見もありますよね。

近藤会長　今後は大きくなるのではないでしょう
か。

吉岡委員　最後に先生の信条、モットーを教えて
いただけますか。

近藤会長　私は種田山頭火が好きで、「ふたたび
はわたらない橋のながいながい風」という句があ

るんですが、この句が非常に好きです。なぜかと

言うと私自身、医者は生きものであり、もちろん

患者さんも生きもので、医者は患者さんを生きも

のとして診るわけです。私の人生は一回きりです

し、患者さんも同様です。頑丈な機械のような石

のような存在ではなくて、柔らかい、いつでも壊

れる、危うい坩堝のような存在だと思っています

が、そうした中で患者さんと自分の人生とが長い

橋を渡っていく、二度とは渡らない、これから一

回だけ自分の人生を私が渡るように、患者さんも

自分の人生を渡っていくのを長い橋に見立てて、

そこにフゥーっと長い長い風が

吹くような、そういうふうに思

っているんですが。一回生の中

で、お互いにいつ壊れてもおか

しくない脆い存在であり喜びも

悲しみもあるわけですが、一回

こっきりの人生で出会うことを

楽しんで、それらも再びは渡ら

ない橋の中で出あう風のような

ものだから、そういう思いの中

で捉えて、患者さんの人生も自

分の人生も過ごしていきたいなという思いで、私

はこの句をよく自分の中で口ずさんでいます。つ

まり、お互い一回生の存在の中でいつ壊れてもお

かしくない人間同士として、私は患者さんを診て、

患者さんは私に身体を預けてくださる、その中で、

人生を過ごしていく中で、お互いに肩を寄せ合っ

たり、悩みを聞いたり、あるいは医者としての喜

びを患者さんから貰ったりすることを一回こっき

り、楽しんでいきたいなと思って医者をしており

ます。

吉岡委員　山頭火は、確か早稲田大学に行ってい
たので東京で生活されていましたね。それから、

お坊さんの格好であっち行ったりこっち行った

り、県内もいろいろな所に行かれていたと思いま

すが。

近藤会長　四国にも行かれてましたよね。長野の
方にも足跡がありました。漂泊の俳人ですが、今

になって、その気持ちがよくわかるなと思います。

この句がとても好きなのは、そういう意味があり

ます。

吉岡委員　本日は大変お疲れのところ、本当にあ
りがとうございました。今後ますますご活躍され

ますことを祈念しております。
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　先日、ハードコンタクトレンズの処方を受けら

れた患者様から、「私は医療機関でMR検査を担

当している。患者様にはコンタクトレンズを検査

前に外すように伝えているが、コンタクトレンズ

をしたまま検査をしている自分の目は大丈夫なの

か？自分もコンタクトレンズを外した方が良いの

ではないか？」との質問をいただいた。

　私自身も定期的にMR検査を受けていて、検査

前の説明書にもコンタクトレンズを外すように注

意されているので、何の疑問を持っていなかった

が、医療者側のことを考えたことはなかった。

　「カラーコンタクトレンズは、金属を含む色素

で着色されているから磁場や電磁波の影響を受け

るかもしれない」とカラーコンタクトレンズの添

付文書に書かれてあるような通り一遍の返答しか

できなかった。MR検査がこれだけ頻繁に行われ

ているのに、コンタクトレンズに関する医学的知

識が意外に知られていないのではないかと思い、

本欄で取り上げてみた。

　2006 年 9 月 12 日、厚生労働省医薬食品局安

全対策課に「MR検査とコンタクトレンズの相互

作用に起因すると思われる“MR検査時に眼瞼痙

攣と眼球が引かれるような違和感を覚え、検査終

了時にはおさまった”という医療機器安全性情報

報告事例」が提出されたことを契機に、「MR装

置とコンタクトレンズとの相互作用に関する実地

検証」が行われ、2007 年４月の『日本放射線技

術学会雑誌』に学術委員会からの報告が掲載され

ている１）。カラーコンタクトレンズの一部には酸

化鉄等の磁性体金属を含有した着色剤が使用され

ているため、磁場や電磁波を利用することへの安

全性が懸念されていて、一部の製品では添付文書

の「使用上の注意」の項にそれらの注意事項が記

載されているが、検証実験は行われていなかった

ため、カラーコンタクトレンズの磁場に対する吸

引力の検証を行ったとのことである。

　７社から提供されたカラーコンタクトレンズ、

計 17 製品で検査が行われ、10 製品で磁場によ

り吸引が確認された。実験は、簡単に言えば、振

り子につけたカラーコンタクトレンズが磁場で何

度傾くかを調べたものである。生体に影響が出る

値は 45度以上としているが、インターネット販

売専用の製品が 10度と最も強い吸引力が確認さ

れたものの、磁場による吸引力の影響は重力より

も小さく日常生活でのリスクは大きくないようで

ある。国内に多く流通しているメジャーな製品は

最高でも３度で、MR検査中に被検者が磁場によ

る吸引力の影響を受ける可能性は少ないものの、

吸引力が存在することは明らかになった。

　この報告では吸引力しか検証していないため、

高周波熱傷などの検討は行われていない。カラー

コンタクトレンズの色素は、粒子であり金属物の

ような連続性はないものの、電磁波による振動で

の発熱の可能性がある。

　2008 年に豚眼を用いた実験結果が国際医療福

祉大学から報告されているが、この報告では低磁

場（0.3T）、高磁場（1.5T）にかかわらず T2 ＊

W1で撮影した時に撮影画像に最もアーチファク

今月の視点

MR 検査とカラーコンタクトレンズ

理事　舩津　浩彦
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トが出現したことと、高磁場（1.5T）の T1W1

のシーケンスで 0.387 度という最も高い温度上

昇を認めたと報告している２）。発熱原理としては、

電磁誘導で発生した誘導電流により発熱すること

が一般的に考えられているが、電流の表皮効果で

金属表面に流れる電流により体積の小さい鉄粉は

効率よく発熱されるとも考えられている。

　臨床例の論文が 2013 年に群馬大学病院の放射

線部門から発表されていて、カラーコンタクト

レンズをしたままMR検査を受けた 28歳女性の

ケースが報告されている３）。検査画像で眼球周囲

にアーチファクトが入るものの、患者は違和感、

熱感、疼痛は感じなかったようである。このグルー

プは、in vitro study として寒天ファントムにカ

ラーコンタクトレンズをセットして 8分間MRI 

scan を行い、カラーコンタクトレンズ自体が１

度上昇したことを報告している。また、１年後の

検査でも被検者は何も症状を訴えていないとのこ

とであった。

　これら２つの報告から、コンタクトレンズの

発熱は約 0.4 度から１度の温度上昇であり、問題

のない程度であることが実験的には明らかになっ

た。

　総合的には、磁力、電磁波の影響は軽微である

ものの、着色に使用される金属が酸化チタン、酸

化鉄、酸化クロミウム、コバルトアルミニウム、

酸化第二クロムと非常に多種類に及びその含有率

も不明なことも多いのが事実である。このほかに

もアゾ系色素、フタロシアニン色素で着色された

カラーコンタクトレンズが磁力に吸引力を示した

報告１）もあり、カラーコンタクトレンズの着色

剤の不明瞭なことやその漏出の危険性も考慮しな

ければならないと思われる。

　結論としては、生体にわずかでも影響があり、

簡単な予防的処置（コンタクトレンズをあらかじ

め外しておくこと）でより安全に検査ができるの

であれば、不明な点も多いカラーコンタクトレン

ズは、添付文書通りに外しておいた方が良いこと

になる。なお、着色されていないハードコンタク

トレンズは問題にはならないと思うが、検証実験

は行われていない。すべてのコンタクトレンズで

検証データがあるわけでもないので、コンタクト

レンズはハード、ソフトに関係なくMR検査の際

は外しておいたほうが賢明である。医療者側は直

接的に磁場や電磁波の影響は受けないので問題な

いと思うが検証データはない。

　眼科医としては、インターネットやディスカウ

ントショップで販売されたカラーコンタクトレン

ズによる角膜障害を診る機会が増えていて、この

ことばかりに気を取られていたが、カラーコンタ

クトレンズからの着色剤の漏出は製品によっては

起きているようで、金属成分の持続的漏出による

眼球への影響も心配である。多種類の金属物、よ

く分からない着色剤の知識を深めるにつれ、信頼

に足るだけの製品をよく吟味して利用者に提供す

る努力とMR検査についての啓蒙活動を、微力な

がら始めるよい機会となった。
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１）「MR装置とコンタクトレンズとの相互作用
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　『日本放射線技術学会雑誌 63』390 ～ 393 頁

　2007 年

２）「MRI 検査におけるカラーコンタクトレンズ

　の研究－画像評価と温度変化について－」
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開会挨拶
小田会長　「平成 26 年度第 2回医師国保通常組
合会」に引き続きお疲れ様でございます。2015

年政府予算も発表され現在、国会で審議中であり

ます。歳出規模は過去最大の 96兆 3,500 億円余

となり、うち社会保障費は 31兆 5,300 億円と前

年度比 3.3％増のこれまた過去最大で、医療関係

は 2.6％増の 11 兆 5,000 億円弱となっておりま

す。

　消費税の引き上げが 1年半先延ばしされ、社

会保障財源の確保問題が懸念されておりました

が、介護報酬の改定がマイナス 2.27％となり、

医療保険関係では所得水準の高い医師国保組合

等への国庫補助を 2016 年から 5年間で現行の

32％から 13％へ引き下げる方針も示されており

ます。

　一方、昨年創設された地域医療介護総合確保基

金では、医療分として昨年同様の 904 億円及び

新たに介護分として 724 億円が措置されている

ところであり、今後、地域における医療・介護の

連携事業等に充当されることになります。

　また、「医療介護総合確保推進法」に基づき、

医療提供体制の改革や医療保険制度の見直しをは

じめ地域包括ケアシステム構築に向けた取組みが

加速してきております。昨年 10月の病床機能報

告に基づき、今後、県は病床機能の分化・連携の

状況を踏まえ、在宅医療・介護の充実、医療従事

者の確保・勤務環境の改善等を盛り込んだ「医療

構想」を策定することになっております。この構

想策定にあたっては、郡市医師会も地域の協議の

場へ参画していただくことになると思います。県

医師会としても地域における協議の場に積極的に

参加し、情報収集するとともに、必要に応じ県行

政との調整役を果たしたいと思っております。

　医療を取巻く環境は、国・地方を通じ一段と厳

しく、多くの課題を抱えております。県医師会と

しましても全力で取り組んでまいりますので、引

き続きご指導賜りますようお願いいたします。

　本日は、本会から議題 6題を提出しておりま

すので、ご協議のほどよろしくお願いします。

議題
1. 都道府県医師会長協議会について
吉本副会長　昨年度から小田会長が日医の理事と
して出務しているので、同協議会には私が会長代

理として出席している。

　まず、平成 26 年 11 月 18 日に開催された第

2回都道府県医師会長協議会について報告する。

　都道府県医師会から提出された８議題につい

て、日医執行部から回答があった。本県からは

「インセンティブ導入による公的医療保険料増減

制について」と題し、公的医療保険料に増減制な

郡市医師会長会議
と　き　平成 27年 2月 19 日 ( 木 )　16：00 ～ 17：17

ところ　山口県医師会 6階会議室
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どのインセンティブを導入することは国民皆保険

を危うくするものであり、その導入を阻止すべき

であると考え質問した。これに対して日医の松本

常任理事は「平成 26 年 10 月 15 日に開催され

た社会保障審議会医療保険部会で議論されたが、

保険者側も健康管理などに努めた個人に対し現金

給付や保険料の引き下げなどを行うと、本当に病

院に行かなければならない人が受診を躊躇するな

ど、別の問題を引き起こしかねないと懸念してい

ると反対し、日医の松原副会長も『日本の医療保

険制度は、国民が国民を支援する仕組みであり、

現金給付はもってのほかであり、あってはならな

い』と述べるなど、委員の大多数が反対を表明し

た。保険間で保険料率に大きな格差があることの

方が問題で、今後この是正に向けて取組みを強化

する。」と回答された。

　次に、本年 1月 20日に開催された第 3回同協

議会について報告する。

　都道府県医師会から質問 8題と日医から 2議

題が提出され協議した。本県からは「ヘルスケア

産業に依存した保険者機能強化策に対する日医の

考えを問う」と題し、ヘルスケア産業を戦略分野

として推進する場合、多くの企業がデータヘルス

計画に参入することが予測され、行き過ぎた保

健指導へつながるおそれがあること、また、保

険者機能強化は適正な受診行動を妨害することに

なると思われることについての日医の考えを質問

した。日医の道永常任理事の回答は、「国はデー

タヘルス計画による国民自らの健康管理、ヘルス

ケア産業の育成を通して、健康寿命の延伸をはか

るとともに、地域における雇用の創出、医療費の

抑制、地域コミュニティの活性化等、“一石三鳥”

の成果が上がるとし、各保険者に平成 27年度か

らの実施に向けて指導している。日医は、国民の

健康増進に寄与するもので、国民が広く享受でき

るものであれば反対する意思は全くないが、それ

には国民の意識改革から進めるのがよいと考え、

かかりつけ医との連携が重要であると主張し、厚

労省にも理解してもらっている。ご指摘のよう

に民間丸投げの委託は好ましくない。事前に保険

者とよく協議することが大切であり、日医として

は、サービスの内容と質の低下がないよう、第三

者検討機関を設置し検証するよう要望している。

セルフ・メディケーションが強く進められている

ことには危惧を抱いており、一部の薬局で検体測

定室ガイドラインを逸脱する事例も報告されてお

り、厚労省に対し積極的に働きかけていく所存で

ある。」と回答された。

　さらに本県から追加で発言を行い、「山口県で

は平成 19年から糖尿病療養指導士の養成を行っ

ている。地域連携パスも動き始めており、かかり

つけ医と病院との連携で糖尿病生活指導を進めて

出席者

大 島 郡
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いくのが効率的であるし、効果も期待できる。連

携をさらに高めるためには、診療報酬点数を上げ

る、地域支援病院の要件に加える等により病院の

メリットを増やすことを考えてはどうか。」と提

案した。

2. 一般社団法人山口県医師会定款の一部改正に
ついて
河村専務理事　本会は平成 25年 4月 1日に一般
社団法人に移行し、新定款に基づき会務運営を

行ってきたが、法人法との整合性及び日本医師会、

各都道府県医師会の定款を勘案し、より実態に即

した運営に資するため定款の一部改正を行う。な

お、これについては平成 26 年 12 月 11 日に開

催した定款等検討委員会に諮り、答申をいただい

ており、4月 23日に開催予定の第 175 回臨時代

議員会に上程することになっている。

改正の主な概要

（1）代議員会の任務

　事業計画及び収支予算書の承認を削除し、代議

員会への報告事項とする。

（2）役員の選任等

　理事選任の役職区分を、現行の「会長及び理事」

から「会長、副会長及び理事」とする。

3. 地域医療ビジョン策定について
弘山常任理事　都道府県は病床機能報告制度によ
る情報や医療需要の将来推計等を活用し、二次医

療圏ごとに目指すべき将来の医療提供体制を示す

「地域医療ビジョン」を策定しなければならない。

主な内容は、① 2025 年の医療需要（入院・外来

別の疾患別患者数等）、② 2025 年に目指すべき

医療提供体制（二次医療圏ごと ( 在宅医療につい

ては市町村ごと ) の医療機能別の必要量、③目指

すべき医療提供体制を実現するための施策（医療

機能の分化・連携を進めるための施設整備、医療

従事者の確保・養成等）である。また、国は都道

府県における地域医療構想策定のためのガイドラ

インを策定することとしており、昨年9月から「地

域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会を

本年 1月までに 7回開催している。現在検討し

ているのは、①将来の医療需要及び各医療機能の

必要量の推計方法、②地域医療構想を策定するプ

ロセス、③協議の場の設置・運営方法、④医療提

供体制を実現するための施策、等である。

　地域医療ビジョン策定に向けた取組みとして

は、構想区域は二次医療圏として医療圏ごとに策

定し、地域の実情をビジョンに反映させるため医

療関係者等の意見を幅広く聴取する協議会を各医

療圏に設置（平成 27年 4月予定）する。構成員

は医療関係団体、保険者、地域住民を代表する団

体、市町等である。　

4. 地域包括ケアシステム構築への対応について
河村専務理事　本会では去る 1月 22日に第 1回
郡市医師会地域包括ケア担当理事会議を開催し

た。各地域の問題点や現状を伺ったが、各地域で

実状がかなり異なることから、基本的にはその地

域で市町と相談しながら対応していただくほうが

よいと思う。今後、市町において介護保険事業計

画が最終的に策定されていくので、医療サイドか

らも積極的に参画し、実状や取組みの提言等をお

願いしたい。

　地域包括ケアに関する国の予算関係は、27 年

度に上乗せされる地域医療介護総合確保基金の介

護分が 724 億円あり、これは主に介護施設等の

整備や介護従事者の確保に使われる。医師会とし

て関わっていく必要があるのが、市町による在宅

医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援

事業の充実で 236 億円が措置されている。今後、

市町が主体となって取組みが始まると思われる

が、市町単位に医療と介護の連携を支援する窓口

として「在宅医療・介護連携支援センター（仮称）」

を設置してコーディネーターを置く、また認知

症の初期集中支援チームを整備していくなど、各

郡市医師会としても積極的に関与していただきた

い。

5. 医療事故調査制度への対応について
林 常任理事　医療法改正（平成 26 年 6 月）に
よる医療事故調査の仕組みについては、医療事故

が発生した医療機関にて院内調査を行い、その調

査報告を民間の第三者機関が収集・分析すること
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で再発防止につなげることによ

り、医療の安全を確保すること

となる。

　対象となる医療事故は、「医

療機関に勤務する医療従事者が

提供した医療に起因し、又は起

因すると疑われる死亡又は死産

であって、当該医療機関の管理

者がその死亡又は死産を予期し

なかったもの」である。

　調査の流れとしては、医療機関は第三者機関へ

届出、調査、調査結果を遺族へ説明及び第三者機

関へ報告する。第三者機関は医療機関が行った調

査結果の報告に係る整理・分析、再発の防止に関

する普及啓発を行う。医療機関又は遺族から求め

があった場合は、第三者機関が調査し、結果を医

療機関及び遺族へ報告する。これらの調査等につ

いては、厚生労働大臣が指定する民間組織（国に

１か所）が担うこととなるが、その業務の一部に

ついては、各都道府県に「支援団体」が設置される。

その支援団体の設置要件を満たす各都道府県の医

師会が厚生労働省へ登録され、本調査制度を運営

する予定となっており、山口県医師会としても対

応すべく準備を進めていく。詳細については近々

公表される厚生労働省のガイドラインで示される

こととなる。また、調査の対象となる「その死亡

を予期しなかったもの」の範囲については、日医

を含めて国で具体的に詰めており、これも同ガイ

ドラインで示されることとなる。

　医師法第 21条（警察への届出）との関係につ

いては、改正医療法の附則に「この法律の公布後

二年以内に法制上の措置その他の必要な措置を講

ずるものとする。」とあり、こちらの状況につい

ても注視が必要である。

近藤会長（熊毛郡）　第三者機関の構成メンバー

はどのようになっているのか。

林 常任理事　現時点では不明である。

6. 山口県及び各市町が実施する医療費助成事業
に係る審査支払業務について
小田会長　地方単独で実施されている医療費助成
事業とは、患者が医療機関の窓口で支払う一部負

担金の全部又は一部を条例や実施要綱に基づき、

独自に公費で助成する事業（以下、「地単事業」）

である。山口県の地単事業及び審査支払事務の現

状は、「乳幼児医療」「一人親家庭医療」「心身障

害医療」の３事業が実施されており、その審査支

払事務は国保連合会が受託している（支払基金は、

法律により平成 17年度までは受託することがで

きなかった）。現状の問題点として、地単事業の

審査支払事務は社保及び国保を含むすべてのレセ

プト処理を国保連合会が受託しているため、社保

分の地単事業（件数：「乳幼児医療」のみで月 10

万件程度）については、（社保の）電子レセプト

とは別に、紙による（地単事業分）レセプトを作

成して保険請求しており、保険者（地方自治体）

においても紙による（地単事業分）レセプトを保

管している。しかし、社保分の地単事業の審査支

払事務を支払基金が受託することにより、医療機

関においては紙による（地単事業分）レセプト保

険請求から、電子レセプト請求（現在の社保分電

子レセプトを併用分へ変更するのみ）へ移行でき

ることにより、相当量の事務簡素化が図られる。

また、保険者（地方自治体）においても、電子レ

セプトの保管へ変更できるとともに、事務処理も

電子データ処理することにより相当量の事務簡素

化が図られる。

　このことについて、郡市医師会や医療関係団体

等から、社保分は支払基金、国保分は国保連合会

となることが望ましい形であるとの要望があり、

制度改正について三師会の会長連名による「山口

県及び各市町が実施する医療費助成事業に係る審
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　新年を迎え今年は明るく幸多かれと祈った

のだが、最初から暗いニュースが起こった。医

療界からは何か明るいお話が聞けるかと大き

な期待を持って、平成 27 年 2 月 19 日（木）

に開催された平成 26年度第 2回郡市医師会長

会議に出席し、傍聴させてもらった。いつも午

後３時から始まると思っていたのが、当日は他

の会議があり、午後４時からの開始であった。

小田会長の挨拶の後、協議が淡々と厳粛に進行

していった。

　それぞれの議題の内容は別記があると思う

のでここに記載することは止めさせていただ

く。その中で本年 10月より始まる「医療事故

調査制度への対応について」の議題について感

じたことを述べさていただく。そもそもこの制

度はなんのために始まるのか。いろいろな文献

を読んでみたが、はっきりしない。本年 1月 3

日に発行された『週刊日本医事新報』No.4732

号の炉辺閑話に、この制度の設立に携わってこ

られた虎の門病院顧問の山口 徹 先生の文章が

載っていた。言えることは医療事故の際に医療

側、遺族側のどちらにも偏らない公平な第三者

機関が、報告された事故の発生、調査結果を検

証し、適切な院内調査や再発防止にむけた啓蒙

活動を行い、その結果は医療機関と遺族に報告

されるとある。つまり公平に調査結果の整理・

分析をしてその結果を医療機関と遺族側に報

告するとある。すべてを明らかにすることが再

発防止につながるということなのであろう。最

後に先生は「新制度が医療の安全と質の向上に

つながっていると国民に実感されれば、医療事

故問題の最終的な核心である、善意の医療行為

に伴う医療過失への刑事責任の問題にも、解決

の道が開かれると信ずる」と結んでおられる。

　あたかもこの時期に、某大学病院の術後死の

問題が報道された。これなどは十分に検証され

ない限り、遺族も国民も納得しないであろう。

　本年１月に医療裁判を担当している弁護士

さんより、ある患者さんの外来カルテのコピー

を送るようにとの文書が届いた。この裁判に関

係はないのだが以前の状態を知りたいという

ことらしい。その日から暗く重い日が続いた。

カルテ開示だけでこのような気持ちになるの

だから、被告人の立場であれば、さらに暗い暗

い毎日になることであろう。

　私が広報委員になりたての頃の歳末放談会

で、医師会に入会するメリットは何かという

話になった。ある理事の先生が「それは裁判に

なった時に医師会が前面に立って、先生方に負

担をかけないことですよ」と言われたことを今

でも思い出す。

　この議題に対してフロアからの質疑があり、

担当理事から回答があった。しかし、この新制

度に明確な感じがまだしない。現在、新制度の

ガイドライン作成にむけた検討が進行中との

ことである。一方ではこの制度に対して反対意

見もあるという。

　この問題は直接にわれわれに関係する。医師

会は新たな情報をその都度流していただき、十

分に理解したいと思う。そして意見があればそ

れを日本医師会に上げていただきたいと思っ

た。この制度も、長い目で見守る必要があるの

だろうと、混乱する頭の中での結論であった。

広報委員　渡 邉 惠 幸

査支払業務について」の要望書を、審査支払事務

の契約者の一方である県及び保険者（市町）へ提

出したところである。

　今後、行政等から各郡市医師会へ本要望書の内

容についての問合せや協議申入れ等が予想される

ため、趣旨をご理解の上、対応いただくようお願

いする。
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原稿の種類

字 数

提出・締切

原稿送付先

備 考

①随筆、紀行、俳句、詩、漢詩など

　　※写真等ありましたら添付（3枚以内）いただきますようお願いします。
②絵（カラー印刷）

③書（条幅、色紙、短冊など）

一編 3,000 字以内を目安に、お一人 2作品までとさせていただきます。

できるかぎり下記作成方法①でご協力願います。
作成方法により締切日が異なりますので、ご注意ください。

　※締切日以降に提出された原稿は掲載できませんのでご注意願います。
　※電子メールで送信される際は、原稿と写真の容量をあわせて 5 メガ以内
         でお願いいたします。

〒 753-0814　山口市吉敷下東三丁目 1番 1号 山口県総合保健会館内

   山口県医師会事務局　広報情報課

   E-mail：kaihou@yamaguchi.med.or.jp

①未発表の原稿に限ります。

②ペンネームで投稿される方につきましては、会員の方から本会に問い合わせが
　あった場合には、氏名を公表させていただきますことをご了承願います。
③投稿された方には掲載号を３部謹呈します。

④写真や画像の使用については、必ず著作権や版権等にご注意ください。

⑤医師会報は県医ホームページにも PDF 版として掲載いたします。

⑥レイアウト（ページ、写真の位置等）につきましては、編集の都合上、ご希望
　に沿えない場合があります。
⑦原稿の採否は、広報委員会に一任させていただきます。

山口県医師会報・平成 27年度夏季特集号「緑陰随筆」の原稿を募集します。
下記により、ふるってご投稿くださいますようお願い申し上げます。

作成方法 提出方法 締切

①パソコン 電子メール　又は　USB/CD-R の郵送 7月 6日

②手書き原稿 郵送 6月 30日

原稿募集

夏季特集号「緑陰随筆」
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平成 26年度 第２回医師国保通常組合会
と　き　平成 27年 2月 19 日（木）15：00 ～

ところ　山口県医師会 6階会議室

Ⅰ　開会
　事務長、出席議員の確認を行い、議員定数32名、

出席議員 27名で定足数に達しており、会議が成

立する旨報告。

Ⅱ　理事長挨拶
小田理事長　本日は、ご多忙の中、お集まりいた
だきありがとうございます。

　本日は平成 27年度事業計画・予算等 4議案に

ついてお諮りいたします。

　まず、国保組合にとりまして、もっとも憂慮す

る問題となっている、所得水準の高い国保組合に

対する国庫補助の見直しについてです。

　先月 11 日、平成 27 年度予算の大臣折衝にお

いて、能力に応じた負担とする観点より、平成

28年度から 5年かけて段階的に見直し、所得水

準に応じて 13％から 32％の補助率等とする、と

されたところです。

　本組合財政への影響は非常に大きなものとな

り、組合員の先生を始め、被保険者の皆様への負

担増は必至と考えます。

　平成 28年度以降、段階的な実施となれば、毎

年度、適正な保険料額を算出し、いち早い対応を

していく所存です。

　なお、本組合の平成 27年度予算では、平成 26

年 4月に保険料の引き上げをさせていただいたこ

と、療養給付費の伸びが見込みを下回ったこと、

補助率が従来どおりであること等により、2億円

近い予備費を計上し、予算総額は平成 26 年度と

ほぼ同額の予算編成をすることができました。

　また、平成 27年度事業計画では、新規事業と

して社会保障・税番号制度への対応をあげており

ます。

　これは、「行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律」等の法律

に基づく国家事業であることから、医療保険者と

出席者

大 島 郡

玖 珂

熊 毛 郡

吉　　南

厚 狭 郡

美 祢 郡

下 関 市

下 関 市

宇 部 市

宇 部 市

宇 部 市

宇 部 市

山 口 市

山 口 市

嶋元　　徹

河郷　　忍

近藤　幸宏

小川　清吾

河村　芳高

坂井　久憲

石川　　豊

赤司　和彦

矢野　忠生

綿田　敏孝

黒川　　泰

猪熊　哲彦

吉野　文雄

淵上　泰敬

萩　　市

徳　　山

徳　　山

徳　　山

防　　府

下　　松

岩 国 市

岩 国 市

小 野 田

光　　市

柳 井

長 門 市

美 祢 市

中嶋　　薫

津田　廣文

津永　長門

佐藤　信一

木村　正統

篠原　照男

小林　元壯

保田　浩平

西村　公一

平岡　　博

前濱　修爾

半田　哲朗

藤村　　寛

理 事 長

副理事長

副理事長

常務理事

常務理事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

小田　悦郎

吉本　正博

濱本　史明

沖中　芳彦

清水　　暢

萬　　忠雄

河村　康明

弘山　直滋

林　　弘人

加藤　智栄

藤本　俊文

今村　孝子

武藤　正彦

香田　和宏

理 事

理 事

理 事

監 事

監 事

監 事

組合会議員 役員

法令遵守 ( ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ )
担当理事

中村　　洋

原　　伸一

舩津　浩彦

山本　貞壽

武内　節夫

藤野　俊夫
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して、国から示されたスケジュールに沿って、制

度導入に対応していくこととしております。

　先生方のご協力も必要となって参りますので、

どうぞよろしくお願い申し上げます。

　国保組合を取り巻く情勢は、大変厳しいものが

ありますが、執行部一同、組合維持と健全な運営

を目指して取り組む所存でございますので、引き

続き、ご指導・ご協力をよろしくお願い申し上げ

ます。

Ⅲ　議事録署名議員指名
　議長、議事録署名議員を次のとおり指名。

　　　坂井　久憲　議員

　　　木村　正統　議員

Ⅳ　議案審議
承認第 1号　「理事の専決処分」事項について
清水常務理事　出産育児一時金について、産科医
療補償制度とあわせて出産育児一時金が見直され

たことにともない、昨年 11 月 19 日に厚労省か

ら国保組合規約例の一部改正が示されたため、本

組合の規約について改正する必要があった。

　規約の改正は、組合会の議決事項であるが、こ

の改正が平成 27 年 1 月 1 日からの施行となっ

ていたので、国民健康保険法第 25条（理事の専

決処分）の第 2項に該当するとして、昨年 12月

11 日の第 12回理事会において、「理事の専決処

分」を行い、規約第 14条の改正を議決したとこ

ろである。

　第 3項に、「その後最初に招集される組合会に

報告しなければならない。」と定められているの

で、本日の組合会において、ご報告をするもので

ある。

　新旧対照表において、現行規約中の 3万円が

産科医療補償制度対象分娩の場合に加算される

額であるが、この額が、改正規約のとおり 1万 6

千円に引き下げられ、逆に出産費用については、

上昇傾向にあることから引き上げられ、39 万円

から 40万 4千円に改正をしている。

　よって、産科医療補償制度対象分娩の場合、

42万円の支給総額に変更はない。

　この規約改正について、知事への認可申請後、

昨年末に認可されたので、郡市医師会長宛に通知

し、被保険者への周知をお願いしたところである。

　

承認第 2号　平成 27 年度山口県医師国民健康
保険組合法令遵守（コンプライアンス）のため
の実践計画について
　本組合の法令遵守体制整備については、平成

23年 2月の組合会で、規約改正及び基本方針の

策定を議決していただいたが、この基本方針の中

で、毎年度理事会において、具体的な実践計画を

策定し、組合会の承認を得ることと規定している

ので、本年 1月 22 日の理事会で平成 27 年度の

実践計画を策定した（次頁掲載）。

　内容については、平成 26年度分と変更はして

いないが、まず、1「法令遵守マニュアルの策定」

では、役職員が遵守すべき法令、規則、基本方針

及び法令遵守（コンプライアンス）のための組織

体制などを網羅したマニュアル等を策定すると規

定している。

　本組合のマニュアルは、平成 23 年 9月 15 日

の理事会で策定しており、②にあるように、すべ

ての役職員に配付している。

　2｢ 法令遵守に関する指導・研修 ｣では、役職

員を対象とした研修を実施すると規定しているの

で、理事会の際にマニュアル等の確認を行うなど

して研修をしている。

　3｢ 法令遵守のための管理 ｣については、担当

職員の業務について記載をしているが、本組合で

は、同一の業務について、主担当と副担当の職員

により業務を執行することで対応をしているとこ

ろである。

　4 ｢法令遵守関連情報の組織的な把握等｣では、

新旧対照表
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役職員の役割等を掲げている。

　5｢ 不祥事故への対応体制 ｣では、報告体制を

定めている。

　以上のような実践計画に基づき、役職員ともに、

国民健康保険法その他の関係法令に沿って厳正に

業務運営を行う。

　　

議案第 1号　平成 27 年度山口県医師国民健康
保険組合事業計画について
  本組合の主体的事業である「保険給付について」

であるが、疾病や負傷に対する療養の給付が大き

なウエイトを占めており、療養の給付のほかに療

養費、高額療養費等 13項目にわたる各種給付事

業を実施する。

  (9)「高額療養費の支給について」は、本年 1月

から、自己負担限度額に関する所得区分が 3区

分から 5区分に細分化されている。

　被保険者への周知については、昨年末に郡市医

師会長宛の文書にて通知をしているが、27 年度

の『医師国保のしおり』に掲載する予定である。

　また、高額療養費の現物給付については、平成

19 年 4 月から入院について、平成 24 年 4 月か

らは外来についても適用されており、本組合が発

行する「限度額適用認定証」を受診される医療機

関に提示されれば、窓口での支払いは、所得区分

に応じた自己負担限度額までになり、高額療養費

は本組合から当該医療機関等に支払うこととなっ

ている。

　この制度等については、引き続き『医師国保の

しおり』に掲載することで、被保険者への周知に

努める。

　(11)「出産育児一時金の支給」は、40 万 4千

円と 1万 6千円に金額を変更している。

　なお、保険給付に関連して、自家診療の取り扱

いについてであるが、本組合の規約第 13条で給

付の制限を規定しており、また、内規において、

自家診療の承認等について規定をしているところ

である。

　本組合では、毎月、自家診療該当レセプトを抽

出し、該当組合員に対し今後、自家診療該当レセ

プトを提出されないよう、協力依頼の文書を送付

してきた。

　そのほとんどが、新規加入組合員の先生方であ

り、文書送付後は、ご協力いただいているため、

従来、該当レセプトの返戻はしていなかった。

　このことについて、昨年 10月に実施された山

口県医務保険課による指導（助言）では、規約に

従い、自家診療該当レセプトにおいて保険給付を

行わないよう指導があったことから、本年 4月

診療分より、自家診療該当レセプトの提出があっ

た場合は、レセプトを返戻し、保険給付をしない

こととする。

　これに関する組合員への周知については、後日、

郡市医師会長宛に通知をすることとしている。

　また、『平成 27 年度版医師国保のしおり』に

掲載するとともに、新規加入の先生については、

被保険者証交付時に、自家診療の取り扱いについ

て、周知徹底するよう努める。

　2.「保健事業」の (1)「健康診断事業の実施に

ついて」は、特例措置として後期高齢者組合員も

健康診断の対象者としているが、例年約 30名の

受診があるので、継続することとしている。

　次に、(6)「特定健診・特定保健指導の実施に

ついて」であるが、平成 25年度以降について定



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

303



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

304

めた第 2期実施計画に基づき実施する。

　本組合の平成 25年度特定健診受診率は、前年

度に対し 1.7％増の 48.9％で、また、特定保健指

導実施率は、3.9％増の 4.8％となっている。ほ

ぼ横ばいとなっており、実施計画に定めた目標率

に届かない状況である。

　本組合の特定健診については、自家健診を認め、

特定保健指導についても自家保健指導を認めてい

るので、これらの実施については、今後とも、ご

協力をいただくようお願いする。

　(8)「医療費通知の実施」では、厚労省が医療

費適正化に向けた取組みの一つとして、柔道整復

療養費の適正化のため、医療費通知の実施等を講

じるように推進しているので、平成 23年度から

実施しているところである。

　平成 25年度以降は、患者調査を実施すること

で医療費等の通知をしており、引き続き、柔整の

療養費について、全件調査を実施したいと考えて

いる。

　3.「広報活動について」は、医師会報の「国保

組合欄」への掲載と『医師国保のしおり』の発行

である。

  4.「被保険者証について」は現在お持ちの被保

険者証は、平成 25年 4月 1日に更新し、有効期

限は平成28年 3月 31日までとなっているので、

平成 27年度は更新はしない。

　5.「組合員資格確認調査」では、厚労省からの

通知により、平成 25年 1月に初回の確認調査を

実施したが、2～ 3年に一度の実施を求められて

いることから、被保険者証の更新にあわせ、3年

に一度実施することとしており、平成 28年 1月

に実施する予定である。

　なお、調査方法や内容については、全国医師国

保組合の方法等を参考に今後検討することとして

いる。調査の際には、大変お手数をおかけするこ

とになるが、どうぞよろしくお願いする。

　6.「社会保障・税番号制度への対応」であるが、

社会保障・税番号制度いわゆるマイナンバー制度

については、番号法第 1条で、行政機関、地方

公共団体等が、個人番号及び法人番号を活用し、

効率的な情報の管理及び利用並びに迅速な情報の

授受を行うことができるようにすること、国民が、

手続きの簡素化による負担の軽減、本人確認の簡

易な手段を得られるようにすること等を目的とし

ており、また、医療保険者は、情報照会者及び情

報提供者となり、法で定められた範囲で、特定個

人情報の提供の求めがあった場合には、提供が義

務づけられているため、マイナンバーを利用して

個人情報を管理する必要がある。

　これにより、国が示すスケジュールに沿った制

度への対応が必要となるが、マイナンバー制度の

スケジュールでは、平成 27 年 10 月から国民へ

の個人番号の通知が開始され、医療保険者は、そ

の後、平成 28年にかけて、個人番号を取得、登

録することとなっており、この個人番号について

平成 29年 7月から市町との連携が開始され、被

保険者の資格取得・喪失、及び給付関連の事務で

利用できると番号法別表第一の主務省令で規定さ

れている。

　一例をあげると、高額療養費の申請の際に、被

保険者から所得証明等の書類を添付してしていた

だく必要がなくなり、本組合が市町と連携するこ

とで該当被保険者の所得情報を得ることができる

ようになる。

　これに対応するため、医療保険者は、個人番

号取得等の業務対応、既存システム改修等につい

てのシステム対応、個人情報保護対応の大きく 3

つの対応が必要とされている。これらについて、

説明会等に出席するなどして、情報収集をすると

ともに、システム改修については、全国国保組合

協会が開発した国保組合共通システムの導入も含

めて検討を進めていき、対応に遅れのないよう努

める。

　7.「月別事業計画」では、理事会、組合会の開

催及び全医連や全協主催の諸会議等の予定を月ご

とに示したものである。

議案第 2号　平成 27 年度山口県医師国民健康
保険組合歳入歳出予算について
＜平成 26年度決算見込み　歳入＞

  ｢ 国民健康保険料 ｣ については、平成 26 年 4

月に保険料を引き上げたので、前年度に比べ約 1

億 8千万円の増額となる、10億 7,307 万 1千円

を見込んでおり、歳入合計の 7割を超える主な

財源となっている。

　しかしながら、平成 26年度予算額と比較する
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と、約 2,876 万円の減収となっている。これは、

予算編成時の平成 25 年 12 月末の被保険者数と

比較して、平成 26 年 12 月末の被保険者数が、

乙種組合員で 67名の減、それにともない乙種組

合員の家族で 60名の減少となり、被保険者全体

では 181 名の減少があったためである。その大

きな要因は、平成 26年 4月に保険料の引き上げ

と同時に、療養の給付付加金制度を廃止したこと

が考えられる。

　｢国庫支出金 ｣については、歳出の第 3款 ｢保

険給付費 ｣ の第 1 項 ｢ 療養諸費 ｣ に、支出の最

大額となる療養給付費が含まれているが、前年度

比 95％と減少し、予算額に対して約 3,975 万円

の残額がでる見込みとなっている。この補助対象

額が減額となるため、国庫補助も約 1,210 万円

の減額を見込んでいる。歳入合計は、予算に比べ

4,434万円減の14億6,157万2千円としている。

＜平成 26年度決算見込み　歳出＞

  ｢ 保険給付費 ｣と ｢ 諸支出金 ｣以外は、ほぼ予

算額と同額の支出を見込んでいる。

　｢諸支出金 ｣では、予算額に対し約 2,377 万円

の不足額が生じているが、これは平成 25年度の

療養給付費等補助金について、超過分を平成 26

年中に国庫に返還するもので、2,378 万 2千円を

支出する。

　歳出合計額は 13億 3,268 万 7千円となり、差

引残高は 1 億 2,888 万 5 千円を見込んでいる。

これを平成27年度予算の繰越金に計上している。

　また、平成 26年度決算見込みによる単年度収

支は、8,594 万 5千円の黒字となり、平成 26年

4 月の保険料引き上げによって、平成 24 、25

年度と 2年連続の赤字財政から脱することがで

きた。ご協力に感謝申し上げる次第である。

　平成 27 年度歳入歳出予算の総額は、15 億

1,813 万 5千円となっており、前年度と比較して

1,222 万 3千円、0.8％の増となっている。

＜平成 27年度予算　歳入＞

　第Ⅰ款 ｢国民健康保険料 ｣では、平成 27年度

の保険料を改定していないので、平成 26年度と

同額で、平成 26 年 12 月末の人数を基に算出し

た保険料収入額を計上している。

　保険料収入は、あわせて 10億 6,663 万円とな

り、前年度予算額より 3,520 万 2 千円、率にし

て 3.2％の減となっている。

　被保険者数の減少による減収であるが、歳入総

額の約 70％を占めている。　

　第Ⅱ款 ｢国庫支出金 ｣であるが、｢事務費負担

金 ｣については、平成 23年度以降、各国保組合

の所得水準に応じた支給調整率がかかることにな

り、0.8 を乗じて算出している。なお、医療分に

ついて、平成 26年度までは、被保険者数（5,001

人～5,500人）の区分の負担金で算出していたが、

被保険者数の減少により、平成 27年度は被保険

者数（4,501 人～ 5,000 人）の区分に該当する

として予算計上している。これにより、約 30万

円の減額となっている。

　｢療養給付費等補助金 ｣については、療養給付

費、後期高齢者支援金等の見込額から、厚労省が

示した算式により、従来どおりの補助率を乗じて

補助金を計上している。

　療養給付費にかかる分については、補助金見込

額は 1億 5,540 万円としている。補助対象費用

額が前年度より減少しているので、補助金につい

ても 1,924 万 2千円の減額としている。

　なお、後期高齢者支援金にかかる分について、

平成 26年度までの暫定措置として、被用者保険

等保険者の後期高齢者支援金の 3分の 1を総報

酬割とすることにともない、平成 26 年度では、

新規分の 3分の 1について補助率が 0で、3分

の 2は 16.4％としていたが、平成 27年度では、

新規分の 2分の 1については補助率が 0％で、2

分の 1は 16.4％として算出している。

　これは、被用者保険の後期高齢者支援金につい

て、負担能力に応じた負担とするため、各保険者

の総報酬額の多寡に応じた全面総報酬割とし、平

成 27 年度は 2分の 1、28 年度は 3分の 2と段

階的に引き上げ、29 年度から全面総報酬割を導

入することにより、協会けんぽの負担を減らし、

協会けんぽへの国費を減額しようとするものであ

る。

　本組合の新規分については、平成 9年 9 月 1

日以降、協会けんぽの適用を除外して本組合に加

入された被保険者にかかる分であり、協会けんぽ
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並みの補助率となっている。全面総報酬割の導入

により、本組合の新規分の補助金が減額されるこ

とになる。

　平成 27 年度の影響額は、約 380 万円の補助

金減となり、平成 28年度以降の補助金について

も大きな影響を受けることとなる。

　国庫補助金の特別調整補助金として 1,250 万

円を計上しているが、このうち 250 万円は、平

成 23年度に新設された保険者機能強化分として

の補助金であり、医療費適正化事業、適用適正化

事業、保健事業が対象となっている。ウォーキン

グ大会の経費や全国国保組合協会に支払う共通シ

ステム負担金等について申請を行うものである。

　また、先程の事業計画で、社会保障・税番号制

度への対応について、既存システムの改修が必要

になると述べたが、見積もりにあたっては、シス

テム改修等の詳細が不明で、先発県例や専門会社

の意見で、1,000 万円程度かかると提示されたた

め、委託費と備品購入費で 1,000 万円を計上し

ているが、これについては全額国庫補助があると

されていることから、同額を補助金収入として計

上している。

　なお、国庫補助の見直しについては、平成 28

年度から平成 32年度までの 5年間で、各国保組

合の所得により 32％の定率補助率を 13％から

32％の 11段階に見直しすることとなっている。

　各国保組合の所得は、26 年度実施した所得調

査の結果に基づき区分されるということである

が、医師国保組合は 240 万円以上に該当すると

され、定率補助が現在の 32％から 13％になる。

　また、後期高齢者支援金と介護納付金の新規分

の補助率 16.4％についても 13％に引き下げられ

ることとなっている。3月上旬には、通常国会へ

国民健康保険法の改正法案が提出されるというこ

とである。

　この見直しが決定されると、本組合の平成 26

年度補助金を基準とした試算では、年間約 2,600

万円、5年間で約 1億 3 千万円の補助金が減収

となり、保険料の見直しに直結することとなる。

今後の動向を注視するととともに、財源不足への

いち早い対応に努める。

　｢出産育児一時金等補助金 ｣については、1件

42 万円の一時金支給に対し、平成 24 年度以降

は 10万 5千円の補助となっている。

　｢高額医療費共同事業補助金 ｣は、全国国保組

合協会が示した拠出金の支出額に対し、127 万 1

千円の補助金を計上している。

　｢特定健康診査等補助金 ｣は、厚労省の示した

補助単価で算出した額を計上している。平成 27

年度の補助単価が、個別健診の基本項目では前年

度より 50円高い 1,830 円になるなど、すべての

補助単価で増額となっており、前年度より 3万 2

千円増の 119 万 2千円としている。

  第Ⅱ款 ｢国庫支出金 ｣をみると、療養給付費補

助金の減額が大きかったことから、国庫支出金

全体で、前年度に比べ 1,510 万 4 千円減の 2億

9708 万 8千円となっている。

　第Ⅲ款 ｢共同事業交付金 ｣は、高額医療費共同

事業に対する交付金であるが、歳出の部の共同事

業拠出金と同額の 2,542 万 6 千円を計上してい

る。

　第Ⅳ款 ｢財産収入 ｣は、積立金と貸付基金の利

息で 10万 1千円を計上している。

　第Ⅴ款 ｢繰入金 ｣は、科目存置として、1千円

を計上している。

　第Ⅵ款｢繰越金｣は、差し引き残高の1億2,888

万 5 千円とし、前年度の約 2倍の額を計上して

いる。

　第Ⅶ款 ｢ 諸収入 ｣ の第 1 項 ｢ 預金利子 ｣ は、

手元の事業運営資金の預金利息である。

　現在のところ、全額を決済用普通預金としてい

るので利息はないが、今後、その一部を定期預金

に変更することもあり、科目存置をしている。

＜平成 27年度予算　歳出＞

　第Ⅰ款 ｢組合会費 ｣については、前年度より 6

万 8千円減の 258 万 1千円を計上している。

　第Ⅱ款 ｢ 総務費 ｣ は、役員報酬から保険料徴

収事務費までの合計額として、前年度より 1,043

万 1 千円増の 4,551 万 6 千円を計上している。

この増加の要因は、マイナンバー制度へ対応する

ためのシステム改修経費として 1,000 万円を計

上したためであり、内訳では委託料に 500 万円

を含めて 590 万円、備品購入費に 500 万円を計

上している。　

　第Ⅲ款 ｢保険給付費 ｣は、歳出全体の約半分を
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占める 6億 7,989 万 1 千円を計上している。　

　療養給付費等は、予算編成の基礎資料として、

平成 26年度の見込額に過去 4か年の平均伸び率

2.5％を乗じて算出している。

　平成 26年度の療養給付費見込み額が前年度比

94.6％と減少しており、4か年の平均伸び率につ

いても、前年度 4.8％から 2.5％に減少している。

　｢療養給付費 ｣は、前年度より 4,474 万 6千円

減の 6億 112 万 7千円としている。

　｢療養費 ｣も同様に、平成 26 年度見込額に伸

び率 2.5％を乗じて算出し、予算額は 309 万円と

している。

　｢審査手数料 ｣は、山口県国保連合会に支払う

手数料であり、国保連合会が示した単価により算

出している。｢診療報酬審査支払手数料 ｣につい

ては、前年度より 2円引き下げの 52円となって

おり、件数は増加しているが、全体で

は、わずかに減額となっている。

　｢高額療養費 ｣は、所要見込額を算

出し、4,905 万 1千円としている。前

年度に比べ、665 万 9千円の減となっ

ている。

　第 4項 ｢ 出産育児諸費 ｣ について

は、40 件分の一時金と手数料を計上

し、前年度と同額の 1,680 万 9 千円

を計上している。

　第 5 項 ｢ 葬祭諸費 ｣ についても、

平成 26 年度と同額の 200 万円とし

ている。

　第 6項 ｢ 療養の給付付加金 ｣ につ

いては、平成 26年 4月診療分以降は

制度を廃止しているが、月遅れで該

当レセプトが出る可能性もあること

から、1千円を計上し、科目存置して

いる。前年度は、2か月分の支給額と

して、400 万円を計上していたので、

399 万 9千円の減となる。

　第 7項 ｢ 傷病手当金 ｣については、

400 万円を予算計上し、第Ⅳ款 ｢ 後

期高齢者支援金等」の算出について

は、厚労省の示した算出式により、2

億 6,907 万円を計上している。

　前年度と比較して 56万 6千円の増

となっている。

　なお、後期高齢者支援金については、平成 24

年度特定健診・保健指導の実施率により、平成

25 年度支援金の精算時（平成 27 年度）から支

援金の加算・減算が実施されるが、第 1期では、

特定健診・特定保健指導の目標を両方達成した

保険者に対し減算が行われる。保健指導実施率が

実質的に 0％の保険者に対し加算がされることに

なっているが、本組合は、加算・減算の対象では

なかったので、平成 25年度確定後期高齢者支援

金調整率が 100 分の 100 となっている。

　第Ⅴ款 ｢ 前期高齢者納付金等 ｣ は、会社等の

退職者が市町村国保に大量に加入することで生じ

る保険者間の医療費の不均衡を調整するもので、

65 ～ 74 歳の前期高齢者加入率が全国平均（約

13.6％）より高い市町村国保等の保険者は交付
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を受け、平均より低い保険者は納付金を支払うこ

とになる。本組合の加入率は約 10.2％であるの

で、平均より低い保険者となり、納付金を支払う

ことになる。

　厚労省の示した算式により、1億 97 万 6千円

を支払基金に納付することになる。前年度より

158 万円の増額となっている。

　第Ⅵ款 ｢老人保健拠出金 ｣については、厚労省

の示した算出式により算出をしている。

　｢医療費拠出金 ｣については、科目存置として

1千円を計上し、｢事務費拠出金 ｣は、算出され

た額 9千円を計上している。

　続いて、第Ⅶ款 ｢介護納付金 ｣であるが、厚労

省から示された算出方式により 1億 4,796 万 2

千円を計上している。前年度と比較して、45 万

6千円の減となっている。

　第Ⅷ款 ｢ 共同事業拠出金等 ｣ の第 1項 ｢ 共同

事業拠出金 ｣は、高額医療費共同事業に対する拠

出金で、国からこの事業を委託されている全国国

保組合協会が示した算出方式により、2,545 万 1

千円を計上している。

　また、第 2項 ｢ 共同事業負担金 ｣ については、

｢国民健康保険組合共通システム共同事業負担金 ｣

として、全国国保組合協会が示した被保険者 1

人当たり 276 円で算出した 136 万 9千円を予算

計上している。

　｢社会保障・税番号システム負担金 ｣は、平成

27 年度に新設した勘定科目で、被保険者 1人当

たり 81 円で算出した 40 万 2千円を計上してお

り、全国国保組合協会に支払うこととなる。

　なお、第 2項 ｢ 共同事業負担金 ｣ の 177 万 1

千円については、国庫補助が措置される予定と

なっている。

　第Ⅸ款 ｢ 保健事業費 ｣ では、第 1項 ｢ 特定健

康診査等事業費 ｣ について、634 万 6 千円を計

上している。

　｢事業主健診等結果データ提供 ｣を平成 23 年

度から実施をしているが、手数料を従前どおり 1

件 1,000 円としている。

　また、｢特定健診の単価 ｣については、山口県

医師会が示された平成 27 年度の額で、10,727

円としている。平成 26 年度は 10,554 円だった

ので、173 円の増となっている。

　第 2項 ｢ 保健事業費 ｣ は、健康診断助成金や

ウォーキング大会の経費等で、4,290 万 4千円を

予算計上している。

　特定健診の受診者は、横ばいあるいは減少傾向

にあるが、特定健診より健診項目が充実している

健康診断については、受診者が増加傾向にあるこ

とから、対象人数を増やして予算計上している。

　第 3項 ｢死亡見舞金 ｣については、平成 26年

度と同額の 100 万円を計上している。

　第Ⅹ款 ｢積立金 ｣については、職員退職給与金

積立金のみ 100 万円を積み立てようとするもの

である。　

　第ⅩⅠ款 ｢公債費 ｣は科目存置である。

　第ⅩⅡ款 ｢ 諸支出金 ｣ については、3千円を計

上している。

　最後に、歳入歳出を調整した結果、第ⅩⅢ款

｢予備費 ｣として、前年度より 5,152 万 9千円増

の 1億 9,365 万 2千円を計上している。

　何卒、慎重審議の上、ご承認賜るようお願いす

る。

Ⅴ　採決
　議長、全議案について順次採決を行い議員の挙

手全員により原案どおり可決された。以上をもっ

て議案の審議がすべて終了した。

Ⅳ　閉会の挨拶
小田理事長　慎重にご審議いただき、ありがと
うございました。3月の通常国会に国庫補助の見

直しを盛り込んだ改正法案が提出される予定です

が、13% に引き下げられた場合、毎年約 2,600

万円の補助金が減額となり、5年後に 13%になっ

た際には、約 1億 3千万円の減額になると見込

んでおります。現時点では、療養給付費は予算額

を下回る状況で、予備費も 2億円近い額を計上

しておりますが、補助金の見直しによっては切迫

した運営となってきますので、諸問題について、

その都度先生方にご協力･ご審議をお願いしたい

と思います。　
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平成 26年度日本医師会医療情報システム協議会
（兼 都道府県医師会医療情報システム担当理事連絡協議会）

メインテーマ
「医療情報の取り扱いはどうあるべきか？～医療における IDのあり方～」

と　き　平成 27年 2月 14 日（土）15：00 ～ 18：15
　　　　　　　　　　    15 日（日）　9：30 ～ 15：25
ところ　日本医師会館 1階大講堂

報告：常任理事　今村　孝子

　　　理　　事　沖中　芳彦

報告：常任理事　今村　孝子

　　　理　　事　沖中　芳彦

報告：常任理事　今村　孝子

　　　理　　事　沖中　芳彦

　日本医師会の石川広己 常任理事を総合司会と

し標記協議会が開催された。主催は日医、担当は

沖縄県医師会で、「平成 26 年度都道府県医師会

医療情報システム担当理事連絡協議会」を兼ねて

の開催。出席者は講師等関係者を含む 434 名（日

医発表）であった。

1 日目（2月 14 日）
開会挨拶
横倉日医会長　わが国は 2025 年を一つの目標と
して、地域医療の再編成に近いような医療のあり

方について、いろいろな議論が行われている。そ

して、各地域の病院の機能をどのようにしていく

かということで、それぞれの地域で病床の届出制

が昨年から始まっている。高度急性期、急性期、

回復期、慢性期というそれぞれの機能を分けて連

携していかなければならない。そのような時に

ICT を使った連携システムが非常に力を発揮する

かと思う。

　私が地元の医師会にはじめて入ったのは 28年

前だが、その当時は FAX のネットワークを如何

に作るのかというような議論があったかと思う。

それが時代の変遷とともに、本日の議題にあるよ

うな素晴らしいシステムができている。

　少子高齢化の中で、どのようにして国民の健

康を守っていくかが私たちの使命だと思っている

が、そのためにも現在バラバラになっている健康

診断の情報について、医療 ID を作っていかなけ

ればならないということを主張しているところで

ある。

　日医としては、社会保障・税番号制度における

個人番号、いわゆるマイナンバーを医療現場で利

用することについては非常に危惧しているが、先

日、反対意見として、日医、日本歯科医師会、日

本薬剤師会の三師会合同で「医療等 ID に係る法

制度整備等に関する声明」を取りまとめ、発表し

た。この声明文では、マイナンバーとは異なる医

療等 ID の必要性を示し、関連法制度の整備、そ

れらの仕組みを監視する第三者機関設置の必要性

を求めた。

　このような状況から、今回の協議会は、「医療

情報の取り扱いはどうあるべきか？ ～医療にお

ける ID のあり方～」をメインテーマに取り上げ

た。医療分野等の連携、医学・医療の研究の推進

などに利用でき、かつ個人情報保護の観点からも

全国で利用可能な安全・安心な医療分野等専用の

番号（符号）制度の確立が早急に必要と考えてい

るので、こうした背景を踏まえて、本協議会でご

議論いただきたい。

　また、IT を利用した地域医療連携の事例報告

や地域医療連携のスペシャリストによるパネル

ディスカッション、今後も日医が医療分野の IT

化のイニシアチブをとるための IT 戦略セッショ

ンをプログラムとして用意した。

　昨年度、日医は認証局の実務を行う「日本医師

会電子認証センター」を設置し、医師資格情報を
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格納する IC カードである「医師資格証」の発行

も始まっている。これに伴い、32 の都道府県医

師会が地域受付審査局（LRA）を開設し、運営に

多大なご協力をいただいていることに対して、こ

の場を借りて、お礼申し上げる。

　最後になるが、この協議会が先生方にとって有

意義なものとなることを祈念し、また、この会の

準備に多大なご尽力をいただいた沖縄県医師会の

宮城信雄 会長をはじめ、運営委員の先生方に感

謝申し上げ、開会の挨拶とさせていただく。

Ⅰ 地域医療連携（事務局）セッション
座長 : 運営委員　川出　靖彦

富田　雄二

牛尾　剛士

（1）さどひまわりネット
　 　新潟県厚生連佐渡総合病院

外科部長　佐藤　賢治
　「医師不足を解消するためには医師を増やせば

よい」との考えから、誕生する医師は増えている

が、それにより医師も国民も“専門医”を求める

ようになり、結果、専門医が足りなくなった。そ

の隙間を埋めるシステムが必要との考えから、地

域医療再生基金を用い、新潟県佐渡医療圏におけ

る地域医療連携システム「さどひまわりネット」

を構築した。これは域内の病院・診療所・歯科

診療所・保険薬局・介護施設を双方向に結び、参

加施設が保有する医療・介護情報を施設規模や電

子カルテの有無を問わずに収集するシステムであ

る。

　情報は、レセコンを含む医事会計システムを核

に、外注を含む検査システム、X線や内視鏡など

の画像機器システム、薬局システムなど既存機器

から原則自動で収集され、業務フローの変更を求

めない。介護施設とも情報交換が可能で、健診デー

タも取得する。また、種々のコミュニケーション

ツールや業務連携支援ツールを実装し、連携に必

須な情報参照とコミュニケーション機能を実現し

た。

　セキュリティ対応としては、システムセキュリ

ティ（公的ガイドライン、通信の暗号化、ダウン

ロード機能を実装しない）、利用者への制限（ID・

パスワードの更新制、参照ログの記録、職種ごと

の機能制限）、利用者外への制限（運用管理規程）

を行っている。

　域内施設から構成される NPO法人佐渡地域医

療連携推進協議会が運営し、参加施設からの利用

料で自立運用しており、2割を超える住民が同意

し、域内施設の 65% が参加する地域医療連携シ

ステムである。

　特徴は、参加施設すべてが情報提供者：双方向

性、既存機器から直接かつ自動で情報収集できる、

医療・介護連携、介護・介護連携ができること等

である。

　目的は、医療・介護の遂行におけるリスクの回

避と軽減、医療・介護提供の継続である。

　稼働後の効果・意見は下図のとおりである。

　このシステムを広めていくにあたっての問題点

は、必要性・危機感を実感していないことであり、

その対応のキーとなるのは“コメディカル”と“介

護”であると考える。
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（２）おきなわ津梁ネットワークの取組み
　  沖縄県医師会事務局業務２課長　平良　　亮
　沖縄県は、65 歳未満死亡の割合が男女ともに

全国 1位である。そのため、沖縄県医師会では、

中高年層の早世阻止と働く世代のメタボリックシ

ンドローム対策及び糖尿病対策等を重要な課題と

考え、県民の保健・医療に寄与することを目的に、

平成25年10月より「おきなわ津梁ネットワーク」

事業を展開している。

　このネットワークには、全市町村（41市町村）

と協会けんぽ沖縄支部、後期高齢者医療広域連合

から提供いただいた特定健診・長寿健診データが

過去 5年分集積されるとともに、各医療機関で

行う検査データ等を随時集積する仕組みを構築し

ている。これにより、患者から同意を得て、ネッ

トワークに登録した時点で過去に受けた特定健診

情報等を参照することができ、適切な医療提供及

び重症化対策を図ることが可能となる。また、特

定健診情報が保存されていない場合は特定健診を

受診していないということになるため、医療機関

において必要に応じ効果的な受診勧奨を実施する

ことが可能となる。

　参加医療施設は、803 施設中 127 施設で、登

録者数は 5,195 人である。

　機能として、脳卒中地域連携パスシステム、糖

尿病地域連携パスシステム、心筋梗塞地域連携パ

スシステム、健診・検査結果共有パスシステム、

特定保健指導支援システムがある。

　平成 26 年度は、ORCA 等のレセコンから基本

情報や処方情報等の情報を自動的に取得するため

の機能拡張や、薬剤師会との連携による処方情報

や調剤情報の集積機能、歯科医師会や看護協会、

理学療法士会や作業療法士会等、各在宅医療関係

団体と連携した在宅医療情報共有機能等を構築し

ているところである。

（３）ゆけむり医療ネットの概要
　別府市医師会事務次長　田能村祐一

　ゆけむり医療ネットは、別府市医師会を中心と

した医療・保健・福祉を連携し、地域医療の質の

向上に資することを目標としている医療連携ネッ

トワークである。主に、二次医療圏で完結する医

療連携を中心に、基幹病院と病院・診療所を閉鎖

されたネットワークによって結び、紹介された患

者の同意の下にリアルタイムに病院・診療所へ診

療情報（画像・検査・薬剤情報・入院経過表など）

を参照可能なシステムとして構築している。

　医師会立の検査・健診センターからも、検体検

査や健診データを提供しており、精密検査のため

に基幹病院を受診したデータと時系列で閲覧でき

る。
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　在宅医療・介護については、医療と介護を繋ぐ

ことを目標に多職種連携をテーマとして人との連

携構築を重要視し、主治医との一般診療を妨げな

い IT を用いた連携ツールの導入に関しては、地

域医療連携システムと同期できる仕組みを利用し

ている。

　在宅医療連携システムは、患者を中心とした

チームしか閲覧できない。メリットは画像にコメ

ントが書ける、ビデオや音声ファイルが取り込め

る、病院の主治医も閲覧が可能なことである。

　平成 24 ～ 25 年度においては、厚労省の「処

方箋の電子化に向けた検討のための実証事業」に

参加し、処方箋情報を電子化して保存する際に、

医師と薬剤師による電子認証と署名に保健医療福

祉分野公開鍵基盤（HPKI）を用いて真正性を担保

し、紙で保存することとなっている処方箋を電子

化した場合にどのようになるかを実証した。

　また、平成 26年度には総務省の「公的個人認

証サービス民間活用実証事業」に参加し、医療機

関窓口で現在加入している健康保険の資格情報が

即時確認できる仕組みと前回に引き続き処方箋の

電子化についても検証している。期間は平成 27

年 2月の 1か月間である。

　ゆけむり医療ネットは、診療支援による精度の

向上と地域住民の健康管理を目的に、これからは

“必要な時に”“必要な人に”“必要な情報を”提

供できるネットワークとして多くの病院や診療所

の医師・コメディカル及び薬局が参加することに

より医療・保健・福祉を連携させ、地域医療の質

の向上に資することを目標としている。

（4）道南MedIka
社会医療法人高橋病院理事長　高橋　　肇

　平成 19 年 3 月、全国で初めて「ID － Link」

の試験稼働を市立函館病院と当院間で行った。平

成 20年 1月には「道南地域医療連携協議会（道

南MedIka）」を立ち上げ、同年 4 月から ID －

Link の本稼働が始まり、平成 26年 11 月末日時

点で全国 37都道府県 4,108 施設の参加となって

いる。

　道南MedIka 自体は、平成 23 年 9 月に NPO

法人格を取得し、月例の理事会のほか医療介護連

携情報共有検討会を毎月実施している。情報提供

施設は 9施設、情報閲覧施設が 69施設で、登録

患者数は 18,000 人あまり、1か月のアクセス数

は多い時で 3万件超となっている。

　このシステムは、地域の医療施設をインター

ネット VPNでつなげることによって各施設が保

有している診療情報を公開・参照できるネット

ワークシステムで、閲覧可能な項目は、処方・注

射内容・検査データ、温度板、画像情報、各種文

書類等となっている。セキュリティはアクセス権

を制限して、ログ管理を行う。電子カルテが情報

を自動的に送るため、医師が新たに情報を入力す

る必要がない。診療所におけるメリットは、病院

での診療内容が確認できるため、患者・家族へ統

一した治療・説明ができることである。特に紹介

状なしで受診した場合に有用であり、往診を依頼

されたとき、前もって情報を入手できる。急性期

病院に信頼されるためには、かかりつけ医が時々

中間サマリーを書くことが重要である。

HPKI

HPKI

HPKI

HPKI
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　当法人では ID-Link に加え、地域包括ケアシス

テムに対応した医療・介護・生活支援統合ソフト

「Personal Network ぱるな」を開発している。　

パネルディスカッション
　下記の 11 名のパネリストにより、①連携の

地域的範囲、②連携のためのデータ形式の統一、

③地域医療連携は何を連携するか、④日医認証局

の利用、⑤運用資金の問題、についてパネルディ

スカッションが行われた。総括として、座長が「連

携システムを成功させるには強力なリーダーシッ

プが大切であり、必要性の理解と知識の共有のた

めの努力が求められる。医療連携の真の役割は、

お互いの考えの統一化でありデータの共有化では

ない。認証局は必要であることは間違いないが利

用価値の開発が必要である。重複したシステム開

発には莫大な費用がかかることから無駄であり、

それを回避するためには強力なリーダーシップが

必要で、日医の行動がすべてである。」とコメン

トされた。

パネリスト

　登米　祐也

　　（宮城県医師会常任理事：MMWIN）

　石川　広己（日本医師会常任理事）

　牟田　幹久

　　（長崎県医師会常任理事：あじさいネット）

　小竹原良雄（松江市医師会理事：まめネット）

　三原　一郎（鶴岡地区医師会長：Net4U）

　佐藤　賢治（新潟県厚生連佐渡総合病院

外科部長：さどひまわりネット）

　安里　哲好（沖縄県医師会副会長：

おきなわ津梁ネットワーク）

　比嘉　　靖（沖縄県医師会理事：

おきなわ津梁ネットワーク）

　矢田　公裕（別府市医師会監事：

ゆけむり医療ネット）

　田能村祐一（別府市医師会事務次長

：ゆけむり医療ネット）

　高橋　　肇（社会医療法人高橋病院理事長：

道南MedIka）

［報告：今村　孝子］

2日目（2月 15 日）
Ⅱ 日医 IT 戦略セッション
　～ORCA・日医認証局の今後の発展に向けて～

座長：運営委員　大橋　克洋

大島　鉄朗

（１）日レセと連携ソフト（電子カルテなど）
の最新情報

日医総研主席研究員　上野　智明
　前回は日医標準レセプトソフト（以下、「日レ

セ」）のクラウド化（開発コードネーム：Ginbee）

についての報告を行った。このクラウド化への取

組みは、さらに低コストな請求プラットホームと

して、どこの医療機関からも利用できる日レセを

目指すものである。

現在、日レセは全国で 13,278 施設、導入中を

含めると 14,523 施設が導入している。

今後は電子カルテをはじめとするさまざま

なアプリケーションや診療支援機器から「レセ

プトエンジン」としての日レセの活用が期待さ

れる。このため、クラウド化と平行して日レセ

と外部アプリケーションとの API（Application 

Programming Interface：開発コードネーム：

HAORI）の整備に取り組んでいる。

　ORCA プロジェクトでは今後、介護などのコ

ンテンツでもクラウド化と HAORI 対応を進め、

MI_CAN（紹介状作成プログラム for 地域医療連

携）を使った地域医療連携や、かかりつけ連携手

帳の電子化までを含めた医療介護現場の IT 化を

支援していきたいと考えている。

日レセをオープンソースという形式で提供し

続けてきた結果、実に多くの周辺アプリケーショ

ンや診療支援機器がさまざまな方法で連携される

ようになっており、今後はこのHAORI を使った

連携方式を推奨していく予定である。

（2）「紹介状作成プログラム（MI_CAN）と地域
医療連携」について

日医総研主任研究員　西川　好信
　ORCA プロジェクトでは「紹介状作成プログラ

ム for 地域医療連携（MI_CAN）」を開発し、平成

26年 8月に公開した。

　MI_CAN は、日レセに入力したデータを活用し、
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紹介状及び診断書を作成することができる。また、

画像貼付機能により画像付の紹介状が簡単に作

成できるプログラムであり、厚生労働省の提唱す

るミニマム EHR連携基盤（地域医療連携データ）

への出力にも対応している。

　また、市販ソフトとの連動を考慮して開発され

ており、日本医師会電子認証センターが発行する

「医師資格証」（HPKI カード）と、「医師資格証

対応署名ソフト」とを組み合わせれば、共有可能

な電子紹介状を安全に作成できる。　　

　さらに、PDF 加工ソフトと組み合わせれば、

医療現場で発生するさまざまな「医療文書」の電

子化を行うことができる。

　平成 27年 4月頃からのMI_CANの新機能とし

て、紹介状・診断書のタイトル変更機能、紹介先

検索の拡張、紹介状 PDF ファイルへのファイル

添付、グループパスワードの設定、暗号化 Zip ファ

イルの作成機能、等がある。

（3）医師資格証の現状と今後の展開について
日医総研主任研究員　矢野　一博

　医師資格証は昨年の日本医師会医療情報システ

ム協議会から受付を開始し、発行を開始した。医

師資格証を申請するには、医師免許証の原本を確

認すること（※厚労省の運用規定の変更により、

本年 3月 3日より、コピーしたものに印鑑登録

証明書の実印を押印のうえ、発行より 3か月以

内の印鑑登録証明書を添付することでも受付可）、

運転免許証等の身分証の提示をすること、住民票

を提出することなど、厳格な本人と資格の確認が

必要となるが、これまで多くの医師に申請をいた

だいている。

　また、その受付を実施する地域受付審査局

（Local Reception Authority：LRA）についても、

8割を超える都道府県医師会に設置していただい

ている。

　現在の発行数は 914 件であるが、ここ数か月

は毎月 200 件程度処理しており、徐々にではあ

るが普及の兆しを見せている。現在保有している

医師から利用方法に関するさまざまなご意見や提

言をいただいている。その一つとして実現した例

に学会等の「出欠管理アプリケーション」がある。

これには IC カード読み取り機が必要となるが、

今後、これを発展させて生涯教育受講の履歴管理

や各学会との連携なども計画している。また、引

き続き、本来の機能であるHPKI 認証局の電子署

名と認証についてもさまざまな地域において利用

してもらえるように支援していきたい。

　なお、フランスでは、患者の保険証と医師の認

証カードを同時に読み込むことで保険請求が可能

となっている。

（4）日医 IT 戦略に望むこと
　東京大学大学院医学系研究科
　　医療経営政策学講座特任准教授　山本　隆一
　日医 IT 戦略を考える上で重要なことは、医療

IT が IT 整備の時代から、IT を活用した情報の利

活用の時代に変わりつつあることである。一つの

医療機関内の情報処理の合理化が主目的であった

時代は終わり、多施設多職種で必要に応じて、か
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つ安全に活用することの重要性は日に日に増して

おり、網羅的な情報を分析し制度としての最適化

を求める圧力も強い。

　利活用には「必要に応じて」と「プライバシー

を確保して安全に」が最低限の条件であるが、必

要性もプライバシーも本来は現場感覚が非常に

重要で、その意味では現場感覚が反映されなけれ

ば真のニーズも安全も確保しがたく、無駄な情報

が飛び交い、ルーズな扱いや、逆に過剰な安全管

理が生じかねない。日医には現場感覚に基づく最

適な利活用を主導的に進めることが期待されてい

る。

　結論としては、現場主導の IT 化を実現するた

めに、IT 化は一部の特別なことではなく普遍的

で必須のツールで、シーズではなくニーズで推進

すべきであり、日本の医療は現場の絶え間ない努

力でかろうじて維持されていることから、現場を

壊すようなことがあってはならないということで

ある。

（5）日医 IT 戦略について
日本医師会常任理事　石川　広己

　日本医師会は、平成 13 年度に「日医 IT 化宣

言」を公表した。この宣言は、医療現場に標準化

されたオンライン診療レセプトシステムを導入す

ることで、互換性のある医療情報のやりとりを可

能にし、このために日医が開発したプログラムや

データベースはすべて無償で公開する「ORCA プ

ロジェクト」の指針を示した画期的な内容であっ

た。それから 13年が経過した現在、時代に即し、

将来を見据えた新たな「日医 IT 化宣言」を策定し、

日医主導で進める医療の IT 化をさらに新しいス

テージに進めるべく、医療 IT 委員会で検討を行っ

ている。

　日医の当面の重要課題は、①医療における消費

税の問題、②医療事故調査委員会、③専門医、総

合医療、かかりつけ医、④診療情報、介護報酬改

定、⑤医学部新設、⑥医療・介護における連携（第

六次医療法改正に関連して）、⑦マイナンバー制

と医療等 ID、⑧ ORCA 事業（クラウド化と推進）、

⑨医療における個人情報保護、⑩認証カードの普

及と医師会入会促進、である。

　マイナンバー制については、医療分野におい

て個人を識別する番号制度を導入することが効率

的であることは間違いないが、非常に機密性の高

い個人情報が含まれる医療情報は、いわゆるマイ

ナンバーとは結びつけるべきではないと考えてい

る。

　レセプトデータの利活用については、医師は

「利活用」よりも「保護」を優先して考えている。

レセプトはカルテではない。レセプトだけで分析

するのは間違いのもとである。レセプトデータの

情報発出元は患者と医師であり、患者（国民）が

安心できる仕組みであることが重要となることか

ら、患者には個益（診療）、公益（医療費適正化

への協力）の区別をして協力を求めなければなら

ない。

　日医における今後のビッグデータベースの利活

用としては、ビッグデータ利活用センターの設置

が必要であり、セキュリティを確保した場所とマ

シン、データを扱える人材の確保が重要である。

質疑応答
　フロアから、医師資格証を医師会が作成しなけ

ればならない理由やマイナンバーについての質問

があり、それぞれ石川常任理事が回答された。ま

た、医師資格証について、年会費（5,000 円）が

高いために発行希望者が少ないと思われるとし

て、医師会員全員に無料で配付することによって

日医への加入者も増え、組織強化に繋がるのでは

ないかとの意見があり、これについては多くの参

加者から拍手が起こった。

Ⅲ　シンポジウム「医療情報の取扱いはどうあ
るべきか？～医療における IDのあり方～」

座長：運営委員　登米　祐也

佐久本嗣夫

藤原　秀俊

（１）パーソナルデータの利活用に関する制度
改正について
　内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室
　　パーソナルデータ関連制度担当室

内閣参事官　瓜生　和久
　新産業・新サービスの創出や諸課題の解決への
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貢献が期待される「ビックデータ」のうち、特に

利用価値が高いとされている「パーソナルデータ」

の利活用と個人情報及びプライバシー保護を両立

させるため、制度の見直しが求められている。IT

総合戦略本部で取り組むに至った経緯は、①情報

通信技術の発展によるグレーゾーンの拡大、②所

管の縦割りにより柔軟な対応ができない、③事業

活動のグローバル化などの環境変化、である。

　「パーソナルデータに関する検討会」での議論

を踏まえて策定された「パーソナルデータの利

活用に関する制度改正大綱」及びその後の個人情

報保護法等の改正法案の策定作業を踏まえて公表

した「パーソナルデータの利活用に関する制度改

正に係る法律案の骨子案」の概要は、①個人情報

の定義の拡充、②適切な法律の下で個人情報等の

有用性を確保するための規律の整備、③個人情報

の保護を強化するための規定の整備、④個人情報

保護委員会の新設及びその権限に関する規定の整

備、⑤個人情報の取扱いのグローバル化に対応す

るための規定の整備、である。

　

（２）医療・介護等分野と IT 総合戦略・マイナ
ンバー等について
　内閣府大臣官房番号制度担当室長
　内閣官房社会保障改革担当室内閣審議官

　向井　治紀
　政府は平成 26年 6月 24 日に「世界最先端 IT

国家創造宣言」を閣議決定した。この宣言では、

医療・介護等分野について、①効果的・効率的で

高品質な医療・介護サービスの展開、②現役世代

からの健康増進等、医療・健康情報等の各種デー

タの活用推進、が掲げられている。

　これに伴い、マイナンバー制度が成立し、本年

10 月から通知が開始され、平成 28 年 1 月から

利用開始の予定となっている。

　番号制度は、複数の機関に存在する特定の個人

の情報を同一人の情報であるということの確認を

行うための基盤であり、社会保障・税制度の効率

性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公

平・公正な社会を実現するための基盤（インフラ）

であるとされている。

　個人番号は 12 桁、法人番号は 13 桁となって

おり、税・社会保障の分野で役所に提出する際な

どに必要となる。なお、法律で規定されていない

ものに使用することは禁じられており、例えば患

者のマイナンバーをカルテに記載することは違法

となっている。また、マイナンバーを第三者に不

法に提供すると罰せられる。

　市町村長は、当該市町村が備える住民基本台

帳に記録されている者に対し、その者の申請によ

り、その者に係る個人番号カードを交付するもの

となっている。
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　個人番号カードは、マイナンバーを確認する方

法として交付されるが、写真を貼るため、申請が

必要となる。携帯電話会社は、本人の確認のため

に個人番号カードを確認してもよいが、マイナン

バーをメモしたら違法である。決して国が個人を

管理するためのものではなく、地方自治体が有し

ている所得情報を年金機構が確認する等のことに

使用するものであるとされており、事務に必要な

情報のみしか確認できないようになっている。

（３）医療等分野における番号制度の活用等に
ついて　　　 
　厚生労働省大臣官房参事官（情報政策担当）

　鯨井　佳則
　「医療等分野における番号制度の活用等に関す

る研究会」（座長：金子郁容 慶應義塾大学政策・

メディア研究科教授）は、医療関係者や保険者、

情報政策の有識者等により構成され、平成 26年

5月から開催された。医療等分野の情報連携に用

いる番号のあり方、情報連携が想定される具体的

な利用場面、番号制度のインフラの活用の考え方

等について整理し、これらの検討の結果として平

成 26年 12月 10日に中間まとめを公表した。

　マイナンバー法の正式名称は「行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用例等に

関する法律」である。番号法の目的は、行政機関

等の行政事務を処理する者が個人番号を活用して

効率的な情報の管理と利用、他の行政事務を行う

者との間で迅速な情報の授受ができるようにする

ためであり、本人の同意は必要ない。医療等分野

の情報連携の具体的な利用場面は、「医療機関・

介護事業者等の連携」や「健康・医療の研究分野」

等で、医療等分野での番号（電磁的符号を含む）

を用いた情報連携の仕組みが必要であり、行政機

関と保険者は資格情報等をマイナンバーで管理す

るので、「保険者間の資格異動時の健診データの

連携」と「予防接種履歴の自治体間の連携」で、

これらの情報にマイナンバーを用いることを検討

している。医療保険のオンライン資格確認は、既

存のインフラも活用しつつ、資格情報とマイナン

バーを紐づける番号制度のインフラを活用し、で

きるだけコストがかからない安全で効率的な仕組

みについて、保険者・保険医療機関等の関係者と

の協議を通じて検討する。個人番号カードを用い

る場合、IC チップをカードリーダーで読み取る、

表面のみが見えるカードケースの利用など、マイ

ナンバーが視認されない仕組みを検討する。

　医療等分野の情報連携に用いる番号のあり方に

ついては、オンライン資格確認で実現されるイン

フラの活用を含め、個人情報保護を含めた安全性

と効率性・利便性の両面が確保された仕組みを検

討する。

（4）医療における ID の現状、その問題点につ
いて

日本医師会常任理事　石川　広己
　日医は、社会保障・税番号制度における個人番

号（マイナンバー）を医療現場で利用することに

反対しているが、同時にマイナンバーとは異なる

医療等 ID の必要性を示し、関連法制度の整備、

それらの仕組みを監視する第三者機関設置の必要

性を訴えている。

　本年 10月から個人番号が通知され、申請によ

り個人番号カードが交付されることになるが、個

人番号カードへの健康保険証（被保険者証）機能

の取込みについては、保険証の記号番号を個人番

号カードの券面に記載する場合は、診療中は窓口

に預けることも多いためナンバーを見られる可能

性があること、法で個人番号の目的外利用が禁止

されていたとしても盗難に遭ったり便利な番号と

して転記される可能性があり事実上防ぎようがな

いこと、等が懸念されている。

　また、記号番号を個人番号カードの IC チップ

に内蔵、もしくはネットワークを介して受け取る
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場合は、読み取り装置が必要となること、被保険

者資格の異動が多いこと、資格確認とともに給付、

過誤、異動に関する保険者間での調整が整備され

なければ患者にも医療機関にもメリットがないこ

と、等が課題として挙げられている。個人番号カー

ドの券面に「個人番号」が記載されている限り、

被保険者証機能を付加することは、患者のプライ

バシーの保護や安心の観点から単純には容認でき

ない。

　医療等分野では「差別」のみが問題ではなく、

単に誰にも知られたくない、又は思い出したくな

い情報がある。一方、医療情報は公益上の理由か

ら集積し活用される必要があり、多くの施設や人

員がかかわる地域連携・介護連携では共通の個人

番号があれば効率的である。したがって、医療分

野専用の番号が望ましい。

　罰則については、医療従事者には、いわゆる守

秘義務が課せられ、その違反者に対しては懲役や

罰金という厳しい罰則（秘密漏示罪）が適用され

る一方、ICT 化の進展に伴い、このような厳しい

罰則の適用のない人間が医療従事者と同じ医療情

報を取り扱うようになってきている。医療情報そ

のものを保護対象とし、同じ医療情報を取り扱う

限り、それに触れる者全般に対して有効な罰則を

含めた法整備が必要である。

　医療情報は、身体の特徴をよく表すことがあり、

他の情報と照合することで個人が特定される可能

性を否定できないことから、医療等の機微情報が

消費行動の履歴やポイント等のプライバシーと同

じ法的な枠組みの取扱いで済むとは思えない。

　死者や遺族の尊厳については、現在の個人情

報保護法では死者に関する情報を対象としておら

ず、遺伝的疾患等に関する情報により、その子孫

が人権侵害や差別の対象となる可能性があること

から、今般の個人情報保護法等改正で考慮すべき

である。また、遺伝子情報についても同様で、集

積や二次利用について同法の改正が必要である。

　医療情報の取扱いについては、個人情報を守る

という立場でのプライバシーコミッショナーとし

ての役割を担う特別な監視機関が必要であるが、

医療従事者や保険医療機関のプライバシーについ

ては、レセプトは保険医療機関が保険者に対して

発する請求書であり、その内容には医療従事者の

プライバシーも含まれていることから、今般の個

人情報保護法の改正では医師、歯科医師、薬剤師

並びに保険医療機関のプライバシーについても考

慮してもらう必要がある。

　IT を用いた医療連携を促進するために、個人

を特定する何らかの番号・ID が必要であること

は否定しない。しかし、個人の資産とも紐付き、

唯一無二で悉皆性を持つマイナンバーを利用する

ことは、ひとたび事故が起きた時には、個人のプ

ライバシーや権利に取り返しのつかない事態を招

いてしまう。したがって、マイナンバーとは別の

医療等分野の連携、医学・医療の研究の推進など

に利用でき、かつ、個人情報保護の観点からも全

国で利用できる安全・安心な医療分野等専用の番

号（符号）制度の確立が必要と考えている。

　こうした背景から、会内のプロジェクト委員会

として、日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤

師会、日本病院会と有識者からなる「医療分野等

ID 導入に関する検討委員会」を発足した。会合

には厚生労働省、内閣官房、経済産業省、総務省

がオブザーバーとして参加予定である。本年 10

月のマイナンバー制の本格運用までに具体的な提

案を行いたいと考えている。

ディスカッション
　フロアから、マイナンバー、個人番号カードに

関する質問があり、パネラーから講演で話された

内容を踏まえて再度回答された。最後に座長が「多

くの会員が一度出てしまった情報は漏れるものと

考えており、ぜひとも慎重な対応をお願いしたい」

と発言された。

―　ディスカッション終了後、次期担当の広島

県医師会の檜谷義美 副会長より挨拶がなされ、

沖縄県医師会の佐久本嗣夫 理事の閉会挨拶にて

2日間にわたる本協議会のすべてのプログラムが

終了した。なお、27 年度の本協議会は平成 28

年 2月 13日（土）、14日（日）に開催される予定。

［報告：沖中　芳彦］
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　平成 27 年 2 月 7日（土）、ホテルニュータナ

カ 2F「平安の間」において、「山口県医師会警察

医会第 16回研修会」が開催され、報告 1題、講

演 2題が行われた。

　進行は山口県医師会常任理事の弘山直滋先生

が、座長は山口県医師会警察医会会長の天野秀雄

先生が務められた。

　

報告
県警察本部からの報告・症例提示
　　　山口県警察本部刑事部捜査第一課

　　　　　　検視官　波多野 稔久
　皆様方には、平素から異状死体の検案、解剖、

各種鑑定等、検視業務全般にわたりご協力・ご指

導を賜り、この場を借りてお礼を申し上げる。

　まず、山口県警察本部の検視業務体制について

説明をする。

　検視係は、警察本部捜査第一課に母体をおき、

岩国市に東部検視班を配置している。

　本部の検視係は、統括検視官の下、警部の検視

官 2名、補助官 4名で 11警察署を担当している。

東部は、警視の検視官、警部の検視官、補助官 2

名で 5警察署を担当している。

　また、昨年度から女性補助官を配置し、現場に

おいてきめ細やかな遺族対策等を実施している。

　昨年の死体取扱い数であるが、総数は 2,075

体であった。平成 25年との対比では、マイナス

134 体となっている。

　死因別では、病死が全体の 74％、次いで自殺

が 13％となっている。他殺死体は 5体で、山口

市の殺人事件や岩国市の傷害致死事件が含まれて

いる。

　特徴としては、自殺の減少が目立つ。全国的に

みても自殺は 2年連続で減少している。

　自殺の動機と手段についてであるが、全自殺者

271 人を考察したところ、男性が 193 人、女性

が 78人で、男性が 71％を占めている。

　動機は、メンタルを含めた健康問題が 140 人

と一番多くなっている。

　手段では、やはり縊死が一番多く 154 人で、

山口県医師会警察医会 第 16 回研修会
と　き　平成 27年 2月 7日（土）16：00 ～

ところ　ホテルニュータナカ 2階「平安の間」

報告 : 萩市医師会　山口県医師会警察医会副会長　松井　　健

報告（本文監修を含む）：山口県警察本部刑事部捜査第一課

　　　　　　　　　　　　　　　　　 検視官　波多野 稔久 氏　



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

321

全体の 56.8％を占めている。なお、少数ではあ

るが、硫化水素ガス、ヘリウムガスによる自殺も

発生している。

　過去 10年間の取扱い状況については、全取扱

い数はここ 3年に比べると減少しているが、10

年前と比較するとほぼ同水準であるといえる。

　最近は、高齢者の取扱い件数の増加が著しく、

平成 16 年の取扱い数は 61％であったが、昨年

は 72％を占めるまでになった。なお、高齢者の

区分けについてはWHOの定義に基づき 65歳以

上としている。

　解剖実施状況である。昨年は全部で 158 体の

解剖を行った。内訳は司法解剖が 135 体、死因・

身元調査法による解剖が 9体、承諾解剖が 14体

であった。年齢では、60 代以上が 83 体と全解

剖数の半数以上を占めた。

　承諾解剖の業務移管について説明する。ご承知

のとおり、承諾解剖は死体解剖保存法を根拠とし、

医学の研究や公衆衛生の観点から医師が必要と認

めた場合や遺族が希望した際に実施する解剖のこ

とである。本来、この承諾解剖は知事部局が実施

主体であるが、これまで警察が主体となって業務

運営をしていた。しかし、昨年から知事部局側と

協議を重ねた結果、平成 27年度以降の承諾解剖

実施に係わる業務については、知事部局側が所管

することで一定の方向性が示された。当面、現場

業務は、担当となる知事部局側の体制が構築され

ていない段階においては知事部局側の対応は不可

能であるため、平成 27年度に限って、承諾解剖

の実務は今までどおり県警において実施する方向

で調整中である。今後も知事部局側と協議を重ね

ながら、知事部局の体制構築まで県警が承諾解剖

業務に協力していくことにしているのでご承知を

お願いする。

症例提示
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　今回紹介する症例は、「高齢女性の転落事案」

である。当初、転落原因が不明で事件性があるか

どうか迷ったが、Ai の結果、脳出血が確認され、

これにより何らかの異常行動を起こして転落した

ものと考えられ、「病死」と判断した事案である。

警察認知は昨年末で、場所は県西部の農村地帯で

ある。死者は高齢の独居女性で、糖尿病、高血圧、

認知症の既往があった。

　生活状況は、母屋で食事は摂るが、母屋の隣の

納屋の 2階で寝起きをしていた。

　発見場所は、寝起きしている納屋の裏手の屋外

で、左横臥の姿勢で発見された。

　発見状況は、新聞が溜まっているのを心配した

自治会長が敷地内を探し、納屋裏で死亡している

のを発見したという状況である。

　現場の状況であるが、死者が寝起きしているの

は母屋の隣に建てられた納屋の 2階である。死

者は 2階の裏手にある勝手口の直下で発見され

た。2階の勝手口の外にある軒部分は、幅 1メー

トルのコンクリート製で、扉のストッパーとし

て置かれていたコンクリートブロックが約 20セ

ンチメートル動いた痕跡があった。隣の敷地は 2

階部分と同じ高さで荒地となっており、高齢者で

は飛び移ることは困難と思われた。石垣は高さ約

3メートルで所々草が生えている状態であった。

2階の軒部分の見分を実施したところ、軒の外側

部分にわずかな擦過痕と死者のものと思われる毛

髪 1本が確認された。山手側の石垣の高さは約 3

メートルで、2階の軒部分と同じ高さであった。

死者の身長は 145 センチメートル位で、高さ 2.1

メートルを起点に地上までの所々に死者のものと

思われる頭髪が付着していた。

　ご遺体は、左横臥で建物側に倒れていた。着衣

に大きな乱れは認めなかったが、ズボンのファス

ナーが開放しており、全体に泥が付着していた。

損傷箇所は頭部からの出血が認められ、手の周囲

と足下にはもがいたような痕跡が認められた。

　居宅内を確認したところ、母屋の郵便ポストに

は 4日分の新聞が溜まっていたが、寝起きして

いる納屋の 2階には、3日前の訪問販売のレシー

トがあった。このレシートに関しては、午前 11

時頃に業者が訪問したとの裏付けが取れており、

これが最終の生存確認となっている。

　現場にはティッシュペーパー様片が落ちていた

が、これは模様等から室内にあったキッチンペー

パーと判明した。死者方の屋内のトイレは使用

形跡がほとんどなかった。家の庭には尿臭のする

キッチンペーパーが散在しており、死者は日常

的に屋外でトイレを済ませていた状況が考えられ

た。貴重品類は母屋で確認されている。

　検視を実施したところ、硬直はほぼ全身に確認

され、強度で、直腸温は 8℃で外気温と同じであ

り、顔面は泥まみれであった。前額部に軽度の皮

下出血を認めた。両手は手掌・手背とも泥まみれ

で枯れ葉を握っていた。枯れ葉は地面に落ちてい

た。左胸部に 6センチメートル大の淡青斑を認

めた。

　ご遺体を移動すると、約 20センチメートルの

範囲に出血が認められた。出血の中心部に約 11

センチメートルの石が確認され、これが凶器では

ないかと推測された。損傷は、直径11センチメー

トルの腫脹部分の中に挫裂創が 2か所確認され、

創の周囲は表皮剥脱を認めた。創の深さは骨膜ま

で達しており、頭部下で確認された石とほぼ符合

するものであった。

　この時点では、死体所見やレシートが確認され

たことなどから、死亡推定はレシートに記載され

た日付の日で、石垣に毛髪が付着していたことか

ら、転落したものと推察された。

　転落原因は、家族の供述から、トイレや認知症

が考えられた。貴重品類は確認され、トラブルも

認められなかった。従ってこの段階での臨場した

検視官の判断は、「トイレが間に合わず、2階の

軒部分で排尿している際に転落した、あるいは、

認知症により異常行動が起きて転落したものであ

ろう」と推察された。

　以上が外因死の判断であり、Ai を実施するこ

とになった。

　Ai の結果、脳出血、外傷性くも膜下出血が認

められた。特に、脳出血の範囲が広く、これが原

因で死亡に至ったことが判明した。このことより

本件は、当初、転落原因が不明であるなど事件性

があるかないかの判断で迷った事案であったが、

Ai の結果、脳出血により何らかの異常行動を起
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こして2階部分から転落したものと考えられ、「病

死」と特定した事案であった。

　ご承知のとおり、内因死と外因死の区別は重要

である。その区別を巡っては事件性を含め、保険

金請求、訴訟等に発展する可能性を秘めている。

県警では昨年中に、このご遺体を含めて、27 体

の変死体について県費 Ai を活用し、より科学的

な所見に基づいて死因を特定している。

　以上で症例報告を終わる。

　次に、県警では現場における検視能力向上の観

点から各種スキルアップ教養を行っているので紹

介する。

　昨年 8月に警察学校において行われた検視実

務専科では、山口大学法医学教室の藤宮教授から

損傷の視方、内因死、検視制度等の講義を、同教

室の髙瀬准教授から、性暴力被害、児童虐待、解

剖事例等の講義を、済生会山口総合病院放射線科

の中村先生からは Ai の講義を頂いた。

　多くの先生方に講義を頂き感謝を申し上げる。

　山口大学における解剖実習においても、藤宮教

授に熱意あるご指導を頂き、参加者全員「よい勉

強になった」と感謝している。

　昨年 10月に警察学校で行われた多数死体訓練

では、昨年の夏、広島市において発生した土砂災

害について、広島県警察捜査第一課の水野検視官

室長より「広島土砂災害」のプレゼンテーション

を頂き、多数死体発生時における業務の困難さを

思い知ったところである。

　プレゼンテーション後の訓練においても、多く

の先生方に参加を頂き、多数死体発生時の流れ、

医師との連携、デンタルチャートの作成要領など

を訓練し、即実戦的に活動できるノウハウを習得

するなど、よい訓練になった。なお、この多数死

体発生時の訓練については、本年も実施を予定し

ているのでご支援をお願いする。

　終わりになるが、現在公開されている千葉県警

の殺人事件の公開ポスターには「希望を絶たれた

貴方を忘れない」との言葉が記載されている。私

は「声なきもの、つまり死体からの声を聞きだし、

その無念や想いを伝える」ことこそ検視官の使命

であると思っている。

　検視に当たっては厳正な環境捜査を推進し、慎

重な事件性の判断と死因の究明によって、犯罪死

の見逃し防止とご遺族の不安の解消に万全を期し

ていく覚悟であるが、その目的を完遂するための

検視を実現するためには、何よりも諸先生方の高

度かつ、専門的な知見とお力添えが不可欠である。

今後ともわれわれが行う検視業務に対するご支援

とご協力をお願い申し上げる。

講演
薬毒物関連の法医剖検事例「法医剖検例にみる
近年の山口県下の薬毒物関連死の変遷と現状」
　山口大学大学院医学系研究科
　　法医・生体侵襲解析医学分野（法医学教室）

助教　白鳥　彩子
　本講演では、当分野での法医解剖事例におけ

る薬毒物検査実施状況、検出状況やその推移に

ついて後方視的に調べた結果を報告する。対象は

2000～2013年までの全法医解剖事例（1698例）

とした（以下、2000 ～ 2006 年までを「前半期」、

2007 ～ 2013 年までを「後半期」と呼ぶ）。 調査

内容は、薬毒物検査の実施率や検査陽性率の推移、

検出された薬毒物の種類や数、直接死因と判断さ

れた事例の特徴などである。 

　当分野の法医解剖数と薬毒物検査実施状況の推

移を示す（棒グラフは解剖数、折れ線グラフは薬

毒物検査実施率）。薬毒物検査率は前半期で 8～

9割、後半期では 9割後半で推移している。捜査

一課取り扱い死体では、検体採取可能な場合は全
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例で検査を行うが、交通課取り扱い死体では必要

に応じて行う現状にある。図のような推移となっ

た一つの要因として、前半期では、後半期と比較

して全解剖数に対する交通課取り扱い死体の割合

が高いことが挙げられる。 

　薬毒物検査の実施数と何らかの薬毒物が検出さ

れた比率（陽性率）の推移を示す（棒グラフ；左

側が実施数、右側が陽性数、折れ線グラフ；濃い

色が検査数に対する割合、薄い色は解剖数に対す

る割合）。検査陽性数、陽性率ともに後半期で増

加し、2012 年をピークに一昨年は減少に転じて

いる。 

　検出された薬毒物の種類の推移を示す（やや薄

い色が医薬品、濃い色が医薬品以外、薄い色が両

者の混在）。概ね医薬品の検出が9割以上を占め、

後半期には少数ながら混在例が継続してみられ

る。 

　検出された医薬品成分は延べ 997 であった。

その 7割弱が鎮静催眠薬や向精神薬、抗うつ薬

などの精神神経薬、約 3割が感冒薬や解熱鎮痛

薬の成分であった。最も検出された医薬品成分は、

解熱鎮痛薬のアセトアミノフェンであった。次に

バルビツール酸系催眠鎮静薬のフェノバルビター

ル、そして非ベンゾジアゼピン系の催眠鎮静薬の

ゾルピデム、抗コリン作用をもつプロメタジンが

多かった。

　バルビツール酸系催眠鎮静薬は治療域と毒性域

が近く、過量服用で致死的となりやすいことから、

外来での眠剤としての処方はベンゾジアゼピン系

や非ベンゾジアゼピン系が勧められている。本調

査ではフェノバルビタールの検出率が 2番目で

あったが、この検出の多くが、プロメタジンやク

ロルプロマジンとの合剤である精神神経作用薬ベ

ゲタミンの乱用と関連していた。ベゲタミンは統

合失調症患者に多く処方されており、過量服用時

に致死しやすいことや統合失調症が自殺企図のリ

スクをもっていることなどから、入院での処方に

限定するべきとの指摘もみられる薬剤である。既

報の東京監察医務院での解剖・検案例の調査にお

いても、ベゲタミンの乱用が示される結果が報告

されており、この乱用防止のための対策が十分で

ない現状であることが示唆される。

　検出された精神神経薬の詳細をみると、ベンゾ

ジアゼピン系（BZO）催眠鎮静薬が 30％と最も

多く、その他催眠鎮静薬が 19％、抗精神病薬が

16％、抗うつ薬が 12％、バルビツール酸系（BAR）

催眠鎮静薬が 9％であった。 
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　鎮静催眠薬について検出数や解剖数での補正値

を示す（棒グラフは検出数；左側が BZO 系、中

央が BAR 系、右側がその他、折れ線グラフは補

正値；●が BZO系、×が BAR 系、■がその他）。 

ベンゾジアゼピン系とその他は後半期に急激に増

加し、2012 年をピークに 2013 年には減少に転

じた。一方、バルビツール酸系は後半期に微増が

みられるが、ほぼ横這いであった。 

　抗精神病薬や抗うつ薬について検出数や解剖数

での補正値を示す（棒グラフは検出数、折れ線グ

ラフは補正値）。補正値をみると、抗精神病薬で

は後半期に増加し、近年は横這い状態であった。

また、抗うつ薬も後半期で増加するが、2011 年

をピークに減少に転じた。

　多剤検出例（血液中から 5種類以上検出され

た場合とする）の推移を示す（棒グラフは検出数；

左側が医薬品検出例、右側が多剤検出例、折れ

線グラフは多剤検出率；■が全医薬品、●が精神

神経薬）。 多剤検出例は 2005 年の出現以降、継

続してみられる。検出率をみると 2011 年に突出

して増加しているが、概ね医薬品検出例の 10～

15％程度を占めている。また、多剤検出は主に

精神神経薬に認められているが、2011 年をピー

クに近年は減少傾向を示している。 

　以前より、精神科領域を中心にみられる多剤併

用や大量処方が問題視されていたが、これに対し、

2010 年頃から厚生労働省や専門家によって改善

するよう注意喚起がされるようになった。しかし、

対策は未だ不十分であり、依然として医薬品の薬

物乱用者は多い。同一地域内の複数の病院で、同

じ内容の処方箋をもらうなどして目的の薬物を溜

め込む現状があり、薬局間で処方箋データを共有

するなど何らかの対策が必要と考えられる。

　薬毒物が直接死因に関与したと考えられた事

例の推移を示す（棒グラフは検出数、折れ線グ

ラフは解剖数に対する比率）。直接死因事例は全

解剖数の 2.7% で、前半期と比較して後半期に増
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加し、2012 年は最も多く 5.2% であった。 なお、

平成 25 年人口動態調査によると、ICD 死因分類

での薬物中毒および毒物作用による死亡者は全体

の 0.35% であり、平成 24年東京監察医務院の統

計調査によると、検案例の 1.9% 、解剖例の 5.6%

が薬物中毒死であった。 

　本調査では前述のように医薬品が全体の 9割

を超える検出数であった。しかし、直接死因事例

をみると、医薬品以外の割合が半数近くに増加し、

後半期には混在例も散見された。 医薬品の中では

8割弱を精神神経薬が占め、その多くは多剤検出

例や大量摂取例であった。性別は全解剖事例の比

率と変わらず、男性にやや多くみられた。しかし、

薬毒物カテゴリー別にみると、男性は医薬品以外、

女性は医薬品によるものが多い傾向であった。年

齢は全解剖事例の中央値と比較して、より若年層

にみられ、男女差はみられなかった。発見場所は

自宅、主に自室の寝具上が多く、7割弱であった。

死因の種類は「その他及び不詳の外因」が最も多

く、約 6割であった。

　医薬品以外、即ち、毒作用によるものの検出数

とその推移を示す（直接死因に関与したと判断さ

れた事例は矢印で示す）。主に覚醒剤、農薬、有

機溶剤（スライドではトルエンのみ別図で示す）、

青酸、硫化水素に大別された。覚醒剤はほぼ全期

間中、農薬は2～3年に1件以上検出されている。

有機溶剤は後半期に出現し、★で示すように、近

年は有機溶剤を扱う工場や搬送する船舶などでの

職務中の死亡事案が目立っている。 トルエンは主

にシンナー遊びによるもので、後半期において数

年に 1件程度検出されている。青酸は 2002 年

のみ、硫化水素は 2008 及び 2009 年に 1件ずつ

の検出であった。なお、硫化水素は周辺捜査情報

や検案所見で死因や死因の種類が判断され、解剖

に至らないものが比較的多いと推察される。 

　覚醒剤の検出事例では脳血管系の出血病変や虚

血性心疾患を伴う場合が少なくなく、本調査でも

25% に頭蓋内出血がみられた。覚醒剤の主成分

の血中濃度と症状については、日本では永田基準

というものがよく知られている。致死以上や軽症

程度の濃度レベルでは死因への関与が比較的容易

に判断できるが、重症から中等症濃度の検出では

覚醒剤摂取自体によるものか、その影響による他

の外因か、あるいは覚醒剤の影響は間接的なもの

で病死なのかなど、死因への関与について慎重な

判断が必要となる。 

　最後に、薬毒物関連死体の検案では、特異な所

見に乏しく、とにもかくにも薬毒物の関与を疑う

ことが重要といわれる。諸先生方におかれては、

検案時に死因が不明であり薬毒物の関与も否定で

きない場合、あるいは死亡状況に少しでも不審な

点がある場合などには、ぜひ解剖実施の考慮をお

願いしたい。

講演
危険ドラッグが死に関与したと考えられた事例
　山口大学大学院医学系研究科
　　法医・生体侵襲解析医学分野（法医学教室）

准教授　髙瀬　　泉
　本研修会にご参加の皆様方には日頃からのご尽

力に心から感謝申し上げる。藤宮教授が出張のた
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め、代わって法医学教室から報告させて頂く。

　今回は「危険ドラッグが死に関与したと考えら

れた事例」と題して、薬物乱用の現状・防止等を

含めてお話しさせて頂く。

　内容としては、全国と山口県の薬物乱用の現状

について私どもが解剖を担当した事例を挙げなが

ら示し、厚生労働省の薬物乱用の防止における取

組みを改めて確認したいと思う。

　まず、主要国の薬物別生涯経験率を示す。

　先進主要国の中で日本は桁違いに低い割合と

なっているが、1.5％という数値についてよく考

えてみると、この会場の中にも何人かは・・・（笑）、

ということになり、果たして低いと言い切ってよ

いのかと考えさせられる。そうすると、他国の割

合がいかに高いかということになる。

　乱用薬物はその作用からスライドのように大き

く分けることができ、複数の作用を持つものもあ

る。取り締まる法律はお示ししたとおりである。

　また、「危険ドラッグ」と改称されたが、ハーブ、

お香、バスソルトなどとして容易に入手できる物

が広く出回っている。そして、自身の健康被害の

みでなく、交通事故等により他者にも害を及ぼし

ているのは報道等でご存知のとおりである。
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　我が国の取り締まり状況は、平成 24 年で

13,881 人が検挙され、その 8割以上が覚醒剤事

犯で、その過半数が暴力団構成員等、しかも再犯

率が 50％以上となっている。これに次いで、か

なり差はあるが、大麻事犯が高比率で推移してい

る。

　なお、「薬物関連 5法」とは、前にスライドで

示した 4つに加え、麻薬特例法を加えたものを

指す。

　先程申したとおり、薬物事犯検挙人員は覚醒剤、

大麻と、スライドのように推移し、薬物乱用防止

にかかる五か年戦略等も推し進められてきた。

　危険ドラッグについては、指定薬物として薬事

法での取り締まり対象となる。

　覚醒剤は、平成 24年で 11,842 人が検挙され、

その押収量は 466.5 kg となっている。

　大麻は、平成 21年をピークに減少傾向を示し、

平成 24年で 1,692 人の検挙となっている。

　危険ドラッグは、平成 26 年では 145 人 が検

挙され、少年なども含まれている。乱用者の平均

年齢は 34歳、男性が 111 人、女性が 5人であり、
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約 8 割が薬物事犯初犯者、約 6割が店舗で、約

2割がインターネットで入手している。

　山口県の状況をみてみると、平成 25年の覚醒

剤検挙は 101 人でうち 42 人が暴力団構成員等、

押収量は 36.8g 、大麻検挙は 2人であるが、麻薬・

向精神薬の検挙は 9人と突如増え、向精神薬押

収量は 540 錠、合成麻薬押収量は 9.1g となって

いる。

　全国の薬物相談窓口の相談件数で、平成 24年

度に 200 件以上あった都道府県を抜粋すると、

茨城、栃木、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、

京都、大阪、兵庫、広島、山口、福岡と都市圏が

多いが、山口県もそのなかに含まれている。

　私どもが山口県で解剖に携わった事例を提示す

る。

■覚せい剤使用女性のくも膜下出血による死亡事例

（事例概要）

　30 代後半の女性で、検視時の簡易薬物定性検

査で陽性、さらに、科学捜査研究所での正式鑑定

でも成分を検出したとのことであった。なお、救

急搬送先の CT検査では、内因性くも膜下出血と

指摘されていた。

（解剖所見）

　頸部から顔面にかけて鬱血調で、四肢に注射痕

を認めるも、その他特記すべき損傷を認めなかっ

た。

　心臓は 410 g で、組織学的検査で心筋に帯状・

巣状の断裂・錯綜配列部を認め、右室では中等か

ら高度の脂肪浸潤を認めた。

　肺は左 670 g 、右 740 g で、中等から高度の

鬱血水腫、肺胞内出血、心不全細胞の存在を認め

た。

　脳は 1,430 g で、脳底部を中心に中等から多量

のくも膜下出血を、右椎骨動脈に破綻部を認めた。
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　その他諸臓器には、死に直接関与したと考えら

れる特記すべき病変を認めなかった。

　また、血液中にエチルアルコールの含有を認め

なかった。

　なお、血液・胃内容物・尿中から微量のフェニ

ルメチルアミノプロパンが検出された。

　柴田らの報告では、右椎骨動脈は中膜壊死など

の血管病変を伴いやすい部位とされている。

　くも膜下出血は、常に内・外因の鑑別が問題と

なるが、本事例では覚せい剤摂取による影響が考

えられた。

■危険ドラッグが検出された壮年男性の 2剖検例

（事例１の概要）

　30代前半の男性。発見された室内に危険ドラッ

グらしき物が存在していたとのことだった。

（事例１の解剖所見）

　頸部から顔面にかけて中等度鬱血し、死斑の発

現を中等度認めた。

　特記すべき損傷を認めなかった。

　心臓は 530 g と肥大し、心筋間質に細かい線

維化を認めた。

　肺は左 580 g 、右 790 g で、鬱血水腫を中等

から高度認めた。

　また、肝臓は 1,610 g と腫大し、諸臓器の血量

はやや多く、溢血点が存在するなど急死の所見を

認めた。

　その他諸臓器に、死に直接関与したと考えられ

る明らかな病変を認めなかった。

　薬毒物検査では、血液中にエチルアルコールの

含有を認めなかった。

　なお、血液・胃内容物・尿中からアセチルフェ

ンタニル 0.27μ g/ml が検出された。これについ

ては、中毒量・致死量等に関する資料はなかった

が、フェンタニルでは多剤摂取時に 7 ng/ml で

死と関連するといわれている。
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　アセチルフェンタニルは、CDC によると過剰

摂取による死亡例が増加し、ロードアイランドで

の 19 ～ 57 歳の 12 例では、少なくとも 1/3 で

静脈内に投与され、エタノールやベンゾジアゼ

ピンなどが同時に検出されているとのことであっ

た。

　Higashikawa らの報告では、フェンタニルに比

して ED50 と LD50 の幅が狭いことも過剰摂取と

ともに考慮されるべきとしている。

（事例２の概要）

　30 代後半の男性。発見時、傍に注射器があっ

たという。

（事例２の解剖所見）

　左右手掌および足内側縁を中心に各々数十個の

新旧の注射痕を認めた。

　その他、重篤な損傷を認めなかった。

　心臓は 465 g と肥大し、心筋間質に細かい線

維化を認めた。

　肺は左 420 g 、右 500 g で、鬱血水腫を中等

から高度認めた。

　また、肝臓および脾臓はそれぞれ 1,735 g およ

び 135 g と腫大していた。

　その他諸臓器に死に直接関与したと考えられる

明らかな病変を認めなかった。



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

332

　薬毒物検査では、血液中にエチルアルコールの

含有を認めなかった。

　なお、血液・胃内容物・尿中から（4- メチル

ピペラジン -1- イル）（1- ペンチル -1H- インドー

ル -3- イル）メタノン（通称MEPIRAPIM）0.90 

μ g/ml およびブロマゼパムが検出された。

　MEPIRAPIM は、日本で同定された危険ド

ラッグである JWH018 のアナログである。

JWH018 については中枢の CB1 受容体や末梢

の CB2 受容体に作用することが知られているが、

MEPIRAPIM については生理的あるいは中毒学的

性質は未解明である。

（2事例のまとめ）

　いずれも危険ドラッグ等の常習により、心臓に

かなり負荷がかかっていたことも死に間接的に影

響したと考えられた。

　薬物同定にあたり、特に事例 2では標準品を

海外から入手せねばならず、手続き・時間・費用

等においてかなりの負担が生じた。

　今後も同様の事例に遭遇する機会は増えると考

えられ、さらに充実した死因究明体制構築のため

にも薬毒物分析体制整備・拡充への十分な配慮が

望まれる。

■未承認薬が検出された若年男性の死亡例

（事例概要）

　20 代後半の男性。かなり以前より外国からサ

プリメントを通信販売で購入していたとのことで

あった。

　某日、呂律不良、手の振戦、歩行困難等が出現

し、急性薬物中毒疑いで入院となったが、不穏状

態となり、心肺停止状態で発見され、救急搬送さ

れるも死亡が確認された。救急搬送時の直腸温は

40.1℃であった。

（解剖所見）

　外表には特記すべき損傷を認めなかった。

　肺は左 540 g 、右 455 g で、鬱血水腫を認めた。

肝臓は 1605 g と腫大していた。

　頭部左側皮下に中等量の出血を左右側頭（右＞

左）にくも膜下出血を認めた。

　その他、「急死の三徴」を認めた。

　心臓の組織学的検査では、左心室で心筋間質の

中等から高度の細かい線維化、血管周囲性の中等

度の線維化、一部に波状変性を認めた。

　肺の組織学的検査では、中等から高度の鬱血水

種、気腫状変化および肺胞内出血を認めた。
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（薬毒物検査）

　血液・胃内容物・尿中からフルオキセチン、ベ

ンラファキシン等が検出された。なお、これらの

効能は鬱病や鬱状態とされるが、日本では認可さ

れていない。しかし、ネットの通信販売や輸入代

行などにより、簡単に入手できる。

（まとめ）

　死因には長年の薬剤摂取に基づく心筋障害が影

響したと考えられた。また、検出し得なかった薬

物等を摂取した可能性も否定できなかった。

　本事例については、警察に相談の上、臨床医師

らと症例検討の場をもち、亡くなられた人から学

んだことを生きている人に還元するという臨床法

医学的取り組みとして実践した。

　なお、個人輸入した医薬品は、医薬品副作用被

害救済制度の対象にならないことを申し添える。

　次に、薬物乱用にかかる厚生労働省の取り組み

を改めて提示する。

　年間にスライドのような運動期間が定められて

いる。

　また、さまざまなポスターも作成されている。

　さらに、若い世代、その保護者および指導者層

に対し、薬物の危険性等の正しい知識を普及しつ

つ、乱用の誘いを断れることを目的に薬物乱用防

止啓発事業が展開されている。

　事業には、小中高等学校への訪問等も含まれて

いる。
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　さらに、補完事業としてソーシャル・ネットワー

ク・サービスを活用した啓発もおこなわれている。

　そして、薬物乱用防止に関するリーフレットも

作成されている。

　最後に、私どもの臨床法医学的取り組みについ

て報告する。

 　大阪等の揺さぶられっ子症候群等児童虐待が

疑われる事例の損傷鑑定や裁判協力をおこなって

いる。

　また、大阪府の阪南中央病院内に設置された「性

暴力救援センター・大阪」（SACHICO）の運営に

も関わっている。山口県でも同様のワンストップ

センターを設置しようという動きがあるので、本

日、ご参加の皆様方にもさまざまにご協力を賜れ

ればと思う。

表紙写真の募集                                    

 山口県医師会報の表紙を飾る写真を随時募集しております。

　　アナログ写真、デジタル写真を問いません。

　　ぜひ下記までご連絡ください。

　　ただし、山口県医師会員撮影のものに限ります。

　　　〒 753-0814　山口市吉敷下東 3-1-1　山口県医師会広報情報課

　　　　e-mail　kaihou@yamaguchi.med.or.jp
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と　き　平成 27年 2月 8日（日）9：30 ～ 12：30

ところ　山口大学医学部総合研究棟

指導印象記
　　山口大学大学院医学系研究科

小児科学分野助教　鈴木　康夫
　平成 27年 2月 8日、宇部市の山口大学医学部

総合研究棟 S-2 講義室において、「第 60 回山口

大学医師会・山口大学医学部主催医師教育講座（体

験学習）」を山口大学小児科学教室が担当して開

催させていただきました。

　今回は「Common disease への対応：小児から

成人まで」をメインテーマに、一般診療の現場で

役に立つ内容を企画しました。梶本まどか 助教

の司会進行のもと、講義とシミュレーション学習

の 2部構成としました。前半の講義では、比較

的遭遇する機会の多い①てんかん、②予防接種、

そして③食物アレルギーの話題について各専門

領域の教室員が解説しました。後半のシミュレー

ション学習では、ボランティアの研修医と看護師

さんによる参加型研修を行いました。

　最初に、神経専門医の梶本まどか 助教が「て

んかん・けいれん性疾患診療の実際」として、熱

性けいれんの初期対応とフォロー、てんかん診察

のポイントなどについて解説しました。熱性けい

れんは、6か月から 5歳までの小児によくみられ

る疾患です。患児には、治療適応のない脳波異常

を認めることがあるため、脳波検査はてんかんを

示唆する症状が無い限り積極的に行わないこと、

ジアゼパム座薬を使用し

た際には意識レベルを修

飾することがあるため予

後不良な痙攣重積型急性

脳症との鑑別を念頭にお

くこと、発熱時には鎮静

性抗ヒスタミン剤と気管

支拡張剤（テオフィリン）

の使用を避けること、などが注意点としてあげら

れました。てんかんと運転免許取得については、

発作が 2年以上認められないことを確認してお

くことが必要です。

　次に、脇 和之 外来医長が「予防接種の最前線：

これまでとこれから」としてワクチンの歴史から

最近の進歩までを解説しました。近年の定期接種

対象疾患の拡大、接種時期が遅れた方への長期療

養特例による補助、ワクチンギャップの改善など

が主な話題でした。また、BCG 接種の副反応の

一種と考えられる骨炎・骨髄炎の自験例が提示さ

れました。これは近年増加し（年間 1～ 5件か

ら 6～ 8件へ）、接種後 1年ほど経過していても、

痛みの訴えや上腕を動かさなくなる場合には注意

が必要です。

　最後に、アレルギー専門医の長谷川俊史 准教

授が「食物アレルギー：どう考え、いかに対処す

るか？」というテーマで解説しました。原因とな

る食品は、乳幼児では鶏卵が、学童以降では甲殻

類が最も多く、成人では果物類が第 2位に入り

ます。血液検査の結果だけにとらわれることなく、

食物負荷試験などとあわせて総合的に判断し、で

きるだけ不要な除去を避けることが治療と予防に

おいて重要です。皮膚から入る抗原がアレルギー

を惹起し、経口摂取される抗原が寛容を誘導する

仮説を実証した症例が提示されました。

第 60回山口大学医師会・山口大学医学部主催
医師教育講座（体験学習）

「Common disease への対応：小児から成人まで」
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　小休憩のあと、けいれん時の対応とエピペン使

用の実際についてシミュレーション学習を行いま

した。けいれんの患者に遭遇した場合、①止めて

はいけないけいれんはないこと、②慌てないで落

ち着いて対応すること、を心がけることが基本で

す。診療所の待合室で急にけいれんを起こした小

児をモデルに、模擬患者さんにけいれんを演じて

いただき実習が行われました。けいれん対応の実

際を具体的にお伝えする機会を設けることができ

ました。全体を通して質疑応答も多く、活発な講

習会となりました。

　最後に、大賀正一 教授より修了証が授与され

閉会となりました。今回の講座が参加された先生

方の日常診療に少しでもお役にたてば幸いです。

受講印象記
　　　　　　　　　　　徳山医師会　田村　光司
　「Common disease への対応：小児から成人ま

で」というテーマによる「第 60回山口大学医師

会・山口大学医学部主催医師教育講座（体験学習）」

が平成 27年 2月 8日（日）に山口大学医学部総

合研究棟で開催されました。

　「てんかん・けいれん性疾患診療の実際」「予防

接種の最前線：これまでとこれから」「食物アレ

ルギー：どう考え、いかに対処するか？」という

タイトルで、直接でなくても日常の診療で遭遇す

る可能性のある疾患です。経験も知識もないため、

興味をもって受講させていただきました。

　梶本まどか 先生には「てんかん・けいれん性

疾患診療の実際」として、小児けいれん性疾患・

熱性けいれん・てんかんのお話を聞きました。け

いれん重積の原因は 40 ～ 50％がてんかんで、

熱性けいれんは 10 ～ 20％だそうです。それぞ

れの鑑別点や初期対応として気を付けるべきポイ

ント、使用する薬剤について教えていただきまし

た。

　脇 和之 先生には「予防接種の最前線：これま

でとこれから」として、予防接種制度と社会状況

の変化、予防接種のこれから、予防接種の基本事

項のお話を聞き、これまで予防接種の果たしてき

た役割、効果と副反応、そしてワクチンギャップ

が存在することを知りました。現在、多数のワク

チンが研究されており、第三相試験実施中のもの

もあります。これから予防接種制度がさらに拡充

することが待ち遠しく思われます。

　長谷川俊史 先生には「食物アレルギー：どう

考え、いかに対処するか？」として、食物アレル

ギーの基礎知識、食物負荷試験及びアナフィラキ

シーについてお話を聞きました。0歳児が最も多

く 9歳までに全体の 80％を占めることや、年齢

によって原因食品が徐々に変化していくことを知

りました。そして、食物アレルギーの発症予防と

して、不必要な食物除去をできるだけ避けること

が大事であることを教わりました。

　最後に、「けいれんの初期対応」として実習を

受けました。けいれん重責発作の来院時初期治療

の手順について、臨床の現場を想定して説明して

いただきました。まず行う検査、けいれん重積の

第一選択薬、心因性発作との鑑別点等を梶本先生

指導のもと教えていただきました。けいれん重責

発作の患者役の先生の服装もさることながら、鬼

気迫る役作りには、本当の患者さんを見ているよ

うで非常に感服しました。最後の質疑応答におい

ても、大賀正一 教授をはじめ講師の先生方から

非常にわかりやすく丁寧な解説をしていただきま

した。

　今回の講習会におきましては、大賀教授を中心

として山口大学小児科の皆様に、このような素晴

らしいカリキュラムを組んでいただき、また、講

師の先生方には熱心にご指導いただき、本当に感

謝申し上げます。3時間という短い時間ではあり

ましたが、中身の濃い時間を過ごすことができま

した。大変有意義な講習会でした。
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山口県緩和ケア医師研修会に参加して

　平成 27年 2月 8日（日）・11日（水・祝）の

2日間、山口県医師会 6階会議室にて山口県緩和

ケア医師研修会が開催された。

参加の理由

　これまでこの研修会は、県から県医師会への委

託事業であったことから、開会の挨拶と修了書を

授与するために出席することはありましたが、現

在臨床をしていない自分にとっては、研修内容に

ついては縁のないことのように思っていました。

　そうした中で、昨年、山口県がん対策推進条例

がつくられ、その中には「緩和ケアの充実」が謳

われていますし、また、国の改訂されたがん診療

連携拠点病院の指定要件には、緩和ケアやがん疼

痛の認定看護師を必ず配置する規定が盛り込まれ

るなど、がん対策の中でも、緩和ケアに関する取

組みをこれまで以上に進めていく必要性を日に日

に強く感じるようになっていました。

　そこで、自分を振り返ってみると、臨床をして

いた当時（一応、消化器内科医でした）は、基本

的には本人にがん告知を行わず、使用していた薬

もブロンプトン・カクテル（Brompton Cocktail）

やMSコンチンなど限られたものであり、かなり

時代遅れの知識しか持っていないことに気付くと

ともに、行政の立場で病院の先生方と話を進める

ためにも、今の緩和ケアについての考え方や治療

法を知っておかないといけないのではないか、と

考えるようになり、思い切ってこの研修会に参加

することにしました。

参加しての感想

　さて、在宅医療などの制度については仕事柄、

まだ何となくついていけるとして、診療内容につ

いてはどうなるだろうと思っていたところ、講義

の前にプレテストが行われましたが、これが半分

近くは薬や治療のことで、さっぱりわからず、参

加はやっぱり無茶だったか････という不安が一瞬

頭をよぎりました。

　そして、いよいよ「治療」などについての講義

がはじまると、知らないことがたくさん出てきた

ので、さらに不安が高まってきましたが、午後の

グループワークに入ると、臨床現場で実際に緩和

ケアを行っている先生方と話をする中で、次第に

緊張が解け、なんとかなるかな～という気持ちに

なってきました。

　このグループワークは、座学だけの研修に比べ

参加意識も高まるし、なによりも長時間にわたる

研修にメリハリを付ける意味でも、とても良く考

えられたプログラムだと思いました。

　個々の講義の内容については、これまで受講さ

れた先生方の感想が多くあるので触れませんが、

[ 印象記 : 山口県健康福祉部 部次長　岡　 紳爾 ]
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１日目の研修が終わる頃には、雰囲気に

も慣れ始め、２日目になると、知らない

ことがたくさんあるのにも慣れてきて、

なるほど～とうなずきながら講義を聴い

ていました。

　最終的に修了書を受け取ったときには、

それなりの充実感を味わうことが出来た

ように思います。

終わってみて

　研修が終わってみて、緩和ケアそのものが格段

に進歩していることを改めて感じました。

　そして、各がん拠点病院等の緩和ケアで中心

的な役割を担っておられる先生方が集まってコー

ディネーターをされているだけあって、中身の濃

いものであり、休日を押してでも 2日間出席す

るだけの価値のある、すばらしい研修会だと思い

ました。

　委託している県の立場として、これまでこの

ような充実した研修会を開催していただいたこと

に、改めて感謝をしないといけないとの思いを強

くした次第です。

これからのこと

　さて、がん対策を進める行政の立場から考えて

みると、山口県の医師でがんにたずさわる医師が

1,200 人程度といわれ、その中で、自分が受けた

医師会の研修修了者だけでも、すでに 200 人も

おられ、それぞれのがん診療連携拠点病院が実

施する緩和ケア研修を受講した先生を合わせる

と 700 人を超えます。それなのに、どうして現

在においても患者会などから、緩和ケアがまだま

だ･･････といった意見が出てくるのだろう、と考

えてしまいました。

　そこで、県では、平成 27年度から、山口大学

医学部附属病院と協働して、拠点病院で緩和ケア

にたずさわる医療関係者や有識者に参加いただく

委員会を、山口大学の「がん診療連携協議会（が

ん拠点病院を中心とした会議）」の下に設置し、

現在の緩和ケア体制のどこが問題なのか、緩和ケ

アを更に推進するためには何が必要なのか、など

について話し合っていただき、施策に結びつけて

いきたいと考えています。

　

　終わりに、改めて長年にわたり、研修会の運営

にたずさわってこられた講師の先生方、県医師会

に感謝の意をお伝えしたいと思います。
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平成 26年度
郡市医師会医事紛争・診療情報担当理事協議会

と　き　平成 27年 3月 12 日（木）15：00 ～ 16：02

　　　   ところ　山口県医師会  6 階会議室

[ 報告：常任理事　林　　弘人 ]

開会挨拶
吉本副会長　郡市担当理事の先生方には、日ごろ
から医療の安全等にご尽力いただき、感謝する。

　昨年 10月から医療事故調査制度の法案が成立

し、当会も支援団体として、これからどう対応す

るかを検討するようになるので、先生方からもご

意見をいただきたいと考えている。

　担当理事の先生方には、各郡市医師会員にぜひ

確認してもらいたいことがある。それは、日本医

師会の A会員には医師賠償責任保険がついてい

るが、免責額があることを知らない会員がいるの

ではないかということである。請求額が免責額を

超えない場合は（付託できないため）弁護士費用

等を自分で支払わないといけない。会員には日医

の保険システムをよく理解しておいてもらいたい

と思う。また、今日ご紹介するさまざまな事例を

会員に知っていただき、日ごろの診療に活かして

いただきたいと思う。

報告・協議
1. 都道府県医師会医事紛争担当理事連絡協議会
の報告について
　平成 26 年 12 月 10 日に日本医師会で開催さ

れた。当会報平成 27年 2月号に報告記事を掲載

しているので、ぜひ読んでいただきたい。

2. 平成 26 年度受付の報告と未然防止について
　26 年度は前年度の当協議会でのご意見を反映

し、報告事案において、委員会審議での議論され

たポイントと結論、事案から学ぶこと及びそれに

大 島 郡

玖 珂

熊 毛 郡

吉　　南

厚 狭 郡

美 祢 郡

下 関 市

宇 部 市

山 口 市

萩　　市

出席者

野村　壽和

吉居　俊朗

斉藤　良明

西田　一也

田中　俊朗

中邑　義継

髙崎　彰久

西垣内一哉

奥田　道有

森　　繁広

徳　　山

防　　府

下　　松

岩 国 市

小 野 田

光　　市

柳 井

長 門 市

美 祢 市

山口大学

中村俊一郎

山本　一成

松野　尚弘

小野　良策

長谷川　靖

藤田　敏明

野田　基博

岡田　和好

野間　史仁

松本美志也

副 会 長

常任理事

理 事

郡市担当理事 山口県医師会
吉本　正博

林　　弘人

中村　　洋

(代理 )

お知らせ

　当記事の開会挨拶部分での、日医 A会員の
免責額について、それをカバーする保険を当会
が扱っているので、希望される方は当会までご
一報願いたい。

山口県医師会医事・保険課
　TEL：083-922-2510
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関連する法規や判例を提示、スライドにて紹介し

た（表 1参照）。

3. 平成 26 年受付の相談窓口事例について
　平成 26年に当会で受け付けた相談窓口事例に

ついて報告した（表 2参照）。
　

4. 事例研究資料について
　医療機関が抱えている運営に関しての事例につ

いて協議した。

5. その他
　平成 27年度の当事業に関する行事予定等を連

絡した。

閉会
　林常任理事の挨拶をもって、協議会を閉会した。

表２

表１

H26 H25 H24 H26 H25 H24 H26 H25 H24
外科 1 4 4 脳神経外科 0 1 1 消化器科 2 0 0
産婦人科 0 1 3 形成外科 1 0 1 呼吸器科 0 0 0
整形外科 8 2 2 救急外来 0 1 1 皮膚科 0 0 0
内科 3 3 2 泌尿器科 1 3 0 施設 0 2 0
眼科 0 2 2 耳鼻咽喉科 0 2 0 小児科 2 0 0

山口県医師会相談窓口受付状況について
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山口県医師会産業医研修会

特別講演
1. 労働衛生行政の動向について

山口労働局健康安全課長　田中　俊明
　本日は、主に石綿障害の予防対策について説明

する。石綿ばく露防止対策は、昭和 22年に労働

安全衛生規則が制定され、粉じんを発散する現場

における保護具の備付け及び労働者の使用の義務

付けが行われた。その後、昭和 46年に特定化学

物質等障害予防規則（以下「特化則」）が制定され、

石綿等を製造、取り扱う現場における保護具の備

付及び労働者の使用の義務付け等がされた。昭和

47 年には ILO 、WHOの専門家会合で石綿のが

ん原性が指摘されている。昭和 50年に特化則が

改正され、石綿等の吹付作業の原則禁止、切断等

作業の湿潤化による発散防止等が定められ、石綿

等が発がん性物質として規制された。平成 7年

にも特化則等が改正され、石綿等の切断等作業に

おける保護具の使用などが定められた。平成 17

年には石綿障害予防規則（以下「石綿則」）が制

定され、事前調査の充実（設計図書等で判明しな

い場合の分析調査の実施）、作業計画の作成など、

ばく露防止対策が強化された。平成 18年には石

綿則が改正され、さらなるばく露防止対策の強化

が行われている。平成 26年 6月には改正石綿則

が施行された。

　石綿使用建材は、建材の種類により、解体作

業における石綿粉じんの飛散の「レベル」が変わ

ることから、建材をレベル分けし、それぞれのレ

ベルごとに必要な措置を定めている。以前は「飛

散性：吹付け」と「非飛散性：吹付け以外」の 2

区分となっていたが、石綿則で「石綿含有保温材」

と「耐火被覆材」の取り扱いが規定されたことか

ら、建設業労働災害防止協会においてレベル 1～

3 の 3 区分に分けられた。レベル 1は「石綿含

有吹付材」で、著しく粉じん量が多い作業におい

て、作業場所の隔離や高濃度の粉じん量に対応し

た保護具、保護衣を適切に使用するなど、厳重な

ばく露防止対策が必要である。レベル 2は「石

綿含有の耐火被覆材・断熱材・保温材」で、比重

が低く、発じんしやすい製品の除去作業であり、

レベル 1に準じて高いばく露防止対策が必要で

ある。レベル 3は「石綿含有成形板など」となっ

ており、発じん性が比較的低い作業で、切断、穿

孔、研磨等の作業で発じんを伴うため、湿式作業

を原則とし、発じんレベルに応じた保護具を必要

とする。なお、石綿の使用の有無を確認するにあ

たっては、国土交通省、経済産業省が公表する石

綿（アスベスト）含有建材データベース等を参考

にしていただきたい。

　現行では、石綿則 6条により建築物等の吹付

石綿等（レベル 1）の除去作業を行う場合に、作

業場所の隔離、前室の設置、ろ過集じん方式の集

じん・排気装置の使用等の措置を事業者に義務付

けている。しかし、東日本大震災被災地で行われ

た石綿等除去作業の気中濃度のモニタリング調査

の結果、解体工事現場の約 1割で、隔離空間外

部への石綿の漏えいが確認された。主な漏えい箇

所は、前室の出入口と集じん・排気装置の排気口

であった。これにより、隔離した作業場所からの

石綿等の漏えい防止対策の強化が必要となり、石

と　き　平成 26年 9月 13 日（土）15：00 ～ 17：30

　　　   ところ　山口県総合保健会館 2 階「第一研修室」

報告：専務理事　河村　康明

　　　常任理事　藤本　俊文

報告：専務理事　河村　康明

　　　常任理事　藤本　俊文

報告：専務理事　河村　康明

　　　常任理事　藤本　俊文
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綿則が改正されることとなった。また、現行で

はレベル 1の石綿等について、労働者が就業す

る建築物等では、石綿の除去や封じ込め（吹付ら

れた石綿等の表面に固定剤を吹き付け、塗膜を形

成したり、内部に固定剤を浸透させ、石綿繊維の

結合力を強化することにより、発じんを防止する

方法）、囲い込み（石綿等が吹付られている天井、

壁等を石綿を含まない建材等で覆い、石綿粉じん

を室内等に発散させない方法）等が行われている

が、国土交通省が実施した調査において、煙突内

の石綿含有断熱材が著しく劣化している場合に、

隣接する機械室でも比較的低い濃度の石綿繊維の

飛散が確認された。これにより、石綿等が使用さ

れている保温材、耐火被覆材等（レベル 2）につ

いても劣化による石綿等へのばく露防止対策の強

化が必要となった。

　石綿則の改正では、吹付けられた石綿の除去な

どの措置について、装置の排気口からの石綿漏え

いの点検が必要となった。これは、吹付けられた

石綿の除去等の作業を開始する前に、集じん・排

気装置を稼働させ、正常に稼働することと粉じ

んを漏れなく捕集することを点検する。なお、隔

離空間において、初めて吹き付けられた石綿等の

除去等の作業を行う場合には、当該作業を開始し

た後速やかに、集じん・排気装置の排気口からの

石綿等の漏えいの有無を点検する。これら漏えい

の点検に当たっては、集じん・排気装置の排気口

で、粉じん相対濃度計（デジタル粉じん計）、繊

維状粒子自動測定機（リアルタイムモニター）等

を使用する。また、改正により、作業場所に前室

を設置する際には、洗身室と更衣室を併設する必

要がある。これは、人の退出・廃棄物の搬出時の

隔離作業場からの石綿粉じんの漏えいを防ぐため

のもので、更衣室・洗身室・前室の 3室構造（セ

キュリティゾーン）からなり、除去作業場所から

前室、洗浄室、更衣室を通り、外部へ出る。前室

には靴ふきマットを設置し、洗浄室には通常エア

シャワーが用いられ、更衣室にはうがい用の水、

マスク洗浄用の水、又は濡れぞうきん、マスクフィ

ルター廃棄用蓋付き容器等が装備されている。セ

キュリティゾーンの使い方は、作業員が退場する

際は、①前室でマスク以外の保護衣、手袋等を脱

ぎ、すべて廃棄する。②洗浄室でエアシャワーを

浴び、マスクや衣服に付着している石綿粉じんを

除去する（少なくとも 1人 30 秒以上）。③更衣

室でマスクを外す。また、廃棄物の搬出時は①

作業場内で除去した石綿を専用袋に入れ、密封。

②前室で袋の外側に付着した石綿粉じんを高性能

真空掃除機等で除去した後、透明のプラスチック

袋に入れ、密封（二重梱包）。③エアシャワーで

外側に粉じんを除去した後、決められた場所に集

積・保管する。セキュリティゾーンにおいては作

業員の退出時に漏えいが起こりやすいので、エア

シャワーにより十分に付着している粉じんを除去

し、休憩時等作業員が一度に退出するときは一人

ずつ確実に退出させる。それには退出時に時間的

余裕を持たせることが重要となる。また、作業停

止中の漏えい防止のため、出入口はジッパー式で

閉鎖できるもので、かつ、覆いが厚手で質量のあ

るものが望ましい。作業再開時には、集じん・排

気装置稼働による負圧を確保してから作業員が

入場させるようにする。そのためには、集じん・

排気装置のスイッチを外部に確保する必要があ

る。負圧を確認するには、集じん・排気装置稼働

後、養生シートの内側への膨らみを目視で確認す

る。そして、マイクロマノメータで差圧を確認す

る。差圧は－ 2～－ 5Pa が目安である。マイク

ロマノメータは0.1Pa計測可能の機器を用い、「ゼ

ロ点調整」を必ず行う。内外の開放端は同じ高さ

にし、温度変化が少なく、風の当たらない場所に

設置する。また、建物の構造上、除去対象の吹付

部分から漏えいする恐れがあるので、これらの箇

所からの漏えいも監視する必要がある。隔離シー

ト等の接合部、建物の入隅部（壁などでふたつ

の面が入り合ってできる外壁などの角）等、建築

部材の取り合い部（外壁と床との取り合い部）な

どを、目視とスモークテスターで漏れがないか確

認する。集じん・排気装置稼働前にスモークテス

ターで漏えいがないかを確認する。スモークテス

ターはゴムバルブを押すと煙が出るようになって

おり、その煙を用いて気流を確認する。

　今回の改正では、保温材、耐火被覆材等（レ

ベル 2）が、損傷、劣化などで石綿粉じんを発散

する恐れがある場合は石綿の除去、封じ込めや囲
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い込みの措置が必要となり、封じ込め・囲い込み

の作業についてもレベル1と同様な措置を講ずる

ことが必要となる。その内容は事前調査から始ま

り、作業計画の作成や所轄労働基準監督署への届

け出、隔離・立ち入り禁止などの措置を行い、石

綿の除去作業を行う。

届出

　作業をする場合の届出が必要なものは下表のと
おり。

　レベル 1の吹付け除去については計画届の提

出が必要で、労働安全衛生法で工事着手の 2週

間前までに工事計画届を提出する必要がある。計

画届については監督署で審査し、規則に抵触する

作業の場合は作業の変更を指導することになる。

計画届対象以外の封じ込めや囲い込み作業には

施工開始前までに作業届が必要となる。一方、平

成 26年 6月に、石綿則の改正と同時に大気汚染

防止法も改正され、発注者からの届け出が必要と

なった。

事前調査

　建築物等の解体等の作業を行うときは、事前に

石綿等の使用の有無を目視、設計図書等により調

査し、その結果を記録・掲示しておかなければな

らない。この事前調査は石綿則、大気汚染防止法

でも施工者に義務付けがされた。石綿含有調査に

当たっては、吹付材は一層だけではなく複数回吹

付がされている場所もあり、吹付の色が変わって

いる場合はその可能性が高い。多層の吹付が行わ

れている場合については、それぞれの吹付によっ

て石綿の含有成分が異なる場合があるので、注意

していただきたい。試料の採取には表面だけでな

く下地まで採取して分析することが必要である。

また事前調査は石綿に関する一定の知見を有し、

的確な判断ができる者が行う。例えば石綿則にお

いては石綿作業主任者技能講習修了者のうち、石

綿除去作業の経験を有する者、又は日本アスベス

ト調査診断協会登録のアスベスト診断士が考えら

れる。事前調査の結果の概要は労働者の見えやす

い場所に掲示しなければならない。掲示する内容

は①調査を終了した年月日、②調査の方法及び結

果の概要、である。なお、同様の内容を作業員向

表　解体等の作業における法届出一覧
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けにも掲示が必要である。また、関係者以外の立

入禁止の掲示、喫煙等の禁止、取扱注意事項の掲

示、作業主任者の職務についても掲示しなければ

ならない。

呼吸用保護具の選定

　石綿の解体等の作業では、呼吸用保護具（防

じん・送気マスク）が必要であり、隔離空間の内

部では電動ファン付き呼吸保護具等を使用させる

ことが義務付けられている。防じんマスクは、機

械等検定規則に基づき型式検定合格標章がフィル

ターホルダーの裏側などに貼られているので、型

式検定合格品であることを確認し、使用する。呼

吸用保護具は隔離空間内部では電動ファン付き呼

吸用保護具等、隔離空間外部では RS3 、RL3 の

取替え式防じんマスクを使用する。なお、RS3 や

RL3 は性能区分で、Rは取替え式（Replaceable）、

Dは使い捨て式（Disposable）、Lは液体（Liquid）、

Sは個体（Solid）を表す。粉じんにオイルミスト

等が混在する場合は、S（個体）の防じんマスク

は不適切である。この場合は L（液体）の防じん

マスクを使用する。RS3 などの最後の数字は粒

子補集効率を表し、1が 80.0% 、2が 95.1% 、3

が 99.9% と、数字が大きくなるにつれ、効率が

高くなる。

　「石綿障害予防規則」、「建築物等の解体等の作

業」及び「労働者が石綿等にばく露する恐れがあ

る建築物等における業務での労働者の石綿ばく露

防止に関する技術上の指針」や「関連マニュアル

の情報」は厚生労働省のホームページで参照する

ことができる。厚生労働省のホームページ内で「ア

スベスト情報」で検索していただきたい。

　最後に粉じん障害防止規則の改正について説明

する。粉じん障害防止規則の改正により、手持ち

式又は可搬式動力工具を使用した岩石・鉱物の研

磨・ばり取り作業を行う事業者は、平成 26年 7

月 31 日からは、屋内・屋外を問わず、その作業

に従事する労働者に、有効な呼吸用保護具（防じ

んマスク）を使用させなければならない。また、

屋外でアーク溶接する作業についても、平成 24

年 4月 1日からは、呼吸用保護具（防じんマスク）

の着用が義務付けられている。

2. 介護職場における腰痛予防と治療　　　　　
　　　　　　　　－参加型の人間工学的改善－
　　　　　 　  友和クリニック院長　宇土　　博
　本日は主に腰痛の予防、治療についてお話しを

させていただく。講演後、実際に腰痛の経絡治療

を紹介させていただく。

　私は、1976 年にスーパーのチェッカーに対す

る頸肩腕障害の健診を行っていた。この方々を治

療するために、1979 年、広島市内に職業病の専

門外来として友和クリニックを開設した。職業病

は治療するだけではなく、予防しなければならな

いが、それには人間工学を用いる。本日はこの話

を中心にさせていただく。

　現在の厚生労働省の統計では、医療・福祉に従

事される方は労働人口の 10% を占めており、こ

れから増えていくことが予想される。介護の問題

は産業としても大きな問題で、介護従事者の腰痛

問題は近年増加している。2007 年の休業 4日以

上の腰痛は 5,287 件で業務上疾病の 60.9% を占

めている。1997年から2007年の統計を見ると、

製造業での腰痛認定件数は減少しているが、保

健衛生業での認定件数は 1997 年は 375 件だが、

2007 年には 1,111 件となり、年々増加している。

厚生労働省では腰痛防止対策のために様々な対策

を講じており、平成 26年 5月には腰痛予防対策

指針の一部が改訂された。

　社会福祉施設での腰痛発生は、84.5% が人を

取り扱う作業で発生している。そのうちの 79.9%

が事業所内で発生しており、負荷が一番かかる移

乗介助（車いすとベッド間移乗）の時に多発し、

食事、入浴、排泄、オムツ交換等でも起こっている。

腰痛は一度発症し慢性化すると治りにくい。職場

で起きる腰痛を予防する手段は 4つある。①人

間工学的な対策により負担を減らす、②腰痛予防

ベルト、③腹筋の訓練、④新経絡治療（早期対策）

である。人間工学とは、人にやさしい機械、設備

をつくる学問である。これから中身について紹介

する。

　成人の 8割は一生のうちで一度、腰痛を経験

する。腰痛の主な原因は筋肉性腰痛や椎間板ヘル



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

346

ニアである。人間の一番目の弱点は首にあり、首

を損傷しやすい。二番目の弱点は腰である。なぜ

弱点かというと、腰椎は傾斜しており、この上に

体重がかかり、負荷がかかる。医療施設などで看

護師さんがヒールを履いていることが多いが、あ

れはよくない。腰骨と腸骨を結ぶ腸腰筋があるが、

直立すると腸腰筋は腰の傾斜を強くする。さらに

ハイヒールを履くと、重心が移動してさらに傾斜

が大きくなり、ハイヒールは腰痛を起こしやすく

なることから作業で履く靴はローヒールをおすす

めする。

　国の通達では、男性の取扱重量は体重の概ね

40%以下で、女性は男性の 60%程度とされてい

る。体重が 60kg の場合、取扱質量は男性では

24kg 以下、女性では 14kg 以下となる。この基

準から、人の身体は 1人では持てないことが分

かる。一方、アメリカの NIOSH（国立労働安全

衛生研究所）の質量物持ち上げ許容限界質量は

23kg 以下となっている。これは男性の 90%が許

容できる基準であるが、適切な取り扱い姿勢（直

立して質量物を体の正面に引き付けて持つ）と適

切な握りがあることが前提である。許容限界重量

が下がる条件は、①質量物を体から離して持つ（中

指のナックル（MP関節）と膝の側面中央距離が

25cm超）場合、②腕を垂らした時の中指のナッ

クルより高い又は低い位置で持つ（床上 75cm

が基準）場合、③質量物の垂直移動が 25cm を

超える場合、④持ち上げ頻度が多い（5分間に 1

回超）場合、⑤体を捻じって持つ（体幹 90°捻

りで許容限界質量は 30% 減少する）場合、⑥荷

がかさばる（幅 40cm 又は高さ 30cm 以上）場

合や適切な取手がない場合、の 6点である。こ

れにより、質量物の腰部負担を減らす原則は、

①持ちやすい取手、②許容質量以下に分割、③直

立姿勢で体に引き付けて持つ、の 3点となる。

　汚れたものをもつとき、人間は無意識に体から

離して持ってしまう。そうすると、腰の位置から

の距離が増え、モーメント（回転力）が強くなり、

腰を痛めてしまう。その時にエプロンを着用し、

汚れても良いようにすると、体に引き付けて持つ

ことができるので、介護の職場では汚れても良い

恰好をする、もしくはエプロンを着用するのが人

間工学的によい。

　直立姿勢の腰への負担を 100%としたとき、寝

ている姿勢では負担は 24%に減るが、椅子に座っ

た状態では 140% になる。なお、座った状態で

背もたれを使うと、これを 6割程負担を減らす

ことができる。事務職で腰が痛い方には背もたれ

を使うことをアドバイスしていただきたい。これ

に比べ、前かがみに立つと腰への負担は 200 ～

300% に増加してしまう。直立して作業ができる

ように、作業面を肘の高さに合わせるのが腰痛対

策の基本である。

　私が産業医をしている介護施設での改善事例を

紹介する。この施設では、腰痛が多発し、ヘルパー

の数が減っていた。このため、事務長から対策を

依頼され、平成 14年に産業医に就任した。作業

条件の改善のための人間工学的なプロジェクトを

3年間にわたって行った。実現可能、簡単、低コ

ストの対策に焦点を当て、参加型の人間工学的改

善モデルを適用した。当時のスタッフは 117 人

おり、そのうち介護作業者と調理師の計 80人が

対象者となった。プロジェクト開始前に、介護作

業者等が腰を痛める作業を聞くと、ベッドから車

椅子への移乗、オムツ交換、1人の介護者で 2台

の車椅子を押す、ベッドから特浴への移乗、利用

者の背中の洗浄等が挙げられた。これらを改善す

るため、第一段階としてすべてのスタッフに対し、

腰痛の主な原因、実践的な人間工学原理及び改善

事例についての教育プログラムを実施した。第

二、第三段階として、職場の小集団によるハイリ

スク作業の抽出、検診による腰痛の有病率の調査

を行った。第四段階では、小集団活動による職場

の改善の検討が行われた。このとき、対象者全員

に腰痛予防ベルトを導入し、負担の大きな作業で

はローテーションを導入した。あわせて新経路治

療を導入し、肥満者に対しては蛋白ダイエットを

導入した。その後、全国の老健施設・職業病の医

療機関スタッフを呼び、彼らと一緒に職場巡視と

職場改善のグループワークを行った。参加したス

タッフは「各グループから出された改善点は、私

が以前から気付いていた点と重なっている。」と

述べており、外から刺激を与えることも良い結果

となった。
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　改善の結果、移乗作業では人を持ち上げるの

ではなく、スライディングボードを用いて滑らせ

る、あるいは、リフトを用いて行うようにした。

オムツ交換の姿勢は、理学療法士を呼び指導を受

けた結果、膝を割って足を 180°に開き、腰を

落として膝をベッドに付ける、又は膝をベッド

に上げて行うように改善した。天井リフトはすべ

ての部屋に設置し、8割程度はリフトで車いすか

らベッドへ移乗させるようにした。車椅子の移動

作業では、車椅子の取手の位置を変えて直立で移

動できるようにした。ベッドから特浴への移乗で

は、リフトはあったがコードの収納部が邪魔とな

り壁に近づけないため、壁際のベッドの利用がで

きなかったので、コードの収納方法を改善し、壁

際のベッドでも利用できるようにした。利用者の

背中の洗浄については、洗面台を嵩上げし、手す

りを設置した。シャワーの操作ボタンをシャワー

ヘッドに取り付け、高いシャワー椅子を使用する

ことで、介護者が中腰になることを防いだ。3年

間の間に、職場で多くの改善が行われ、Ⅱ度以

上の腰痛の有病率は 2002 年が 18.6% 、2003 年

が 15.1% 、2004 年が 5.5% と減少していった。

2011 年の腰痛健診ではⅡ度以上は 6.3% と、良

好に維持されている。今後も人間工学的な改善を

通じて、さらに軽症の腰痛についても軽減してい

きたい。

　腰痛ベルトを使うと、腰への負担が約 3割軽

減する。その理由は腹圧理論（ラグビーボール説）

である。ベルトにより腹腔で荷重を支え、腰椎に

かかる力を軽減する。米穀運搬作業でのベルトの

腰痛改善効果を調べると、非ベルト群に対し、ベ

ルト群で明らかに改善者率が高かった。他にも看

護・介護業務でも効果を検証した。174 床の中

規模病院に勤務する看護師及び看護助手 16名に

対し、平均4か月間ベルトを装着していただいた。

なお、業務内容は看護師は看護業務と週 2回の

入浴介助、看護助手は病室の清掃、入浴介助（看

護師より多い）、配下膳、リネン交換等の業務で

ある。腰痛ベルトの総合評価は「良い」が 14人

（87.5%）、「不明」と「良くない」がともに1人（6.3%）

であった。

　新経絡治療についてお話しする。新経絡治療

は、棒で押す鍼治療である。2003 年にWHOは

鍼の鎮痛効果についてのレポートを出した。過去

20 年間で、鍼治療に関する広範囲な比較臨床試

験が行われ、鍼の鎮痛効果が確立された。疼痛の

ほとんどの種類に対して、プラセボ（偽治療）よ

り効果があり、慢性疼痛の治療における有効率は

「モルヒネ」に匹敵し、薬物疼痛治療による薬物

依存のリスクを減らすことができる、とされた。

1997 年、アメリカの国立衛生研究所に世界中か

ら研究者を集め「鍼治療に関する臨床研修シンポ

ジウム」が開催された。その結果、鍼が術後の吐気、

悪阻、歯科術後痛、生理痛、テニス肘、線維性筋

痛、筋筋膜性疼痛などに有効で、連邦政府や州へ

の鍼治療の公的保険・適用を推奨した。日本では

2005 年、2006 年に東京大学と大阪大学の外来

で鍼治療が開始されている。また、2007 年にア

メリカの DUKE 大学医学部で、医学部の生涯学

習課程に新経路治療が導入され、これは高知大学

医学部医療学講座予防医学、名古屋大学麻酔科ペ

インクリニックにすでに取り入れられている。新

経路治療は従来の「刺す」鍼の代わりに「●
てい

鍼
しん

」

で押して経
つ ぼ

穴を刺激するため、感染のリスクがな

く、設備が不要で産業現場に適した方法である。

経穴を刺激するだけでも旧来の鍼と同様の効果が

あることは、GERAC（ドイツ鍼臨床試験）によ

り証明されている。作業関連疾患の疼痛管理に適

切な方法である。

※講演後、会場を多目的ホールに移し、実際に新

　経絡治療を受講者に指導いただいた。
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平成 26年度 学校保健講習会

講演
1. 最近の学校健康教育行政の課題について
文部科学省スポーツ・青少年局
学校健康教育課学校保健対策専門官　松永　夏来
　はじめに学校保健の歴史と概要に関して説明す

る。文科省では、学校保健安全法施行規則の一部

を改正する省令（平成26年文部科学省令第21号）

を平成 26年 4月 30日に公布した。改正内容は、

児童生徒等の健康診断、職員の健康診断及び就学

時健康診断である。

　児童生徒の健康診断の概要は、座高、寄生虫卵

の有無の検査を必須項目から削除、運動器に関す

る検査を必須項目に追加し、保健調査の実施を「小

学校入学時及び必要と認めるとき」から、「小学校、

中学校、高等学校、専門学校の全学年であり、幼

稚園、大学においては必要と認めるとき」に変更

するというもので、施行日は平成 28年 4月 1日

となっている。

　職員の健康診断の概要は、技術の進展や「水銀

に関する水俣条約」の採択に伴い、血圧の検査法

を水銀血圧計に限定しないよう改正、検査技術の

進展を踏まえ、胃の疾病及び異常の検査について、

胃部エックス線検査以外の検査法を新たに認める

よう改正するもので、施行期日は平成 26年 4月

30日である。

　就学時健康診断の概要は、予防接種法の改正に

伴い、就学時健康診断の「予防接種」欄に、新た

に定期接種とされた Hib 感染症、肺炎球菌感染

症接種を追記するもので、施行期日は平成 26年

4月 30日である。

　色覚の検査については、「児童生徒が自身の色

覚の特性を知らないまま就職等に際して不利益を

受けることのないよう、保健調査に色覚に関する

項目を新たに加えるなど、より積極的に保護者等

への周知を図ること等を求める」とある。

　日本学校保健会の「児童生徒の健康診断マニュ

アル改訂委員会」のスケジュールでは 27年度の

夏頃にマニュアルの配布を行い、平成 28年度か

ら施行する。

　がんの教育総合支援事業については予算が計上

されていて、平成 27 年度の予定額は 15,868 千

円である。

　次に、学校における教職員のアドレナリン自己

注射薬使用についての文科省の見解を説明する。

学校現場等で児童生徒がアナフィラキシーショッ

クに陥り、生命が危険な状態にある現場に居合わ

せた教職員が「エピペン」を自らが注射できない

本人に代わって注射する場合が想定されるが、当

該行為は緊急やむを得ない措置として行われるも

のであり、日本学校保健会発行、文科省監修の『学

校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライ

ン』において示している内容に即して教職員が注

射を行うものであれば、医師法違反とはならない。

　アナフィラキシーにエピペンを使用した結果

について、現在までの有効性と安全性に関して報

告する。アナフィラキシーの症状の転帰は回復が

69.8% 、軽快が 25.1% 、不明が 5.2% である。エ

ピペン注射液の有効性評価は改善が 82.2% 、不

変が 4.7% 、判定不能が 12.6 % である。有害事

象発現状況のありが 3.7% 、なしが 91.1% 、不明

が5.2%で、有害事象の発現頻度は3.7%と少なく、

また、起こった有害事象はすべて回復している。

　文科省としては、最終報告書に関する教育委員

会・学校の達成度フォローアップ点検、給食関係

と　き　平成 27年 2月 28 日（土）10：00 ～ 15：20

ところ　日本医師会館

報告：副  会  長　 濱本　史明

　　　常任理事　今村　孝子

報告：副  会  長　 濱本　史明

　　　常任理事　今村　孝子

報告：副  会  長　 濱本　史明

　　　常任理事　今村　孝子
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者向けの指針の作成を行い、日本学校保健会では、

ガイドライン要約版の作成、研修用の DVDを作

成した。また、平成 22年度から、学校等におけ

るアレルギー疾患に対する啓発講習会を（特に学

校管理職の参加を促すとともに）全国で開催して

いる。

　

2. 性に関する健康教育のあり方
　日本産婦人科医会常務理事　安達　知子

　2013 年の平均初婚年齢は、夫 30.9 歳、妻

29.3 歳であり、60年前と比較すると約 6歳高齢

化しており晩婚化が進んでいる。2030 年には男

性の 30%、女性の 20%以上が生涯未婚とされて

いる。ここで最近問題なのは、2013 年の母の年

齢別出生数が 14 歳以下で 51 人、15 ～ 19 歳で

12,913 人となっており、1975 年と比較すると

それぞれ 9 人、15,990 人で、15～ 19 歳では減

少しているが14歳以下は6倍近くになっている。

安全な妊娠・出産、健やかな子どもの成長を求め

るのであれば、妊娠・出産におけるリスクを避け

なければならない。妊娠・出産のリスクには妊産

婦の問題、児の問題、子育てにおける社会的リス

クの三つがある。

　特に子育てにおける社会的リスクには、母性確

立・愛着形成の不全、社会的・経済的な自立不可、

パートナーとの関係不良、児童虐待・育児放棄な

どがある。

　若年妊娠のリスクには性感染症（STD）がある。

性感染症は 10 代、20 代前半に多く、感染した

女性の健康障害を起こす。垂直感染で胎児や新生

児に感染症を来し、次世代の子どもたちに種々の

健康障害を引き起こす。

　2013 年度の全国の若年者の出産数、中絶数と

中絶率は、15 歳未満の出生数が 51 例で中絶数

は 318 例、中絶率は 86% となり、15 歳の出生

数は 184 例で中絶数は 1,005 例、中絶率は 85%

となる。特に 15歳以下（結婚できない年齢）の

望まない妊娠・出産をゼロにするために、思春期

の子どもたちにどのような健康教育をすべきか真

剣に考えてほしい。現在、中学校では出産と子育

てについては教えていない現状がある。また、人

工妊娠中絶手術がどのようなものか、そして、女

性の身体にどのような悪影響を及ぼすかも教えて

いない。

　思春期の望まない妊娠の結果は、人工妊娠中

絶、出産は子どもを乳児院か里子に出す場合があ

る。そして、日本では学業の中断となり、退学か

停学となる。また、パートナーとの関係の悪化が

離別へとつながり、そのことで体と心の痛手にな

り、望まれないで生まれてきた子は虐待のリスク

を背負うことになる。母体年齢別の周産期死亡率

（2013 年）が一番低いのは 25～ 29歳であるが、

19歳以下は倍以上になり 40～ 44歳と同等であ

る。

　高齢出産はさまざまな産科異常を伴い、妊娠前

からの異常や妊娠中の異常は出産適齢期と比較す

ると高率となる。最近 10年間の年齢別に見た妊

産婦死亡率（出産 10万対）は適齢期分娩を 4件

とすると、42 歳では 27.1 件、45 歳以上になる

と 54.9 件になる。高齢女性の帝王切開率は当然

上昇し、40歳以上では約 40.0% に上昇する（全

年齢の帝王切開率は約 20%）。自然流産について

は、一番低いのは 30 ～ 34 歳で 10.0% 、40 歳

以上は 41.3% に上昇する。

　現在、日本の子どもの 27 ～ 28 人に一人は生

殖補助医療（ART）で妊娠した子どもたちで、不

妊カップルに対しては大きな福音となるが、一方

で、ARTが増加することでハイリスク妊娠の増加、

医療経済の圧迫、子どもの福祉、倫理・法整備等、

種々の問題が生じる。対外受精によっても 35歳

以上で妊娠率は急激に低下し加齢とともに流産率

は高くなり、43歳以上になると過半数は流産し、

子どもが生まれるのはわずか 2.4% である。卵子

にもエイジングがあり 30歳頃から徐々に妊娠し

にくくなり、38 歳を過ぎると不妊治療に反応し

にくい。43 歳を過ぎると体外受精などの高度不

妊治療を行っても、自分の卵子で子どもを授かる

ことはほとんど無理である。子どもを持つ人生を

選択するなら、子どもを授かりやすい年齢で妊娠・

出産してほしい。そうすることによって母児のリ

スクも少なくなる。しかし、若い時に出産したら、

ワークの継続（社会におけるキャリア形成）は難

しくなる。

　発達段階に応じた性の健康教育を行わなければ
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いけないが、日本は性教育においては後進国であ

る。

思春期女子への大切なメッセージ

・あなたには男性と異なり、生命をはぐくむ大切

な仕組みがからだの中にあります。

・生まれてくる子どもたちは、皆、望まれて生ま

れてくることが大切です。

・今はまだ、生まれてきた赤ちゃんをあなたが育

てていくことが難しい時期です。

・不用意な性行動が、あなたを妊娠に導き、多く

の悩みを背負うことになります。

・生命を大切に、あなた自身を大切にして、将来

のあらゆる可能性を狭めることなく、思春期を健

康に過ごしてください。

　若い時からライフステージとキャリア形成に対

する行動プランを考え、また、安心して仕事と家

庭を両立できる社会環境を整えていくことが必須

である。

3. いじめ問題の背景としての性同一性障害
　日本精神神経学会
　　「性同一性障害に関する委員会」委員

　針間　克己
　Sexuality の構成要素には身体的性別、心理的

性別、性指向がある。心理的性別はジェンダー・

アイデンティティー（gender identity：性同一

性）ともいわれ、心理的な自己の性別認知であり、

「自分は男性である」、「自分は女性である」、「自

分は男性でも女性でもない」などがある。性指向

は sexual orientation といい、性的魅力を感じる

対象の性別により異性愛、同性愛、両性愛、無性

愛がある。男性同性愛者はゲイ、女性同性愛者は

レズビアンと呼ばれることが多い。性同一性障害

を GID（Gender identity disorder）、性別違和を

Gender dysphonia というが、このうち男から女

へをMTF（Male to female）、女から男へを FTM

（Female to male）という。

　性同一性障害は周囲と違うことでいじめられる

が、きっかけは、言葉や振る舞い、容姿や服装が

典型的ではないことである。MTF は、男性の好

むエロ話、スポーツ話、車の話などに興味がなく、

FTMは、恋愛話、おしゃれの話などに興味がなく、

それらの話題についていけない。当然、恋愛の対

象が異なり、MTF では男性が好きなことが多く、

FTMでは女性が好きなことが多い。

　学校ではこれら性同一性障害の可能性のある子

どもが、いじめられることが多く、先生もいじめ

に加担することがある。例えば「制服をきちんと

着ない」、「体育や水泳をさぼる」、「学校を休みが

ち」などで問題児とみなされる。いじめの種類で、

言葉では「おかま」、「ホモ」、「きもい」など、仲

間はずれ（しかと、ばば）になり、暴力をふるわ

れたり、持ち物を隠されたり捨てられる。また、

自分がいじめられないように、いじめに加担する

場合もある。

　性同一性障害者の自殺関係事象の経験率は、自

殺念慮が 60 ～ 70% 、自殺企図が約 10％、自傷

行為が約 15% 、過剰服薬が 7～ 9% である。自

殺関係事象の発症年代は、7歳くらいから始まり、

特に自殺念慮の高いのは 13～ 15歳くらいで 22

歳を超えると減少してくる。

　人口の数パーセントはセクシャルマイノリ

ティーであり、クラスに一人はいることになる。

学校での望まれる対応は、同性愛者やまだ分から

ない人もいることを認識して、性同一性障害者を

探し出すことではなく、いじめ問題の背景の一つ

に、性同一性障害の問題があることを認識してい

ただきたい。

［報告：濱本　史明］

シンポジウム
　テーマ「新たな定期健康診断を巡って」
1. 学校保健安全法施行規則の一部改正による新
たな健康診断　
　社会福祉法人恩賜財団母子愛育会
　　　　　　日本子ども家庭総合研究所所長
　東京大学名誉教授、大阪教育大学客員教授　　

　　　　　　　　       衞藤　　隆
はじめに

　学校医の職務は学校保健安全法施行規則に定め

られており、現在では健康増進に主眼を置いた医

学の専門家としての役割が期待されている。平成

25 年度から文部科学省にて学校における健康診
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断のあり方について再検討がなされ、平成 28年

度からその内容が変更される。 　　

1. 学校の健康診断に関する検討と規則改正

　文部科学省に設置された「今後の健康診断の在

り方等に関する検討会」の意見を受け、平成 26

年 4 月に「学校保健安全法施行規則の一部改正

等について」の通知がなされた。

児童生徒等の健康診断

（1）検査の項目並びに方法及び技術的基準

　座高と寄生虫卵の有無の検査を必須項目から削

除、「四肢の状態」を必須項目に加える。

　四肢の状態検査の際は、四肢の形態及び発育並

びに運動器の機能の状態に注意すること。

（2）保健調査

　保健調査の実施時期は、小学校入学時及び必要

と認めるときから、小学校、中学校、高等学校及

び高等専門学校においては全学年、幼稚園及び大

学においては必要と認めるときとする。

　座高：身長曲線・体重曲線の活用を前提として

　　　　省略可能。今後、身長曲線・体重曲線の

　　　　活用の普及促進が課題。

　寄生虫卵：虫卵検査の検出率には地域性があり、

　　　　　 陽性者の多い地域では今後も実施す

　　　　　 ること。

　「四肢の状態」：概念としては「運動器の検診」。

保健調査票等を活用し、家庭における観察を踏ま

えること。実施に当たって、担任、保健体育の教

諭、養護教諭、学校医等に対して、整形外科医等

の専門的な立場から、研修等によって助言を得る

機会を積極的に設けることが重要。

2. 職員の健康診断

　次の 2点の変更あり。

　　・血圧の検査方法については、水銀血圧計以

　　　外の血圧計が利用できる。

　　・胃の検査方法については、胃部エックス線

　　　検査に加えて、医師が適当と認める方法を

　　　新たに認める。

3. 就学時の健康診断

　予防接種の欄に Hib 感染症と肺炎球菌感染症

の予防接種を加えた。

おわりに

　現在、日本学校保健会において『健康診断マニュ

アル』の改訂作業が進行中であり、26 年度内に

完成予定である。今は新たな健康診断についての

理解の促進、実施体制の構築とその準備の時期で

ある。

2. 必須項目としての座高削除と成長曲線の活用
　　東京女子医科大学名誉教授
　　　　・和洋女子大学学校医　村田　光範

　健康診断において、座高測定が個々の児童生徒

の成長評価にほとんど用いられていないこと等に

より、必須項目から削除された。そのことによる

問題は何も生じない。身長と体重の測定値を個々

の児童生徒の健康管理に活用するためには、身

長・体重成長曲線（以下、「成長曲線」）を描かな

いかぎり、これらの測定値の適切な活用はできな

いことの認識が必要である。個々の児童生徒が正

常に成長していることを確認することは極めて重

要であり、成長曲線に異常があれば、必ず病的な

状態であるので、早期発見により治療に結びつけ

ることができる。成長における形態の変化として

最も分かりやすいのは身長と体重であり、身長の

伸びと体重の増加には規則性がある。その規則性

を具体的に示したものが成長曲線である。成長曲

線が活用される基盤として、日本人小児の成長曲

線基準図並びに肥満とやせの判定基準の確定、成

長曲線を描く手段として高性能のパソコンの教育

現場での普及、成長曲線に基づいた正常な成長で

あることの確認と異常な成長の判定が可能である

ことがあげられる。なお、成長曲線としては、平

成 12年度の乳幼児身体発育調査及び学校保健統

計調査に基づくものを用いること。

　今後、成長曲線を児童生徒の健康管理に活用す

るには、すべての児童生徒の成長曲線を描くこと

が必要であり、また、健康管理に関する実践の方

法と成果を現実的なものにするには、パソコンを

用いて身長・体重のデジタルデータを活用するこ

とが必要である。加えて正常な成長を評価すると

同時に、成長異常に適切に対応できる体制づくり
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が必要である。

3.「四肢の状態」の必須項目とその意義
　　日本学校保健会理事・横浜市医師会会長　

古谷　正博
　子どものスポーツ医学的課題として、身体活動

の二極化がみられ、それぞれに健康上の問題があ

る。体力・運動能力の低下とともに、肥満等の生

活習慣病の増加が深刻な社会問題となっている。

一方、運動過多などに起因するスポーツ障害が後

を絶たない。運動器の傷害や疾病・機能不全が、

必ずしも早期発見（早期治療）されていない。学

校において外傷や障害を生じた場合の不適切な取

扱い事例が少なくない。また、子どもの体力低下

の原因は、外遊びやスポーツの重要性の軽視（国

民の意識の問題）、都市化・生活の利便性等、生

活環境の変化、睡眠や食生活等の子どもの生活習

慣の乱れ等のさまざまな要因が絡み合って、その

結果として子どもが体を動かす機会が減少してい

るためとされている。子どもの体力向上推進事業

（文部科学省）が平成 15年から実施され、スポー

ツ振興基本計画にも子どもの体力の向上方策が記

載されている。また、平成 7年度より実施され

ている児童生徒の健康診断の項目として、①脊柱、

胸部の疾患及び異常の有無、②脊柱側わん症等に

留意するとともに、骨、関節など四肢の状態にも

注意を払うことが望ましい、③胸郭「扁平胸」、「漏

斗胸」、「鳩胸」等の例示は削除が望ましいとされ

た。今日、骨・関節など運動器に関するさまざま

な課題が増加しており、これらについて学校の健

康診断での対応が必要とされる。学校健診におけ

る今後の方向性としては、保健調査票等を活用し、

家庭における観察を踏まえた上で、学校側がその

内容を学校医に伝え、学校医が検診をするという

対応が適当であり、異常が発見された場合、保健

指導や専門機関への受診など適切な事後措置が求

められる。実施に当たっては、担任・保健体育の

教諭・養護教諭・学校医等に対して、整形外科医

等の専門的な立場から助言を得る機会を積極的に

設けることが重要とされる。「おとなになって問

題となる運動器疾患をチェックする」には、①背

骨が曲がっている、②体の動きの悪いところがあ

る、③体の痛むところがある、④立ち方、歩き方、

しゃがみ込み方がぎこちない、の 4項目のチェッ

クが必要である。

4. 保健調査の充実とそのあり方
大分こども病院院長　藤本　　保

　学校健診は、短時間に大勢の児童生徒を対象

に精度の高い健康診断が求められる。学校保健安

全法施行規則によると、保健調査は学校健診を的

確で円滑に実施するために、必要と認められると

きにあらかじめ児童生徒の発育・健康状態等に関

する調査を行うものとされている。保健調査票の

利点として、①事前の健康情報の把握、②健康診

断の精度の向上、③保護者・学校医・養護教諭な

ど関係者の連携強化、④現代的な健康課題の把

握（アレルギー疾患・発達障害・生活習慣病等）、

⑤情報の継続性、⑥事後措置、⑦保健調査の平準

化による学校医の効果的で能率の良い情報共有が

可能とされる。また、保健調査項目を検討する上

での留意点としては、①地域差が出ないよう最低

限の質問を漏らさない、②小学校入学時の健康診

断データを基礎データとして、質問票をスクリー

ニング用（感度）と専門用（特異度）に分けるこ

とが望ましい、③客観的な質問とする、④設問が

医療対象になりそうなレベルまで閾値を上げるか

どうかを吟味、⑤小学校においても（中学校のよ

うに）、既往歴、発育の様子、予防接種の記録な

どの要不要の検討、⑥小学校の場合は、母子手帳

の予防接種情報を必ず転記する、⑦「結核問診

票」、「学校生活管理指導表」、「わたしの健康手帳」

等の資源との連携、有効活用及びそれらの組合せ

に留意することが大切である。保健調査票（案）

として、精度の高いデータベース機能を持つ網

羅性の高いもの、実際の健康診断で使用する効率

性の高いもの及びさらなる効率性を高めたものの

3パターンが示された。

5. 学校における色覚の対応について
日本眼科医会常任理事　柏井　真理子

　学校での色覚検査の歴史としては、大正 9年

に児童身体検査規定で在学中、一回は色神検査の

実施、昭和 33 年から学校保健法にて毎年一回、
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色神検査の実施、その後、進学時調査書から色

覚の項目が削除され、平成 7年には 4学年のみに

実施とされ、平成 14年からは学校健康診断にお

ける色覚検査の実施義務が全廃された。児童・生

徒保護者の事前同意を得ての検査は可能だが、平

成 15年度以降ほとんどの学校で検査が実施され

なくなった。そして 10年が経過した今、教職員

の色覚異常への関心は薄れ、表示方法や学習・進

路に対する指導上の十分な配慮や学校における色

のバリアフリーは十分に行われていない現状であ

る。学校生活での例としては、黒板の赤いチョー

クを読みとばす、色間違いをして「ふざけてはだ

め」と先生に注意された、級友にからかわれた等

がある。進学・就職での例としては、工業学校に

進学して色覚異常を指摘され困惑、警察官になる

試験を受けた際に色覚異常を指摘、美容専門学校

を希望したがヘアカラーの区別が困難で断念、調

理学校入学願書、写真を扱う仕事への応募で色覚

異常の有無が問われた、等がある。平成 23年度

には生徒のほとんどが学校での色覚検査を受けな

いまま高校 3年生となり、進学・就職と向き合

うことになった。平成 27年度には大学 4年生が

同様の事態となる。自らの色覚異常に気付かない

生徒が就職・進学に際して被害を受けるケースが

増え、混乱を招くことが懸念される。先天性色覚

異常の頻度としては日本人男性の 20 人に 1人、

日本人女性の 500 人に 1人とされている。異常

程度の強い子どもの保護者の 4割、軽い子ども

の保護者の 9割が学校での健診結果を聞くまで

気付いていないとされ、希望調査表により保護者

に色覚検査を周知することが大切である。色覚検

査を勧める時期としては、なるべく低学年（小学

1年生の秋以降）、小学校で検査を受けなかった

場合は進学・就職などの進路を考え始める中学生

での実施が望まれる。色覚異常を疑われた児童生

徒への事後措置としての眼科医の役割としては、

正しい診断により、色覚異常と上手く付き合える

ように色の誤認や生活上の指導をし、進学・就職

の助言や必要であれば遺伝相談にも対応すること

である。自身の色覚の特性を知り対応することは

大切で、そのためには学校での色覚検査は必要で

あり、その体制を整えることが望まれる。より多

くの人が正しく色覚を理解し、色のバリアフリー

（板書では白と黄が、ホワイトボードでは青が見

えやすい等）を推進すべきである。

総合討論
　平成 28年度実施の新たな定期健康診断に対し

て、「『四肢の状態』検査の実施準備としての研修

時期（夏休み頃が目安に）を考慮してマニュアル

を早急に決定してほしい」、「定期健康診断での運

動器検診には時間的問題がある」、「そもそも四肢

の状態チェックは over use かロコモか」、「成長

曲線を利用するにはまず学校でのデータのデジタ

ル化が必要」、「データの小学校から中学校へのス

ムーズな移行がどうしたらできるのか」、「健康調

査はまず養護教諭がチェックするのか」等の意見・

質問があった。

［報告：今村　孝子］
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第 120 回地域医療計画委員会
（平成 26年度第 2回）
と　き　平成 27年 2月 12 日（木）15：00 ～

ところ　山口県医師会 6階会議室

[ 報告 : 常任理事　弘山　直滋 ]

協議事項
1. 地域医療構想（ビジョン）策定について　　  
県地域医療推進室　宮村室次長　地域医療ビジョ
ンの概要は、二次医療圏ごとに将来の医療需要の

予測を踏まえて目指すべき医療提供体制を示し、

医療計画の一部として地域医療構想（通称、「地

域医療ビジョン」）を策定する。

　主な内容は、団塊の世代がすべて 75歳以上と

なる 2025 年を目指して策定する。入院・外来別

の疾患別患者数、目指すべき医療提供体制、具体

的には二次医療圏ごとの必要病床数、４つの区分

（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）の病床

必要数、在宅医療の患者数などのツールを示す。

なお、在宅医療については市町ごとになる。目指

すべき医療提供体制を実現するための施策につい

て定める。

　現在、国の「地域医療構想策定ガイドライン等

に関する検討会」が、既に昨年９月から７回開催

されており、本日、８回目の検討会が開催されて

いる。現在の検討状況で特筆すべきところは、将

来の医療需要及び各医療機能の必要量の推計方法

である。高度急性期から回復期は、DPC のデー

タ等にもあるのでレセプトデータを基に投入量を

分析する。具体的には患者一人当たりの診療報酬

から入院基本料とリハビリ関係を除いた出来高

で、具体的に“どの程度までが高度急性期で、急

性期と回復期の間はどこだ”といった形で点数が

設定されるようになり、具体的にその辺りの点数

が示されてくると思われる。

　現在、一番の気がかりは、慢性期と在宅医療の

必要数を国がどう考えているかである。国は、現

在の回復期、慢性期を担っている療養病床にかな

り地域差があるということを盛んに言っている。

地域差が生じている誘因である一定の幅の中で

必要となる目標を設定する。具体的には、10 万

人当たりの入院受療率については、山口県は高知

県に次いで全国第２位で、中央値に比べても２倍

以上の受療率である（一番低いのが長野県）。第

7回検討会では、地域で受療率にかなり差がある

ので入院受療率を縮小させていく案が示されてい

る。考えられている案は、最大二次医療圏を全国

最小の長野県レベルに縮小することによって設定

しようとするＡ案と、最も高い県の受療率を全国

中央値レベルまで縮小し、二次医療圏ごとに全国

最小との差を等比的に低下するＢ案の二通りの考

え方がある。激減緩和措置を設けないと、地域に

そのまま示したのでは議論が進まないと思ってい

る。医療費適正化の絡みなどさまざまなことがで

てくるが、最終的には地方の裁量に任せるような

方向で、目標値は示すがあくまでも参考とし、そ

れを基に地域でどう考えていくのか地域に任せら

れるのではないか。在宅医療の基盤がどうなのか、

回復期はどうなのか。３月末にはガイドラインを

まとめ、今後、慢性期と在宅医療の患者数を国が

どのように推計しようとしているのか、かなり注

視していかなければならない。

　以上の推計を基に、医療圏間で供給される医療

機能を考慮し、例えば、入院流出等をどのように

考えるのか、現在、流出している状況を良しとす

るのか、それとも、もう少し流出を止めて自らの

医療圏内で提供すべきなのか、そういった点を考

慮して各医療圏の必要病床数を算出していくこと

になる。

　地域医療構想を策定するプロセスでは、策定を
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行う体制を整備し、構想区域を設定し客観的デー

タに基づき構想区域ごとに医療需要を推計した

上で、医療需要に対する医療供給を検討し、必要

病床数を推計する。必要病床数と病床機能報告制

度による集計数を比較し、あるべき医療提供体制

を実現するための施策を検討する。昨年 10月に

行われた病床機能報告制度の中間集計結果は、今

年1月時点の集計済は届出病院数の92％である。

まだ若干の未提出や、報告済みではあるが数字が

精査できていないところがある。全県状況につい

ては、回復期は 8.0％と相当少ない。６年後は、

やや動かす施設もあるようだが、まだまだ動きが

鈍い。慢性期は 43.1％とかなり多い。初めての

報告制度であるため定性的な基準しかない。高度

急性期の定義がないため、自己申告制になってお

り、医療機関からの報告の仕方が違う。まだ１回

目のため参考として見ていただきたい。

　岩国医療圏は高度急性期がかなり多い。柳井

医療圏は高度急性期がなく慢性期が県内で一番多

い。周南医療圏、山口・防府医療圏、宇部・小野

田医療圏は、それぞれの機能がほどほどにある。

下関医療圏は少し慢性期が多い。長門医療圏は極

端で急性期と慢性期のみで回復期がない。萩医療

圏も同様で急性期と慢性期で、ほんの少し回復期

がある状況である。かなり圏域によりバラつきが

ある。今後、ビジョンの検討過程において県が各

圏域の状況を分析していく。

　協議の場の設置と運営方法について説明する。

ここでいう「協議の場」は、地域医療ビジョンを

策定後、その実現のために圏域で医療分化連携を

図るために設置するとなっている。法律ではあく

までも策定後の協議の場である。ただ、国は構想

策定の段階から協議の場を設置し、意見を取りま

とめることが望ましいとガイドラインに書き込む

ようである。本県も医師会や病院団体、医療保険

者等を基に必要なメンバー参加について要請して

いく。具体的には地域の病院・有床診療所の病床

機能に関する協議を行うようになっている。医療

提供体制を実現するための施策は、医療介護総合

確保基金などを使って病床の機能分化・連携の推

進、在宅医療の充実、医療従事者の確保・養成に

ついて定めるようになっている。

　県としては、構想区域を現行の二次医療圏で設

定する考えである。構想策定する段階から幅広く

医療関係者の意見を聴く必要があることから、各

圏域に４月早々に協議会を設置する。これまで保

健所が担っている医療対策協議会は、現在は急性

期病院が中心になっているが、今後は慢性期など

いろいろな機能を担っている病院にも参画いただ

きたい。近々、各保健所から郡市医師会等に話が

あると思う。できれば４月の早い段階で設置し、

さまざまなデータを示しながら、可能であれば

27年度中にビジョンを策定していきたい。
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弘山　改正医療法が成立したのは昨年６月、病床

機能報告制度が始まったのは 10月であり、やっ

とそのデータが出てきたばかりでわからないこと

が多い。

長岡委員　国のガイドラインが３月中のため、ま

だはっきりしていないので言えないこともあると

思うが、病床機能をどういう方向に持っていくか

を協議の場で十分議論してもいいということか。

県　当然であるが、県が最終的に定める。ただ、

地域の場で十分議論した上で決めていきたいと考

えている。

長岡委員　協議の場で最終的に調整するのではな

く、県に上げることになると思われるが、権限は

どの程度あるのか。調整がつけば簡単であるが、

なかなか難しい。最終的に、県に調整役になって

もらえるのか。

県　調整には二通りあるが、構想策定をする段階

と、できた後の協議の２段階がある。できた後の

調整は難しい。具体的には、どの医療機関がどの

機能を担うのかは当然話し合ってもらう。法律上、

県に新たに権限ができているが、調整する立場

になるとなかなか難しい。県としては、（協議の）

中に入り、話し合いながら進めていく。

弘山　日本医師会地域医療対策委員会に参画して

おり、先日の委員会で模擬調整会議を行った。地

域の病院機能や医師数など模擬データを示し、出

席者には県・郡市会長・病院代表等の役割を振ら

れ、模擬調整会議を行ったが、模擬でも諸事情が

出てきて難しかった。日本医師会は、“現状と著

しく変更することがないように 2025 年に向かっ

てゆっくり収斂でいいのではないか”、“経営が絡

んでくるのですぐに変更できない”など、そのあ

たりを協議の場で調整していってほしいという意

見であった。

小林委員　高度急性期、急性期などの定義の一本

化は重要である。そうでないと、協議が前進しな

いと思われる。

県　病床機能報告制度では、高度急性期と急性期

の境が曖昧である。中間報告の見方としては、高

度急性期と急性期を足した状態と回復期及び慢

性期の３区分で見ると実際に近いのではと思われ

る。地域で検討に入るまでには県で詳細を提示で

きるようにしたい。

小林委員　「療養病床の都道府県別の性・年齢階

級調整入院受療率（間接法）」で、東日本が少なく、

西日本が多いことの解釈が成り立てば、目標があ

る程度立てやすい。

県　国の第７回検討会で、そのあたりの相関関係

を検討している。一つ本県に当てはまることは、

単身高齢者が多いことと入院受療率に相関関係が

あるが、実態は分かっていない。

 （注）国の第８回検討会（2月 12日開催）では、

医療機能別病床の必要量を算出するため、診療報

酬の出来高点数に換算した医療資源投入量は、入

院基本料相当分を除いた点数として、高度急性期

と急性期の境界は 3,000 点程度、急性期と回復

期の境界は 600 点強、回復期と慢性期及び在宅

医療等の境界は 225 点程度とし提示している。

２. 新たな財政支援制度（地域医療介護総合確
保基金）について　　　　  
県地域医療推進室　宮村室次長　26 年度、新し
く消費税増収分を財源として都道府県に基金を造

成する。平成 26年度は、全国 904 億円、国 2/3 、

都道府県も地方消費税の増収分があるため 1/3

を負担する。都道府県が策定した計画に基づき実

施する。昨年10月に策定した事業計画に基づき、

国から交付金を受け基金を造成している。

　対象事業は、①地域医療構想の達成に向けた医

療機関の施設又は設備の整備に関する事業、②居

宅等における医療の提供に関する事業、③介護施

設等の整備に関する事業、④医療従事者の確保に

関する事業、⑤介護従事者の確保に関する事業、

質疑応答
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となっている。なお、26 年度は、①、②、④が

医療の対象であり、27 年度から介護の③、⑤が

対象になる。

　平成 26 年３月末頃から関係者に説明を行い、

事業提案を聴取した。地域医療構想の達成に向け

た医療機関の施設又は整備に関する事業では、平

成 27年度に地域医療ビジョンをつくるので、基

本的には、平成 28年度以降に施設・設備整備事

業等を実施するが、できるところは一部実施する

よう予算を計上している。在宅医療として、医療

と介護の連携推進など地域包括ケアシステムの構

築に向けた取組みを推進していく。医療従事者の

確保に関する事業は、従前の国庫補助事業等を中

心に取組みを推進していく。27 年度は、基金を

活用して医師確保や看護師確保に従来より少し拡

充して取組みを進めていきたい。

　具体的な基金の造成額は 906,470 千円で、こ

れはヒアリング時点による国の内示額である。県

の 11月議会、12月補正予算計上になったため、

県事業は、26年度に 763,961 千円を予算化して

いる。基金は国の内示額を積み立てている。

　平成 26年度の地域医療介護総合確保基金事業

の新規事業である医療介護連携推進事業は、本来、

医療と介護の連携は、27 年度以降は市町で地域

支援事業として介護保険等を財源として行う事業

であるので、この基金で実施できるのは 26年度

だけになる。地域の現状・課題等の把握事業は下

関市、多職種合同の研修会、事例検討会等の開催

事業は宇部市と周南市に委託している。講習会等

の開催は県が実施する。27 年度は市町が地域支

援事業として予算を計上し、この事業を実施する

ことになる。

　地域医療連携情報システム活用構想策定支援事

業については、下関や宇部・小野田圏域は診療デー

タを診療所等で閲覧できる地域医療情報連携シス

テムができているが、これを介護まで含めたシス

テムに活用するよう支援する。いきなりシステム

構築をするのではなく、関係者が協議しながらど

ういったシステムにするか、構想策定経費として

11月補正で予算計上した。26年度は下関及び萩

医療圏で 300 万円で実施してもらう。27年度は

更に拡大して行い、実施については関係医師会と

調整しているところである。

　在宅医療提供体制構築事業は、在宅医療の提供

体制を整備するための事業で、地域の中核病院が

在宅医療の後方支援を行うことを想定している。

そういった病院が主体となって、かかりつけ医等

が行う訪問診療や往診の体制をとってもらう目的

で連携体制の構築、協議会の開催や医師に対する

在宅医療の啓発、基金の活用方法等も含めた啓発、

新規参入する医師に対する支援体制などの相談窓

口設置の支援体制、地域住民への普及啓発などを

行う。県が各圏域の病院に委託して在宅医療提供

体制を整備する事業を始めており、現在、９病院

で実施している。なお、すべての圏域で実施した

かったが体制が組めなかったので 27年度も継続

し、28 年度までの３か年で（在宅医療提供）体

制をとりたい。

　27 年度の予算案は、医療分は 26 年度と同額

の 904 億円、介護分 724 億円と合わせて総額

1,628 億円になる。

　スケジュールとしては、医療分は当初予算で計

上している。介護分については、規模、事業例が

まだ示されていないため、今後、ヒアリングを経

て、国予算成立後、具体的に要綱等が出てくる。

介護分・医療分について国の内示があり、７月中

に交付決定となる。国のスケジュール通りになれ

ば、県では９月補正で予算計上できる。介護事業

及び新規事業も予算化できて半年間、事業が実施

できる。

県長寿社会課　金本主査　介護分について説明す
る。介護分 724 億円のうち、（地域医療介護総合

確保基金を活用した）介護施設等の整備として、

全国で 634 億円を国 2/3 、県 1/3 の負担割合で

調整する。地域包括ケアサービスの構築に向けて、

都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進するための支援を行う。

　対象事業は、①市町計画に基づき対象施設に

地域密着型特養やグループホーム、地域巡回・随

時対応型訪問介護看護などの施設整備に対する助

成、②介護施設の開設準備経費等の支援、③特養

多床室のプライバシー保護のための改修等による
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介護サービスの改善について、基金が充てられる。

1月 16 日に提示され、まだ単価等も示されてい

ない状況である。

　介護従事者の確保に充てられる基金は全国で

90億円（国 60億円、県 30億円）である。地域

の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援する

ため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入

促進」「資質の向上」「労働環境・処遇の改善」に

資する事業を支援し、事業メニューの 18項目が

対象になる。これまで予備費や補正予算で実施し

てきた基金事業を大幅に充実・拡充する。

　介護分の今後のスケジュールが今回初めて示さ

れた。計画の作成については、特に施設面で影響

のある市町、各団体の意見も聴いて作成する。医

師会も含めて県内 30 団体に情報提供した上で、

事業提案を聴き、事業者に精査している状況であ

る。国が早めに対応すれば、県も早めに対応した

い。

　26 年度の当初予算は、継続分を中心に必要最

小限の事業を計上している。今後、新規事業につ

いては必要な時期に補正予算を計上し、27 年度

から実施する。

長岡委員　27 年度医療分の新規事業の公募はな

いのか。

県　新たに行う事業は当初予算に計上する。26

年度に基金が創設され、３か月の事業期間であっ

たが、要望のあったものは一つひとつ検討してい

る。27 年度は、以前から要望されていたものを

踏まえて実施できる事業もあり、引き続き検討し

ていく事業もある。

長岡委員　４月からの事業の公募はなかったよう

に思うが。

県　平成26年度にいただいた事業提案に基づき、

昨年の 10 月 16 日開催の郡市医師会長会議にお

いて、今後の対応方針を県から示させていただい

た。この対応方針に基づき27年度以降実施する。

28年度当初予算については、27年度に改めて要

望をいただく。

長岡委員　26 年度しか公募を行わなかったとい

うことだが、27 年度は継続事業を行うがそれ以

外は公募しない、のではすっきりしない。われわ

れも新たに実施したい事業もあるかもしれず、公

募しないのは納得できない。また、平成 27年度

介護分に対する公募はどうなったのか。

金本（県）　短期間ではあったが、１月中に県内

30 団体と市町に対して、国の事業内容の説明と

提案があればということでお願いしている。ただ、

内容が介護に特化しており、現在提案されている

のは介護支援専門員協会や老人福祉施設及び老人

保健施設の団体が中心である。各市町には通知し

た上で全市町の担当者に口頭で説明している。

長岡委員　われわれも下関市に前もって要望を出

しているが、（下関市の）担当者から、県から正

式に通知がないと言われた。

県　高齢福祉施策を担当している課であるので、

横の連絡がないのかもしれない。

長岡委員　通知がちぐはぐなためよくわからな

い。われわれも市に要望を提出しているのに伝わ

らない。

県　下関市から要望は出ていないし、少し待って

ほしいという連絡もない。確認はしてみる。

長岡委員　要望の要点は、地域包括ケアの推進で

あり、人材育成と介護と在宅医療の調整推進事業、

介護と在宅医療のデータ収集事業である。基金に

見合った事業に修正し直すことにしている。

県　（市に）確認してみる。

小野委員　在宅医療・介護連携推進事業では現

在、多職種合同研修会を開催している。27 年度

からは県を通さずに市と直接話合いをすればいい

のか。

質疑応答
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金本（県）　地域支援事業のメニューの一つにな

る。基本的には市の予算に計上して行う。市の予

算財源として、県と国が法定割合で支出するよう

になるが、基本は市の事業になる。

小野委員　地域医療連携情報システム活用構想

策定支援事業は、CT 画像を共有するようなシス

テムなのか、それともクラウドを使用して情報を

ネットワークで共有するような、全部を含めたシ

ステムになるのか。

廣川（県）　現在、５郡市医師会が地域医療連携

情報システムを構築している。その事業を拡充・

拡大して医療連携だけでなく、介護との連携に

バージョンアップして活用していくのがこの事業

である。残りの３圏域には医療情報システムがな

いので、新たに作るということであれば支援を検

討する。

小野委員　在宅医療提供体制構築事業は、地域の

病院が在宅医療を推進するためにバックアップす

ると理解している。病院が在宅医療を指導すると

いうことになると思われるが、在宅医療を行って

いない勤務医が在宅医療について理解できるのか

疑問である。

廣川（県）　在宅医療の推進では、在宅医療に取

り組んでもらう方をどうやって拡大していくのか

が課題の一つである。具体的には、訪問診療・往

診に新たに取り組んでもらう方を増やす方策につ

いて、合意のあった圏域から進めている。圏域の

中で、在宅医療に取組んでいる病院があるので、

その病院に核になってもらい、かかりつけ医に在

宅という観点で在宅医療・訪問診療を指導的な取

組みで拡大するようアシストしてもらうことをお

願いする。機器の使い方や相談の仕方、病態変化

時の病床支援など相談体制の作り方等について、

現在行っている地域の核になってもらい、周りに

広げていくというイメージである。手上げした病

院は、在宅医療に力を入れているというところで

エントリーされたと理解している。

3. 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）
について
県長寿社会課　坂田主任　認知症施策については
平成 25年より認知症施策推進５か年計画、いわ

ゆるオレンジプランによって進められている。平

成 25年 12月に「G8認知症サミット」がロンド

ンで開催され、その後継イベントが東京で開催さ

れた。その際、安倍総理から厚生労働大臣に認知

症に対して国家戦略を策定する旨の指示が出され

た。その発言を受けて、本年１月末に認知症施策

推進総合戦略（新オレンジプラン）が公表された。

改定のポイントは、新オレンジプランの基本的な

考え方として、認知症の人の意志が尊重され、で

きる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく

暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

7つの柱は、①認知症に対する理解を深めるため

の普及・啓発の推進、②認知症の容態に応じた

適時・適切な医療・介護等の提供、③若年性認知

症施策の強化、④認知症の人の介護者への支援、

⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくり

の推進、⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リ

ハビリテーションモデル、介護モデル等の研究開

発及びその成果の普及の推進、⑦認知症の人やそ

の家族の視点の重視、である。①から④は、オレ

ンジプランの継続・拡充、⑤～⑦は、新しい柱で

ある。

　新しい取組みとして、認知症に対する社会の

理解を深めるため全国的なキャンペーンを展開、

認知症サポーターの養成と活動を支援するため、

29年度末までに数値目標を引き上げる。

　また、かかりつけ医認知症対応力向上研修や認

知症サポート医の受講者数の目標値が引き上げら

れる。認知症初期集中支援チームの設置では、平

成 30年度からすべての市町で実施する。認知症

対応力向上研修の対象職種が拡充され、歯科医

師、薬剤師、介護職員が対象になる。新たに新任

の介護職員等向けの認知症介護基礎研修が実施さ

れる。

　さらに、医療・介護連携のマネジメントのため

の情報連携ツールの例を国に提示し連携の推進を

図る。地域包括支援センターと認知症疾患医療セ

ンターとの連携の推進も含めて、認知症に対する
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医療と介護の連携推進役となる認知症地域支援推

進員も平成 30年度からすべての市町で導入され

ることになる。

　若年性認知症施策の強化や認知症の人の介護者

への支援は、従来のオレンジプランを継続して実

施する。認知症を含む高齢者にやさしい地域づく

りの推進では、大きなポイントとして安全確保が

挙げられる。詐欺などの消費者被害の防止、行方

不明者の早期発見・保護などを含めた対策に取り

組んでいくことが新しい要素となる。

　認知症の予防法等の研究開発については、国が

省庁を横断して取組み、平成 32年頃までに日本

初の認知症根本治療薬の治験開始を目指すとして

いる。初期段階の認知症の人の実態調査を国が実

施、認知症の施策の企画・立案に対して認知症の

人やその家族の視点を取り込むことが示されてい

る。

　今回の新オレンジプランの発表に合わせて、認

知症の人は、平成 24年の 462 万人が 2025 年に

は約 700 万人になるという新たな将来推計が出

された。3月には国から詳細な説明が行われる。

小林委員　認知症サポーターのレベルアップの支

援には地域包括支援センターが有効と考える。

長岡委員　新オレンジプランに対する県の対応を

伺いたい。また、身体症状を有する認知症の方へ

の対応について急性期病院では困っているので、

県の方針を教えてほしい。精神科医等との相談窓

口が設置されるとよい。

県　今回、人材育成が強化されており、医師向

け研修を含め専門職や地域の人材の養成にこれま

で以上に強化が図られる。新たに研修対象になっ

た歯科医師、薬剤師、看護師及び新任の介護職員

に対する研修実施も考えていきたい。認知症初期

集中支援チームや認知症地域支援推進員の配置へ

の取組みに関し、先進的な地域の情報提供などを

行っていく。認知症疾患医療センターの設置・推

進を図る。若年性認知症の早期発見・早期診断・

相談体制の充実に取り組んでいきたい。

県　一般病院の方に認知症に関する研修を現在実

施している。ただ、一般病院で認知症の方の対応

には難しい面もあるので、相談窓口の設置は今後

検討したい。

前川副委員長　認知症の症状については、すべて

進行する方ばかりではなく、治る方もいるので選

別する必要がある。

河村専務理事　認知症初期集中治療チームは、こ

れから構築段階にある。

弘山　県医師会では、２年前から救急病院の医師

と精神科医師とで救急現場における精神科疾患を

持っている患者の身体救急について、協力関係が

得られないかということで話し合いの場をもって

いる。まだ具体的にどのような協力をするかとい

うところまではいっていない。有効な解決策がな

い。

小野委員　認知症の場合、PTSD で夜中に暴れる

ので、専門病院では受けてもらえない。認知症の

人の付添婦さんに認知症のサポーター研修を受講

してもらい、知識を深めてもらうことが重要であ

ることから、今後は付添婦さんの活用などを要望

する。

閉会
弘山　山口県では、在宅療養支援診療所、在宅療
養支援病院が少なく、入院患者が多い。地域医療

ビジョンは、国の資料などを参考に、各地域で内

容を精査・検討いただき、協議の場（地域医療構

想調整会議）で協議いただきたい。

質疑応答
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日本医師会綱領

　日本医師会は、医師としての高い倫理観と使命感を礎に、人間の尊厳が

大切にされる社会の実現を目指します。

　　１．日本医師会は、国民の生涯にわたる健康で文化的な明るい生活を

支えます。

２． 日本医師会は、国民とともに、安全・安心な医療提供体制を築き

ます。

３． 日本医師会は、医学・医療の発展と質の向上に寄与します。

４． 日本医師会は、国民の連帯と支え合いに基づく国民皆保険制度を

守ります。

　　以上、誠実に実行することを約束します。

　　　　　　　　（平成 25 年６月 23 日　第 129 回日本医師会定例代議員会）



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

362

　2月下旬になるとスギ花粉が多く飛び始め、鼻

水、くしゃみ、鼻閉、目の痒みがひどくなります。

毎年のことながら鬱陶しい日が続きますが、3月

末には桜が咲き始め、本号が皆様のもとに届く頃

には葉桜となり、桜の花びらを運んでくれる綺麗

な風が舞っていることでしょう。桜を題材とする

俳句には、ここで紹介できないくらい素晴らしい

句がたくさんありますが、最近感銘を受けたのは

次の句です。

　「中空に止らんとする落花かな」中村汀女

　さて、現実に目を移しますと、日本の社会保障

費は毎年 1兆円程度増加すると予測され、平成

28年度には診療報酬の改定が予定されています。

この社会保障費の抑制のために、経済財政諮問会

議や規制改革会議の政府諮問機関で医療費抑制の

議論が活発化されるものと考えます。さらに、控

除対象外消費税問題や営利産業の医療への参入問

題等、医療に関する課題は山積されています。

　また、「医療介護総合確保推進法」に基づき、

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進

することが求められており、効率的かつ効果的な

医療提供体制の構築に向けて、病床機能の分化・

連携や地域医療構想の策定が進められます。この

ように、在宅医療・介護の連携をはじめ地域包括

ケアシステムの構築など、医療と介護サービスを

含め地域医療を取り巻く環境は変化していきま

す。地域包括ケアシステムは当然、地域によりか

なり異なってくるために、県、市町、郡市医師会

等と連携を図りながら対応し、地域の実情に合っ

たシステムになるようにしなければなりません。

　2月 22 日に第 135 回山口県医師会生涯研修セ
ミナー、平成 26 年度山口県医師会勤務医部会総
会及び同部会の企画によるシンポジウムが開催さ
れました。シンポジウムは「専門医制度と今後の

医療」がテーマで、基調講演として日本医師会常

任理事の小森 貴 先生が「日本医師会の考える新

しい専門医制度」について話されました。

　同じく 22日、日本医師会で母子保健講習会が
開催され、沖中理事と私が出席しました。午前中

は 2講演「医師の地域偏在、診療科偏在について」

並びに「妊婦のメンタルヘルスについて」、午後

は「子育て支援をめぐる諸問題について」をテー

マとしたシンポジウムが開催されました。

　日本産婦人科医会長の木下勝之 先生は講演の

中で、「妊娠中の母親が抱えている心の問題は、

母親の産後うつ病や育児不安、ボンディング障害

等が子どもの虐待の原因となっていて、乳幼児虐

待予防の一つとして妊娠期からのメンタルヘルス

ケアへの取組みが大事である」と述べられました。

精神科領域の課題として、産婦人科医と精神科の

周産期メンタルヘルスネットワークを各地で構成

し、予約なしでの診療が可能な体制を確立された

いとのことでした。

　「rabbit developmental research」の平岩幹男 

代表は、「子どもの発達障害の診療が目指してい

るのは、子どもが 20歳になった時に最大のQOL

が得られるように努めることであり、そのことを

目指して対応していくべきであるが、多くの小児

科医は 20歳になった時の（発達障害の）子ども

たちを見ていないためにイメージがしにくいのか

もしれない」と述べられました。詳細は来月号以

県医師会の動き

副会長　濱本　史明
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降に掲載する予定です。

　26 日には平成 26 年度山口県麻しん風しん対
策協議会が開催されました。平成 25年度の山口
県の麻しん風しんの接種率第 1期は 96.2%（全

国13位）、第2期は 93.8%（全国26位）でしたが、

この第１期・2期の接種率を 95% 以上にする取

組みについて協議が行われました。第 1期に関

しては行政からの直接勧奨や小児科における予

防接種のスケジュール指導等が重要ですが、第 2

期の就学前になると小児科を受診する機会も減少

してきます。現在、小学校の校医は、就学時健康

診断を行っていますので、参加保護者の前で学校

側から校医の紹介をしていただいた上で、校医に

就学前に未接種の予防接種を行うことの重要性を

話していただく、また、教育委員会からも、校長

から校医にその旨の依頼をするよう働きかけるこ

とを提案しました。

　28 日には日医で平成 26 年度学校保健講習会
が開催されました。午前中の講演は「最近の学校

健康教育行政の課題について」、「性に関する健康

教育のあり方」、「いじめ問題の背景としての性同

一性障害」の 3題があり、午後は「新たな定期

健康診断を巡って」をテーマとしたシンポジウム

が行われました。学校教育の現場において、早く

から性に関する正しい教育を行うべきとの考えの

もと、「生涯の健康を考える上での思春期保健の

重要性」を強調されました。本号に今村常任理事

と私が書いた報告記事が掲載されています。

　３月 5日には小児救急医療対策協議会が開催
されました。小児救急医療電話相談事業は、民

間業者に委託の上、平成 26 年 10 月から時間が

深夜帯 23時から翌朝の 8時まで延長されていま

す。この事業は平成 16 年から開始され、相談件

数は年々増加し、平成 26 年度は月平均 526 件、

一日平均は 17.3 件となっています。深夜帯の実

績はまだ出ておりませんが、なかなか繋がりにく

いとのクレームもあります。だだし、この電話相

談の結果、救急受診を抑制した人の割合は、ここ

３年間で見ると 70.7% 、73.4% 、73.3% であり、

ほぼ 4人中 3人と高率になっています。相談者

数が年々増加していることを考慮すると、救急受

診を抑制した人の総数も年々増加していることが

推測され、夜間の救急現場の負担軽減に大きく寄

与していると思われます。

　12 日は郡市医師会介護保険担当理事協議会が
開催されました。社会保障費が 31兆 5,297 億円

で昨年度より 3.3% 増となり、過去最大となりま

した。その厚生労働省予算のうち、社会保障関係

費は 3.2% 増の 29 兆 4,505 億円、医療費が 2.6%

増の 11 兆 4,891 億円となりました。また、介護

報酬の改定は基本部分を 4.8% 引き下げる一方、

職員給与を月額 1.2 万円引き上げる処遇改善加算

の拡充としてプラス 1.65% が措置されたものの、

結果マイナス2.27%となりました。先に開催され

た第 16 回都道府県医師会介護保険担当理事連絡
協議会で鈴木邦彦 日医常任理事から「平成 27年
度介護報酬改定の概念と地域支援事業について」

の講演がありました。中重度の要介護者や認知症

高齢者への対応の更なる強化、介護人材確保対策

の推進、サービス評価の適正化と効率的なサービ

ス提供体制の構築が介護報酬改定の基本的な視点

になります。

　この席上、山口県薬剤師会から「衛生材料等の

円滑供給のための体制整備事業に係る協議会につ

いて」の説明がありました。在宅患者は、薬局を

介して（訪問看護ステーションの看護計画書に記

載）在宅医療に必要な衛生材料の提供を受けるこ

とができるが、薬局は医師の依頼においてのみ衛

生材料を患者宅に提供することができることを確

認しました。

　14 日に平成 26 年度第２回山口県医師臨床研
修推進センター運営会議が開催されました。その
中で、「レジナビフェア in 東京」への参加を中止

するか否かの議論がありました。同窓会等を利用

して把握できる医学生に対して、東京でのブース

に足を運んでいただくような方策をこれから考え

ていかなければなりません。また、岡山大学は後

期研修から専門医を修得できるまでのしっかりし

た制度（岡山県内の病院を含めて）のプログラム

を作成しており、山口大学も同様に作成している

ようです。

　15 日は福岡県医師会と山口県医師会との懇談
会が開催され、「災害時における相互支援に関す
る協定書」の締結が行われました。福岡県医師会
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の松田峻一良 会長と小田会長が協定書にそれぞ

れ署名し、その後、福岡県医師会の医療事故調査

制度並びに地域包括ケアシステムについての説明

の後、情報交換を行いました。

　19 日に開催された第 24 回理事会では、平成
27 年度事業計画・予算、平成 26 年度事業報告

が議決されました。

　また、本会の木村克己 事務局長が退職される

ことに伴い、4月から市原栄一 事務局次長が事

務局長に就任されることが議決されました。木村

事務局長には、5年間大変お世話になり本当にあ

りがとうございました。この誌面をお借りして感

謝申し上げます。

　春になると、俳句の題材には困らないくらいの

季語が周囲に溢れます。メール句会の兼題は「春

隣・春近し」「公魚」、チャレンジは「針供養」で

した。巻頭・特選は「大仏のまぶたに力春近し」

あらじん、「公魚の跳ねて命を謳ひけり」桜子、

自由句では巻頭・特選が 6点で 5人並びました。

「初恋が帰っていく道ふきのとう」かずらを、「朝

礼の一人が咳けば皆が咳く」あらじん、「春風や

はだか地蔵の着せ衣」あらじん、「従姉妹逝く梅

一輪の笑み残し」さゑ、「天ぷらの油はじけて蕗

の薹」桜子、でした。

　3月の兼題は「春の水」「雲雀」、チャレンジは

「蒲公英」です。蒲公英の花の色は黄色が多く見

られますが、私は花びらの白い「シロバナタンポ

ポ」もまた趣きがあって好きです。

　本会報・平成 27 年 1 月号（第 1853 号・炉辺談話）に掲載しました 
篠原淳一先生の「午睡の効用」が山梨県医師会報 4月号に転載されました。
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 2015 年（平成 27 年 ) 3 月 31 日　2417 号
■　組織強化で一手、研修医“会費無料化”

■　外国人医師診療拡大に懸念相次ぐ

■　がん罹患数、全国で 85万人

■　平均在院日数が減少、一般 16.2 日

2015 年（平成 27 年）3月 27 日　2416 号
■　外国医師の診療範囲拡充に強い懸念

■　「医療は命に関わるから非営利」

■　医療提供の在り方や処遇改善など課題

■　災害時の医師受け入れや派遣で協定

■　第 35回試験は「適切な出題内容」

2015 年（平成 27 年）3月 24 日　2415 号　
■　地域医師会などとの連携協力に意欲

■　結果説明は「遺族が希望する方法で」

■　「緩やかに収斂する仕組み」

■　消費税問題検討委が初会合

■　医師偏在解消へ、夏にも提言とりまとめ

2015 年（平成 27 年）3月 20 日　2414 号　
■　地域医療構想策定 GLを了承

■　救急医療管理「加算２」は 20.8％　

■　医師国試、合格率は 91.2％

■　NDB提供、都道府県の手続きを簡略化

■　医師資格証の発行が 1000 枚超

2015 年（平成 27 年）3月 17 日　2413 号　
■　診療報酬改定との「連動は慎重に」

■　「院内・門内薬局容認」が大勢

■　「実態把握の調査必要」

■　患者申出療養「最低限担保されている」

2015 年（平成 27 年 ) 3 月 13 日　2412 号　
■　あるべき医療の方向性を改めて説明

■　日医・消費税問題検討会、19日初会合へ

■　BSL ４施設、早期稼働へ最大限努力を

■　東北薬科大医学部新設、議事進行に反発

■　「心に残る医療」コンクールで表彰式

2015 年（平成 27 年）3月 10 日　2411 号
■　今後の“医療政策の進め方”で意見交換

■　基金活用事業の評価で“留意事項”通知

■　胃がん 9.6％、子宮頸がん 31.1％

■　被災地の人材確保と財政支援を

2015 年（平成 27 年）3月 6日　2410 号　
■　「医療の裏付けのある介護を」

■　７対１、改定で約 2.8 万床減に　

■　回復期リハ病床数など課題に

■　医療保険制度改革法案を閣議決定

■　在宅医療 16団体・学会が連携組織

2015 年（平成 27 年）3月 3日　2409 号
■　新型法人、地域医療を立て直すツール

■　日病協調査、65％で消費税補填不足

■　今村副会長ら交え、医薬分業の公開討論

■　一般病床 1083 床増

■　日医認定医療秘書、353 人が合格

■　定点当たり報告数、４週連続減の 8.26

日医FAXニュース
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１　第 175 回山口県医師会臨時代議員会の開催
について
　4月 23 日（木）に開催、報告事項 1件、議決

事項 4件を審議することが決定した。

１　平成 27年度予算（案）について
　平成 26年度の決算見込額の執行率に鑑み、事

業計画に基づいた予算案の再協議を行った。

２　平成 26年度事業報告（案）について
　実施事業別による事業報告について協議を行っ

た。

３　山口県人事委員会勧告に伴う本会職員給与の
改定について
　本会職員の給与は山口県職員の給与に準じてい

ることから、山口県人事委員会勧告に伴い、給料

表の改定及び管理職員特別勤務手当の改定を平成

27年 4月から実施することが決定した。

４　勤務医部会シンポジウムにおける「専門医制
度に関する要望」について
　2月 22 日に開催された標記シンポジウムにお

いて、日本医師会の小森常任理事より要望書提出

のご助言をいただいたことから、一般社団法人日

本専門医機構に対して、医師不足地域における専

門研修施設に認定に対する要望を行うこととし、

要望内容について協議を行った。

５　第 100 回山口県医学会総会について
　平成 29 年度の山口県医学会総会が第 100 回

に当たることから、開催基本方針の協議を行った。

「第 100 回記念大会」として本会の特別企画事業

とし、企画立案は生涯教育委員会が行うことに決

定した。

６　集団指導の開催方法について
　例年集団指導の開催会場としている山口県総合

保健会館においては、平成 27年度より駐車場使

用台数の制限がされることから、同指導の開催場

所及び開催方法の検討を行った。また、郡市医師

会へ開催方法の意向調査をすることとした。

１　学校医部会委員について
　委員 1名の辞任に伴い、徳山医師会の廣田 篤

先生を後任委員に決定し、辞任した委員が副部会

長であったことから、萩市医師会の砂川博史先生

を副部会長に委嘱することが決定した。

１　山口県がん対策協議会（2月 19 日）
　山口県では、平成 25年 3月から「第 2期山口

県がん対策推進計画」により、がんの発症予防、

早期発見の重要性の周知徹底、がんに対する理解

の促進のため、がん対策の推進が行われている。

同推進計画の平成 26年度の進捗状況及び取組状

況、平成 27年度の取組みについて協議を行った。

（藤本）

２　第 3回生涯教育委員会（2月 21 日）
　医学功労賞の選考、山口県医学会総会開催地の

選考、平成 27年度の生涯研修セミナーの企画に

ついて協議した。医学会総会の開催地選考では、

平成 29 年度が第 100 回に当たることから、開

催地を山口市とし、山口市医師会に引受けを依頼

理 事 会

－第 23 回－

3月 5日　午後 5時～ 7時 5分

小田会長、吉本・濱本副会長、河村専務理事、

弘山・萬・林・加藤・藤本・今村各常任理事、

武藤・沖中・香田・中村・清水・原・舩津各

理事、山本・武内・藤野各監事

協議事項

議決事項

人事事項

報告事項
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することが協議され、本会理事会に意見具申する

こととなった。（今村）

３　顧問弁護士・医事案件調査専門委員合同協議
会（2月 21 日）
　平成 26年度に発生した事案及び過去発生し係

争中の事案について、各弁護士からの経過報告、

今後の検討を行った。（林）

４　勤務医部会「医師事務作業補助者」シンポジ
ウム（2月 21 日）
　本会の中村 洋 理事の基調講演「山口県の医師

事務作業補助者の現状等について」後、県内 6

病院の医師事務作業補助者より各病院での取組み

について意見発表が行われた。その後、山口県

立総合医療センター、済生会山口総合病院、山口

労災病院の医師と医師事務作業補助者をパネラー

に、それぞれの取組みを説明するパネルディス

カッションが行われた。31 医療機関、130 名の

参加があった。（中村）

５　第 135 回山口県医師会生涯研修セミナー
（2月 22 日）

　日本心臓血圧研究振興会附属榊原記念病院の高

山守正 副院長による「肥大型心筋症の新しい欧

米ガイドラインと中隔縮小治療」、山口大学大学

院医学系研究科臨床検査・腫瘍学分野の山﨑隆弘 

教授による「肝がん診療のパラダイムシフト」の

特別講演 2題が行われた。

（吉本、河村、加藤、今村）

６　勤務医部会総会・シンポジウム（2月 22 日）
　総会では、平成 26年度事業報告が行われ、そ

の後、「専門医制度と今後の医療」をテーマにシ

ンポジウムが行われた。日本医師会の小森 貴 常

任理事による基調講演「日本医師会の考える新し

い専門医制度」及び小郡第一総合病院の土井一輝

院長、山口大学医学部附属病院医療人育成セン

ターの瀬川 誠 准教授、山口県健康福祉部健康

増進課の國光文乃 課長、本会の藤本常任理事の

4名がそれぞれの立場から専門医制度について意

見発表を行った。質疑応答がされる中、日医の小

森常任理事より、山口県として専門医制度につい

て課題があるのであれば、関係機関に対する要望

書提出等の対応も必要である旨の発言があった。

（加藤）

７　日医母子保健講習会（2月 22 日）
　「子ども支援日本医師会宣言の実現を目指して

－ 9」をメインテーマとして開催され、午前中は、

厚生労働省医政局総務課の土生栄二 課長による

「医師の地域偏在、診療科偏在について」、日本

産婦人科医会の木下勝之 会長による「妊婦のメ

ンタルヘルスについて」の講演 2題が行われた。

午後は「子育て支援をめぐる諸問題について」を

テーマにシンポジウムが行われ、大阪府立母子保

健総合医療センター母子保健情報センターの佐藤

拓代 センター長による「低出生体重児への子育

て支援」、国立成育医療研究センター総合診療部

在宅診療科の中村知夫 医長による「小児の在宅

医療について」、rabbit developmental research 

の平岩幹男 代表による「子どもの発達障害につ

いて」、さめじまボンディングクリニックの鮫島

浩二 院長による「特別養子縁組の取り組みにつ

いて」の講演 4題及び討議が行われた。

（濱本、沖中）

８　第 87回山口県医療審議会医療法人部会
（2月 23 日）

　医療法人の設立認可 5件、解散認可 5件の審

議が行われた。（小田）

９　第 77 回中国地方社会保険医療協議会山口部
会 (2 月 25 日）
　医科では、新規 2 件（新規 1 件、交代 1 件）

が承認された。（小田）

理 事 会
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10　第 2回自賠責医療委員会（2月 26 日）
　独居高齢者の交通事故による介護施設利用料補

償の問題及び交通事故医療における画像診断、入

院室料加算等の問題について協議を行った。

（香田）

11　第 80 回山口県自動車保険医療連絡協議会
（2月 26 日）

　交通事故医療における画像診断、入院室料加算

等の問題について、損保 10社及び料率算出機構

と協議を行った。（香田）

12　郡市医師会特定健診・特定保健指導担当理
事協議会（2月 26 日）
　保険者から平成 26年度の特定健診等実施状況

の報告が行われた。また、平成27年度の特定健診・

特定保健指導等の実施に向けて、県医師会集合契

約、各市町国保契約、県医師会請求事務代行等に

ついて協議を行った。なお、現在年 2回開催し

ている担当理事協議会は、27 年度より郡市担当

理事・市町担当者・保険者・県医師会の合同会議

として、年 1回にする方針が了承された。（藤本）

13　新規個別指導（2月 26 日）
　病院 1機関、診療所 7機関について実施され

立ち会った。（舩津）

14　山口県麻しん風しん対策協議会（2月 26 日）
　県内における麻しん・風しんの発生動向及び予

防接種実施状況、風しん検査事業実施状況、大学

等における麻しん風しんに関する取組状況につい

て、概要報告と協議を行った。（濱本）　

15　「第 23 回世界スカウトジャンボリー」知事
感謝状贈呈式（2月 27 日）
　本年 7月 28 日～ 8 月 8 日に開催される標記

大会に対して、100 万円を寄附したことから、

山口県知事より感謝状が贈呈された。（小田）

16　国立大学法人山口大学第 64回経営協議会
（2月 27 日）

　教職大学院の設置申請、経営協議会規則の一部

改正等について審議を行った。（今村）

17　日医女性医師支援事業連絡協議会
（2月 27 日）

　厚生労働省大臣官房の福島靖正 審議官による

「国における女性医師支援の取組」の講演後、6

ブロック（北海道・東北、関東甲信越・東京、中

部、近畿、中国四国、九州）6道県医師会（北海道、

埼玉県、福井県、奈良県、岡山県、佐賀県）から、

「女性医師支援センター事業ブロック別会議開催

報告」として、各ブロック会議で報告された特徴

的、先進的な取組みの紹介及び質疑応答と総合討

論が行われた。（加藤）

18　都道府県医師会事務局長連絡会（2月 27 日）
　横倉会長の挨拶後、平成 26年度に退職又は退

職予定の東京都、三重県、山口県医師会の事務局

長に対して、感謝状と記念品が贈呈された。その

後、日医から「医師資格証の積極的活用」「地域

医療構想の策定と地域医療構想調整会議」に関す

る説明等が行われた。（事務局長）

19　日医学校保健講習会（2月 28 日）
　午前中は、文部科学省スポーツ・青少年局学

校健康教育課の松永夏来 学校保健対策専門官に

よる「最近の学校健康教育行政の課題について」、

日本産婦人科医会の安達知子 常務理事による「性

に関する健康教育のあり方」、日本精神神経学会

「性同一性障害に関する委員会」の針間克己 委員

による「いじめ問題の背景としての性同一性障

害」の講演 3題が行われた。午後は、「新たな定

期健康診断を巡って」をテーマのシンポジウムに

おいて、「学校保健安全法施行規則の一部改正に

よる新たな健康診断」、「必須項目としての座高削

除と成長曲線の活用」、「『四肢の状態』の必須項

目とその意義」、「保健調査の充実とそのあり方」、

理 事 会
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「学校における色覚の対応について」の意見発表

5題と総合討論が行われた。（濱本、今村）

20　第 3回母体保護法指定医師研修会（3月 1日）
　平成 26年 4月 1日に改正した「母体保護法指

定医師の指定基準」に則ったカリキュラムにおい

て、本年度 3回目の研修会を開催した。受講者

16名。（藤野）

21　レジナビフェア 2015 in 福岡（3月 1日）
　15 病院と山口県医師臨床研修推進センターが

出展を行い、訪問学生は 266 名であった。

（加藤、中村）

22　都道府県医師会生涯教育担当理事連絡協議
会（3月 4日）
　日本医師会の小森 貴 常任理事及び日本医師会

生涯教育推進委員会の倉本 秋 委員長より生涯教

育関連事項の報告後、「診療ガイドラインについ

て」をテーマにシンポジウムが行われた。（今村）

23　都道府県医師会介護保険担当理事連絡協議
会（3月 4日）
　4月 1日より実施される介護報酬改定などに関

する情報の共有化のため開催され、日本医師会の

鈴木邦彦 常任理事及び厚生労働省老健局老人保

健課の迫井正深 課長より、改定内容や地域支援

事業について説明が行われた。（河村）

24　広報委員会（3月 5日）
　会報主要記事掲載予定（4～ 6月号）、緑陰随筆、

県民公開講座及びフォトコンテスト、tys「スパ特」

のテーマ等について協議した。（今村）

25　会員の入退会異動
　入会 8件、退会 8件、異動 9件。（3月 1日現

在会員数：1号1,306名、2号885名、3号441名、

合計 2,632 名）

１　平成 27年度事業計画について
　事業計画の最終協議を行い、決定した。

２　平成 27年度予算について
　事業計画に基づき、予算編成の最終協議を行い、

決定した。

３　平成 26年度事業報告について
　実施事業別による事業報告について最終協議を

行い、決定した。

４　重要な使用人の選任について
　平成 27年 3月 31日付けで木村克己 事務局長

が退職することから、平成 27 年 4月 1日より、

市原栄一 次長を事務局長に選任することが決定

した。

１　第 175 回山口県医師会臨時代議員会の議事
日程について
　4月 23 日開催の臨時代議員会の運営について

協議した。

２　中国四国医師会連合の負担金について
　平成 27 年 3月 28 日に開催される中国四国医

師会連合常任委員会において、中国四国医師会

連合負担金について協議されることになった。従

来、中国四国医師会連合の総会・医学会等は年

理 事 会

－第 24 回－

3月 19 日　午後 5時～ 7時 13 分

小田会長、吉本・濱本副会長、河村専務理事、

弘山・萬・林・加藤・藤本・今村各常任理事、

武藤・沖中・中村・清水・原・舩津各理事、

山本・武内・藤野各監事

議決事項

協議事項
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2 回開催されていたが、新公益法人移行に伴い年

1回の開催になったこともあり、連合会計の繰越

金額が増加している。前回の常任委員会において

毎年の負担金を引き下げることが決定していたた

め、提案された引き下げ額案について協議を行っ

た。

３　山口県医師会の規程等の一部改正について
　一般社団法人山口県医師会定款及び選挙規則の

一部改正に伴い、定款との整合や内容の整備、整

理を行い、実態に即した円滑な事務運営に資する

よう、代議員会議事規則、裁定委員会規則、会費

賦課徴収規程、役員等報酬規程、経理規程、表彰

規程の一部を改正することが決定した。また、定

款及び諸規程等の改正は、平成 27年度に「諸規

程集」の改訂版を作製し、会員へ配付し周知する

こととする。

４　第 19 回日本統合医療学会の後援・協賛につ
いて
　第 22 回理事会において再協議となった案件。

過去の学会開催に対する都道府県医師会の対応等

を参考に協議し、名義後援・協賛とも対応しない

ことに決定した。

５　新たな難病制度における指定医の研修について
　難病新制度における指定医制度の導入に伴い、

専門医資格を有しない医師においては研修受講が

必要であり、国の「指定医の指定に係る事務取扱

要領」に難病にかかる専門的な知識の提供を行う

ことができる医師会等に当該研修を委託すること

が可能とされていることから、山口県健康増進課

より、本会に対し研修受託の要請があり受託する

ことが決定した。本会の地域保健事業で取扱い、

3月中に国のガイドラインが示されることから、

それを踏まえて研修内容等を協議することとし

た。

１　小児救急医療対策協議会（3月 5日）
　山口県小児科医会、山口県地域医療推進室、㈱

法研より小児救急医療電話相談事業の実績報告を

行い、次年度の小児救急医療電話相談事業につい

ては、実施体制、電話相談員研修会、普及啓発等

について協議を行った。また、県内の小児救急医

療体制の現状と今後の取組みについて、各地域の

実状等が報告された。（弘山）

２　第 2回山口県准看護師試験委員会（3月 5日）
　平成 26年度の准看護師試験の実施状況報告及

び実施上の問題点等についての協議が行われた。

（加藤）

３　日医臨床検査精度管理調査報告会（3月 6日）
　標記委員会委員より第 48回臨床検査精度管理

調査の各項目に関する報告並びに総合討論が行わ

れた。（加藤）

４　山口県生活習慣病検診等管理指導協議会「子
宮がん部会」（3月 6日）
　山口県のがんの実情、市町がん検診の実施状況、

市町がん検診の実施状況調査、妊婦健康診査にお

ける「子宮がん検診」に関する調査報告があり協

議を行った。（藤野）

５　男女共同参画部会総会（3月 8日）
　平成 26 度事業報告、平成 27 年度事業計画の

審議後、株式会社東レ経営研究所ダイバーシティ

＆ワークライフバランス研究部の渥美由喜 部長

による特別講演「医療機関におけるワーク・ライ

フ・バランス」が行われた。その後、「保育サポー

ターバンク～ 6年の軌跡とこれからの展望～」

と題して、現在活動中のサポーター、制度利用中

の医師、男女共同参画部会理事、保育相談員によ

る座談会が行われた。支援を受ける側と提供する

側のそれぞれの立場から、制度活用の現況及び課

題について、意見交換を行った。（加藤）

理 事 会

報告事項
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６　社会保険診療報酬支払基金山口支部幹事会
（3月 11 日）

　平成 27事業年度一般会計事業計画・収入支出

予算、保険者との契約の改定等について報告が行

われた。（小田）

７　山口県衛生検査所精度管理専門委員会
（3月 11 日）

　平成 26年度に立入検査を実施した 6衛生検査

所の結果等について協議を行った。 （加藤）

８　郡市介護保険担当理事協議会（3月 12 日）
　平成 27年度介護報酬改定について、山口県健

康福祉部長寿社会課介護保険班の木下幸徳 主査

からの説明及び本会の河村専務理事より改定に関

する伝達説明を行った。また、山口県薬剤師会よ

り、「衛生材料等の円滑供給のための体制整備事

業」について説明が行われた。（河村）

９　郡市医師会医事紛争・診療情報担当理事協議
会（3月 12 日）
　平成 26年度受付事案について、医事案件調査

専門委員会での争点・結論、その後の経過等の報

告を行った。また、医師会の窓口相談事例及び各

医療機関の窓口等で発生している患者とのトラブ

ル事例の研究報告を行った。（林）

10　山口県予防保健協会第 4回定例理事会
（3月 12 日）

　平成 27年度事業計画・収支予算、組織規則の

一部改正、職員就業規則等の一部改正について審

議を行った。（小田、中村）

11　山口県生活習慣病検診等管理指導協議会「胃
がん・大腸がん部会」（3月 12 日）
　山口県のがんの実情、市町がん検診の実施状況

及び状況調査についての報告、山口県のがん対策

等について協議を行った。（小田）

12　第 2 回山口県感染症健康危機管理対策協議
会（3月 12 日）
　感染症の発生動向と対策、結核の現状と対策、

予防接種の定期ワクチン接種、麻しん・風しん

対策、新型インフルエンザ等対策について協議を

行った。（藤本）

13　山口県暴力追放運動推進センター臨時評議
員会（3月 12 日）
　平成 27年度事業計画・収入支出予算等につい

て審議、承認された。また、県内の暴力団の現状

について報告が行われた。（事務局長）

14　山口県社会福祉協議会第 3回地域福祉推進
委員会（3月 12 日）
　第 5次福祉の輪づくり運動県域活動計画（最

終案）について、「地域福祉課題提言部会」、「社

会福祉協議会評価部会」からの提言、取組みにつ

いて協議した。（今村）

15　主治医意見書記載のための主治医研修会
（3月 14 日）

　山口県健康福祉部長寿社会課介護保険班の川

野真嗣 主査より「介護保険制度の改正について」

の説明及び山口県こころの医療センターの兼行浩

史 院長の特別講演「認知症患者の主治医意見書

記入のコツ」を行った。受講者 41名（河村）

16　第 2 回山口県医師臨床研修推進センター運
営会議（3月 14 日）
　平成 26年度事業報告、平成 27年度事業計画・

予算、平成 28年度研修開始臨床研修医の募集定

員等について協議後、情報交換を行った。（加藤）

17　日医治験推進地域連絡会議（3月 14 日）
　厚生労働省医政局研究開発振興課治験推進室の

河野典厚 先生による「疫学研究に関する倫理指

針および臨床研究に関する倫理指針の見直しにつ

いて」等、7つの講演が行われた。（林）

理 事 会



平成 27年 4月 山口県医師会報 第1856 号

372

18　保育サポーター研修会（3月 15 日）
　保育サポーターバンクの概要説明及び勝山保育

園（下関市）の中川浩一 副園長による講演「こ

どもっとあそぼう！～子どもの遊びと具体的な遊

びの場面の作り方～」が行われ、実際に子供達に

人気の踊りを踊ったり、身近な素材を使った遊び

道具の紹介があり、大変好評であった。その後、

地区別に分かれ、保育サポーターと男女共同参画

部会役員による意見交換を行った。（加藤）

19　勤務医部会市民公開講座「宇部市医師会」
（3月 15 日）

　本会勤務医部会主催、宇部市医師会の企画運営

により、「地域がみんなのホスピタル～知ってお

きたい宇部市の医療連携～」をテーマに市民公開

講座が行われた。「日本の医療制度の変換点」、「脳

梗塞の予防と治療 地域連携パス」、「心筋梗塞の

予防と治療 地域連携」、「さんさんネット」の 4

講演が行われ、盛会であった。（加藤）

20　福岡県医師会との懇談会（3月 15 日）
　災害時における相互支援に関する協定書の締結

後、福岡県医師会における医療事故調査制度及び

地域包括ケアへの取組みについて報告があり、そ

の後、意見交換を行った。（河村）

21　山口県生活習慣病検診等管理指導協議会「肺
がん部会」（3月 16 日）
　山口県のがんの状況、市町肺がん検診の実施状

況及び精度管理指標、肺がん検診診断症例調査結

果等の報告があり、協議を行った。（吉本）

22　山口県周産期医療協議会（3月 16 日）
　周産期医療研究会、葉酸に関する調査、周産期

医療関係者研修等の報告後、周産期医療体制等に

ついて協議を行った。（藤野）

23　日本医師会第 13回理事会（3月 17 日）
　平成27年度の第1回都道府県医師会長協議会、

第 11回男女共同参画フォーラムの開催等につい

て協議を行った。（小田）

24　やまぐち移植医療推進財団第 2回通常理事
会（3月 17 日）
　平成 26年度補正予算、平成 27年度事業計画・

収支予算、評議員への報告議案について審議し、

承認が行われた。（事務局長）

25　シンポジウム「医療事故調査制度に向けた
福岡県医師会の取り組み」（3月 17 日）
　福岡県医師会の上野道雄 副会長による基調講

演「診療行為に関連した死亡の福岡県医師会方式」

及びシンポジウム、質疑応答等が行われた。（林）

26　日医第3回医事法関係検討委員会（3月18日）
　諮問事項「医療基本法（仮称）にもとづく医事

法の整備について」について協議が行われた。（林）

27　山口県医療保険関係団体連絡協議会
（3月 18 日）

　山口県歯科医師会の引受けで開催され、各団体

（機関）の現状、懸案事項等の報告及び「データ

ヘルス計画の対応について」等の 2議題につい

て協議を行った。（萬、清水）

１　全協通常総会について（3月 6日）
　平成 27年度事業計画、会費、予算等について

審議を行った。（小田）

出席者　取締役８名　監査役２名

１　期末決算の日程等について
　原案どおり、承認された。

２　取締役任期満了に伴う選任について
　原案どおり、承認された。

理 事 会

医師国保理事会　－第 17 回－

山福株式会社取締役会
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第 28回山口県腰痛研究会

と　き　平成 27年 6月 11日（木）
ところ　山口グランドホテル　2F「鳳凰の間」
　　　　　山口市小郡黄金町 1-1　　TEL：083-972-7777

プログラム
開会の辞　周南市立新南陽市民病院名誉院長　小田　裕胤

トピックス 18:40 ～ 19:30
座長：山口労災病院リハビリテーション科部長　富永　俊克
　　　　演題未定
小郡第一総合病院整形外科部長　米村　　浩
　
　　　　演題未定
山口大学大学院医学系研究科整形外科学講師　寒竹　　司

特別講演 19:30 ～ 20:30
座長：下関市立市民病院整形外科部長　白澤　建藏
　　　　腰部脊柱管狭窄症の手術的治療
　　　　　　　―神経除圧を行わないもう一つの新しい概念―
江南厚生病院副院長・脊椎脊髄センター長　金村　徳相

閉会の辞　山口大学大学院医学系研究科整形外科学教授　田口　敏彦

単　位　
　・日整会教育研修専門医認定資格継続単位・脊椎脊髄病医資格継続単位（予定）
　    　　※日整会単位認定の必要な方は受講料 1,000 円
　・日本医師会生涯教育制度 2単位参加費　500 円（医師のみ）
その他　研究会終了後、意見交換の場をご用意しております。
共　催　山口県腰痛研究会、吉南医師会
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女性医師
リレーエッセイ

宇部市　　土屋　 香

小人の志　

　今年のお正月、萩市の松陰神社に初詣に行きま

した。広く立派な駐車場が整備され、また、その

周辺では景観に配慮して看板、自動販売機までも

シックな色彩に統一され、落ち着いた街並みを演

出していました。今年の大河ドラマ“花燃ゆ”の

舞台になっていることもあり、これからさらにさ

らに萩、そして山口県が盛り上がっていくことが

期待されます。 

　松陰神社といえば松下村塾です。最初に訪れた

のは小学生になった頃、かれこれ 40年以上前で

した。子供心に建物の小ささと薄暗さ、そして室

内に飾られていた人物写真が印象に残っていまし

た。現在でも、そのころと同じたたずまいで、維

新の志士たちの写真が飾られていました。こんな

に狭い部屋から多くの逸材を輩出したことに改め

て感嘆しました。松陰先生には多数の名言があり

ます。「どんな人間でも一つや二つは素晴らしい

能力を持っているのである。その素晴らしいとこ

ろを大切に育てていけば、一人前の人間になる。」、

「自分を正してから教えるならば、人はみんな従

う。」など、その教えは現代の子育てのみならず

医療の世界にも通じる内容です。

　私は宇部新川駅に近い病院の内科で外来を担

当させていただいています。諸先生方のお心遣い

により恵まれた条件で充実した診療をさせていた

だき、この場を借りてお礼申し上げます。かつて

は、この辺りは新天町・銀天街・三炭町へと連な

る商店街もあり、大変にぎわっていたそうです。

しかし、今やほとんどの店は閉じられ、周囲の住

民は高齢化が進み、患者さん方も 80代の方が多

く、長寿大国日本を毎日実感しています。私が医

師になった頃（平成 2年卒です）は、当直先（い

わゆる老人病院）でたくさんの死亡診断書を書き

ました。大体 80歳を少し超えた年齢が多かった

と記憶しています。しかし、最近の 80代、特に

80 代前半の多くの方はすこぶる元気です。ボラ

ンティアをしたり、旅行をしたり、充実した時間

の過ごし方をされる方が少なくありません。しか

し、90 歳前後になると、急速に老化が進行して

くる方が多いように思えます。しっかりとされて

いた方が、汚れが目立ったり、同じ洋服をいつも

身に着けられるようになったり、歩行が不安定に

なったり、同じことを何度も話されるようになる

と、「ああ、やっぱり 90 歳の壁がここにあるな

あ。」と感じます。独断ではありますが、90歳前

後を境に急速に運動機能、認知機能の低下が進行

する方が多いです。私は神経内科を専門としてい

ますが、研修医になった頃、パーキンソン病の好

発年齢は 50～ 60代とされ、80代などの高齢で

の発症は少ないとされていました。しかし最近は

パーキンソン病の高齢発症も珍しくなくなりまし

た。高血圧などで外来通院され、運動機能に問題

のなかった患者さんが 90歳過ぎて手足が震え始

め、特徴的な歩行障害を呈してきてパーキンソン

病と診断することもあります。私の印象では高齢

で発症された方は薬の反応もよく進行も遅いのが

救いではありますが・・・。

　外来に受診されている患者さんのうち一番多い

疾患は認知症です。同じ認知症の患者さんでも、

いろいろなタイプの方がいらっしゃいます。ほと

んど会話が成立しないくらい認知機能が落ちた方

でも、穏やかで笑顔が多く、周囲を困らせること

もなく、かわいらしいおじいちゃん、おばあちゃ

んがいらっしゃる一方で、問題行動が多く、周囲

を悩ませる方も多いです。もちろん性格変化をき

たす認知症もありますし、いつから発症していた

とするのかという問題もあります。いずれにして
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も、家族の介護負担が大きいのは確かです。しか

し、問題行動のある認知症患者さんの家族に詳

しくお話を伺うと、「実は若いころからそんな性

格でした」、と言われることが多いです。たとえ

ば、易怒性のある患者さんの家族に、過去の事を

詳しく伺うと「実は若いころから怒りっぽい人で

した」、お金に非常にこだわる患者さんでは、「実

はもともとお金に細かい人でした」、ごみ屋敷の

ようになっている患者さんでは、「実は昔から片

付けはあまりしませんでした」と言われるわけで

す。それは明日のわが身です。未来の自分を考え

ると私は怖くてたまりません。私の家族は間違い

なく、私について「今に始まった症状ではありま

せん。もともと忘れっぽくて、失くし物が多くて、

怒りっぽくて、お金に細かくて、掃除が苦手でし

たけど、それがひどくなってきたのです」と担当

医に説明するでしょう。

　実は、我が家の中では極秘事項なのですが、私

は今年で生誕半世紀を迎えます。 

　何故秘密なのかというと、まだ小学生のわが子

のためです。私達の世代までは、女医といえば卒

業してすぐに結婚して子育てが始まる人と、晩婚

で（または、兄弟間の年の差を離して、など）遅

くに子供を授かる人の二極化がありました。私は

高齢出産、後者になりますが、そのため子供の同

級生の親たちの年齢とはかなり差があります。同

じ日にお産をした同室のママが私の年齢マイナス

20歳だったのは衝撃でした。

　さて、成長して数字に興味を示しはじめた子供

は、当然のように 「○○ちゃんのお母さんはX歳

なんだって。ママは？」と無邪気に尋ねてくるよ

うになりました。長女の時、最初に正直に答えた

ら「えー。そんなに年寄りなの？」と言われ母娘

ともにショックを受けたので、その後は、同じ質

問に（幼い子供はすぐに忘れて同じ質問を何度も

するのです）、ほんの 10 歳前後差し引いた年齢

を教えるようになりました（ごめんなさい。閻魔

様、私の舌を抜かないでください）。ついでに言

うと、父親である主人は私より少し年上なのです

が、白髪率のかなり高い髪です。父親参観から帰

った娘が「うちのお父さんだけ、おじいさんみた

いだった。」としくしく泣いたため、すぐに至上

命令として主人に髪を染めさせ、いや染めていた

だきました。

　今ではもう、夫婦ともに皺と脂肪が蓄積されて

おり、そんな小手先ではどうしようもない状態に

あることは解ってはいるのですが・・・。「小人

が恥じるのは自分の外面である、君子が恥じるの

は自分の内面である。」と松陰先生はおっしゃっ

ています。ごめんなさい、私は小人です。 

 

　天命を知らねばならない年齢となった私ではあ

りますが、後悔だらけの人生を歩んできました。

今回、このエッセイの依頼をいただき、すでに折

り返し地点を過ぎた自分の半生を振り返ってみて

悲しくなってきました。 

　冒頭に書きました松陰神社を初めて訪れた時の

何者でもない私は、好奇心のかたまりで、いろい

ろな夢を抱いておりました。その一つの夢が叶い、

医師になれた頃の私も、何事にも一生懸命に取り

組み、学ぼうという意欲に燃えておりました。そ

の後も幸い、米国に留学する機会を与えていただ

き、それなりに研究成果も得られて学位もいただ

いたのに、それを継続して結果を出していくこと

ができませんでした。頂いた機会を生かすことが

できなかった自分が残念でなりません。最近は、

子育て、親の介護もあり、その場その場をやりす

ごしていくだけでいっぱいいっぱいでした。でも、

これからはもう少し計画的に、前向きに思い切っ

たこともしていきたいな、そんな風に思っていま

す。松陰先生もおっしゃってくださっています。

「悔いるよりも今日直ちに決意して、仕事を始め

技術を試すべきである。 何も着手に年齢の早い晩

いは問題にならない。」

　これまでの人生、失敗を繰り返してきたからこ

そ理解できることがあり、人の気持ちに寄り添え

ることもある、と前向きに考えていきたいと切に

思います。 

　まとまりのない話をだらだらと書いてしまって

申し訳ございません。なんだか、締まらないまま

ではありますが、次の方にバトンを渡したいと思

います。
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々飄
広 報 委 員

石田　　健

流鏑馬

　陽炎の中に流鏑馬矢を放つ

　津和野は石州の津和野川に沿って南北に広がる

盆地です。清らかな水路の掘割には色とりどりの

緋鯉がのどかに泳ぎ、山陰の小京都と称される静

かな城下町です。大通りには白壁やなまこ壁の武

家屋敷が今も静かに残っています。豪壮な山頂の

石垣の防塁堡で有名な津和野城趾は、大坂城落城

の際に千姫を救出した坂崎出羽守の悲話でも有名

です。また、日本五大稲荷神社の一つである太鼓

谷稲荷神社は、商業の守り神として今も参拝者が

跡を絶ちません。さらに森鷗外、西茜の出身地と

しても全国に知られています。

　にぎやかな神楽笛、太鼓の囃子に乗って神々

の物語を再現する石見神楽は、石見人の気性その

ままの勇壮で活発なテンポの速い神事です。その

中で最も得意な演目は大蛇です。神話の大蛇の物

語を今に伝える勇壮かつ流麗な石見神楽は、今で

も現代人の心の奥底に訴える独特なリズムを打ち

続けています。それ以外にも乙女峠まつりや、鷺

舞も観光客を惹き付けている魅力溢れる城下町で

す。

　四月の第二日曜日は待ちに待った津和野の流

鏑馬神事の日です。津和野鷲原八幡宮流鏑馬の馬

場は、鎌倉の鶴岡八幡宮から勧清された日本唯一

の横馬場の原型が残る馬場です。その馬場で鎌倉

時代に小笠原貞宗の定めた小笠原流弓馬礼法に則

り、小笠原宗家の当主による流鏑馬神事が行われ

ます。古式ゆかしい小笠原流流鏑馬神事は、鎌倉

時代の衣装に身を包み、疾走する馬を駆り、三的

を射抜く神技であり、まさに圧巻です。流鏑馬神

事はあたかも陽炎の中に時代絵巻が広がり揺れて

おり、自分が今まさに鎌倉時代にタイムスリップ

しているのではという独特の気分に陥ります。馬

場の土手には桜が咲き乱れ、射手が三的を射ぬく

と大歓声とともに、花冷えを吹き飛ばす大拍手が

一斉に湧き上がります。射手の中に女射手が一人

いて、三的を射ぬいた瞬間に馬場を吹き渡る風が

一瞬輝きます。馬場の土は駿馬にやさしい春の土

に代わっており、疾走する馬も春の到来を喜んで

駆けています。八幡宮を取り囲む農地は春田のま

まで、地元の人も農作業を休みボランティアとし

て神事を支えておられます。

　流鏑馬の社を囲む春田かな

　平成 26年には、出雲大社の千家宮司に嫁がれ

る前の三笠宮典子様も、津和野の流鏑馬を楽しみ

に来ておられました。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　

　八幡宮の境内では、観客の心を惹きつけるにぎ

やかな神楽笛や太鼓の囃子に乗って神々の物語を

再現する石見神楽が奉納されており、多くの観客

が春まだ寒い舞台を取り囲み、神楽に感動してい

ました。
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　「生誕 100 年 松田正平展」が山口県立美術館

にて開催された（2013 年 4 月 11 日～ 5 月 26

日）。かつての思い入れもあり、さっそく女房と

観に行った。

　画伯とはじめてお会いしたのは平成 13年 7月

で、泌尿器疾患の加療依頼にて紹介された。杖を

つき、穏やかでにこやかな笑顔とともに診察室に

入って来られた。90 歳前であった。ジョン・レ

ノンがかけていたような丸いめがねが印象的で、

口からあごにかけて白いものが混じったひげが

あった。以来、２年半毎月診察に来られた。その

うち診察とは関係のない話の方が長くなった。亡

くなる前に、「今ごろ自分の本が出てね。」といっ

て、サイン入りの画文集をくれた。莞爾として笑っ

た。うれしそうだった。

　系統立てて画伯の作品を観るのは今回が初めて

である。年譜によると、大正２年 1月 16日に現・

津和野町に生まれている。４歳で養子として、宇

部市恩田の松田家に引き取られるも、さびしがり、

いったん実家に帰されたとのこと。

　東京美術学校（現・東京藝術大学）卒業作品の

自画像が展示されている。柔道２段の鍛えられた

からだをしており、顔つきもなかなか精悍だ。診

察室でお会いしたときには想像もつかなかった

が、若者の活力にあふれている。希望に燃えてい

たのだろう。

　観終わって、女房とお茶をしながら話している

と、「こころが痛く、絵を直視できなかった。」と、

びっくりするようなことを言う。「絵の中の線が

まっすぐで、太く、周りとの関係をあきらかに遮

断しているように感じるのよ。」

　

　そういえば、＜M婦人像＞には鼻が無く、眼

窩はあるが瞳が無い。婦人を直視できなかったよ

うだ。犬の絵も牙をむき出しにし、赤い舌か、口

から火を噴いているようにもみえる。強烈な怒り

だ。なにがあったのか。

　診察室で感じた画伯の穏やかな物腰と物言い。

　

　だが作品はそうではない。一生をかけて描き続

けなければ、精神のバランスがとれなかったほど

の怒りとはなにか。

　ひとのこころの不可思議さを思った。

　

参考資料：

１. 緑陰随筆　「花よりだんご」　

山口県医師会報 平成 24年８月号

２. 松田正平画文集『風の吹くまま』   求龍堂

松田正平画伯～生誕 100年～

　 宇部市医師会　島袋　智之

会員の声
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山口県の地域医療“燃ゆ”

会員の声

萩市むつみ診療所 前川恭子 先生

「やぶ医者大賞」受賞

　藪医者の語源が“養
や ぶ

父の名医であった”とす

る説にちなみ、へき地で働く若い医者を顕彰する

「やぶ医者大賞」が兵庫県養父市によって創設さ

れ、名誉ある第 1回受賞者に萩市国民健康保険

むつみ診療所の前川恭子 先生が選ばれました（平

成 26年 12月に授賞式）。前川先生は、萩市むつ

み地区にて長年地域医療に従事し、医学生や研修

医の教育にも関わり、学生や若手医師のロールモ

デルとして活躍されていることが選考の理由でし

た。

　実は、前川先生をやぶ医者大賞に推薦させてい

ただいたのは私です。私が山口大学に設置された

山口県の寄附講座に赴任したのが 7年前。“地域

医療マインドをすべての医師に”を合言葉に、卒

前から卒後まで、切れ目のない地域医療を学ぶ機

会を設けてきました。この 3月末での本講座終

了にあたり、これまでお世話になった多くの方々

へのお礼に、この賞はその代表として前川先生に

是非受賞していただきたいと思っておりました。

大切なのは地域で医師を育てること

　医療を取り巻く環境は信じられない速度で思わ

ぬ方向に変わっていきます。医師がこのように不

足することを想像した人は多くないでしょう。医

学教育、臨床研修、専門医研修は劇的に変化し、

医学生や医師の志向や動向も大きく変わりまし

た。

　そこで、大切だと思ったのは“地域で医師を育

てる”ことでした。県内には、地域医療の最前線

で活躍されるすばらしい先生方がたくさんおられ

る。そんな先生に学生や若い医師が接することで、

山口県の医療はきっといい方向に行くというのが

私の確信でした。たとえ県外で働くことになって

も、山口県での経験は医療の原体験としていつま

でも心に残るでしょう。また、どの分野の専門医

になったとしても、地域医療の分かる医師になっ

てほしい。それが、私たちの目指す“地域医療マ

インドをすべての医師に”でした。

　 山口大学医学部地域医療推進学講座教授　福田　吉治
（平成 27年 3月現在）

「やぶ医者大賞」を受賞した前川恭子先生と

～ 7年間の挑戦を終えて～
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山口県での地域医療の新しい動き

　「志を立てて以て万事の源と為す。」志を持って

活動してきましたが、残念ながら、研修医や医師

の確保という点では十分な成果は得られませんで

した。しかし、地域で医師を育てる土壌は確実に

整いつつあります。地域での実習や研修の機会は

大きく増え、新しい専門医制度を見据えて、日本

プライマリ・ケア連合学会の後期研修プログラム

も県内 5病院で設置されました。大学では新体

制でさまざまな取組みが強化されます。私たちの

活動が地域で医師を育てることの楽しさと大切さ

を伝え、志が少しでも引き継がれるようであれば、

これほどうれしいことはありません。

　山口県の地域医療のこれまでとこれからを考え

ると、講座の 7年間はほんのわずかな期間です。

その中で、前川先生の「やぶ医者大賞」受賞は大

切な記録となりました。遠い将来、山口県の地域

医療が大河ドラマになった時、本講座のことも少

しだけ取り上げられるかもしれません（笑）。

　最後になりましたが、山口県医師会には、山口

県医師臨床研修推進センター運営委員会、男女共

同参画部会及び禁煙推進委員会への参加など貴重

な機会をいただき、また、講座の活動にも多大な

ご理解とご協力をいただきました。この場を借り

てお礼申し上げます。なお、私事ですが、4月よ

り帝京大学大学院公衆衛生学研究科で、地域医療

や医療政策を含めた公衆衛生の専門家の育成に尽

力したいと思っています。

「若き日（青春時代）の思い出」原稿募集                                    

「若き日（青春時代）の思い出」をご紹介いただける投稿を募集いたします。

字数：1,500 字程度
1）タイトルをお付けください。
2）他誌に未発表のものに限ります。
3）  同一会員の掲載は、原則、年 3回以内とさせていただきます。
4）編集方針によって誤字、脱字の訂正や句読点の挿入等を行う場合があります。また、送り　　 
　  仮名、数字等に手を加えさせていただくことがありますので、ある意図をもって書かれて　　
　  いる場合は、その旨を添え書きください。
5）ペンネームでの投稿は不可とさせていただきます。
6）送付方法は電子メール又は CD-R 、USB メモリ等による郵送（プリントアウトした原稿も  
　  添えてください）でお願いします。
7）原稿の採用につきましては、提出された月の翌月に開催する広報委員会で検討させていた　　 
　  だきますが、内容によっては、掲載できない場合があります。
　
【原稿提出先】
　山口県医師会事務局　広報情報課
　　〒 753-0814　山口市吉敷下東 3-1-1　山口県総合保健会館 5階　　　
　　　　　　　　　　TEL：083-922-2510　FAX：083-922-2527　　　
　　　　　　　　　　E-mail　kaihou@yamaguchi.med.or.jp　

新コーナー 
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【「日本警察医会」の解散について】

　平成27年1月10日、日本医師会館において「日

本警察医会解散式」が開催され、これをもって「日

本警察医会」は解散した。

　「日本警察医会」は平成 7年に設立された。設

立当時、会の最大の目標は、警察医活動を日本

医師会に理解して頂き、医師会の活動として認知

してもらう事であった。当時は 11府県のみの入

会であったが、平成 24年には個人会員を含めて

29 都道府県の医師の参加があった。この分野で

は国内最大の組織であった。しかし、なかなか理

解の得られない所もあり、全国レベルの組織に発

展することはできなかった。

　ここ数年、警察医の活動の一分野である死体検

案に対して社会の関心を引く大きな出来事があっ

た。一つは、時津風部屋力士暴行死事件をはじめ

とする誤認検視が社会的な問題になったことであ

る。これを契機に平成 25年 4月 1日から死因究

明関連二法、「死因・身元調査法」と「死因究明

推進法」が施行され、異状死の検案体制の充実が

図られたのはご存知のとおりである。

　いま一つは、2万人以上の死者行方不明者を出

した東日本大震災である。この時は大災害時にお

ける死者への対応が大きく取り上げられ、検死に

対してその社会的重要性が大きいものであると認

知されたのである。

　国においても近い将来に発生が危惧される「南

海トラフ地震」の際に、多数の死亡者が発生する

ことが予測されることから、その対応が十分取れ

る体制作りを進めているのである。

　以上の様な社会的な要請から、日本医師会執行

部は「日本医師会内に、平成 26 年度を目途に、

日ごろ警察に協力して検視立会いや検案などを担

当している医師のための連絡調整の組織を立ち上

げる」事を決定した。

　日本医師会の組織立ち上げの決定を受けて、平

成 26年 9月 22日に宮崎市で開催された「第 19

回日本警察医会総会」で「日本警察医会」は発展

的な解散をすることが決定されたのであった。

　参考までに、全国で行われている検死は年間

173833 体で、厚労省の人口動態調査による死亡

数と比べると、約 14％の死亡者が警察の検視の

お世話になっているということになる。

　ちなみに統計では、明確な内因死は 84％で、

異状死体は 16％である。この異状死体のうちの

半分、つまり 8％は内因死である。それから災害

死、自殺、他殺の順になる。他殺は 0.1％で症例

的にはほとんどないわけであるが、警察はこの

0.1％のために一生懸命に検視をしているのであ

る。

【「警察活動に協力する医師の部会（仮称）」】

　日本医師会は、警察活動における医師の部会（仮

称）の設置状況等について、平成 26 年 6 月 30

日から同年 7月 28 日まで、47 都道府県医師会

にアンケート調査をした。

日本医師会における「警察活動に協力する医師の部会（仮称）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の現状について

　　 萩市医師会／山口県医師会警察医会副会長　松井　　健

会員の声
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　これによると、

①部会設置の有無は、設置済み：24 医師会、設

　置予定：16 医師会、未定：7医師会、となっ

　ている。

②部会の所属人数等構成員は、実働の医師を構成

　員としている：13 医師会、医師会員全員を構

　成員とする：6医師会、独自の基準により構成

　員を決定：5医師会、となっている。

③検視立会い医師のリスト作成は、リストを作成

　している：10 医師会、別のリストを作成して

　いる：5医師会、リストは作成していない：9

　医師会、となっている。

　参考までに、山口県医師会では部会は既に設置

済みで、「山口県医師会警察医会」が該当組織で

ある。構成員は医師会員全員となっており、医師

のリストは作成済みである。

　各都道府県医師会でそれぞれの歴史や警察医部

会設置の理由・状況が異なるため、今後どのよう

な体制が最も望ましいかを検討して、各医師会で

体制作りをしていかなければならない。

　私は、組織体制としては山口県の警察医会が最

も理想的な体制ではないかと思う。

　つまり、県医師会の中に存在し県医師会事務局

を活用できるため、関係部会との連携も容易であ

るし、警察医会独自の事務局設置の無駄な出費が

避けられるメリットもある。

　また、現状では山口大学法医学教室、山口県警

察本部と非常に上手く連携できている。

　今後、日本医師会内でも検討が進められていく

ものと思われるが、山口県医師会方式が全国のモ

デルになるのではないかと考えている。

死体検案数と死亡種別（平成 27年 2月分）

死体検案数掲載について

山口県警察管内発生の死体検案数

自殺 病死 他殺 他過失 自過失 災害 その他 合計

Feb-15 21 186 0 0 9 0 13 229

自殺

病死

他殺

他過失

自過失

災害

その他

0
0

0

21

186

9 13
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謹 弔
次の会員がご逝去なさいました。謹んで哀悼の意を表します。

大　石　　　保　氏　　萩市医師会　3 月 20 日　享　年　88

重　岡　　　守　氏　　下松医師会　3 月 21 日　享　年　93

　

　大学の教養の体育の授業以降は全く運動をしていなかった無芸大食の私が、昨年の 1月からラ

ジオ体操を始めた。正確に言うとNHK E テレ（昔の教育チャンネル）で毎朝 6時 25分から 35

分まで 10分間あるテレビ体操である。予め暇なときにでもテレビのリモコンで番組表を呼び出

し「視聴予約」しておけば、朝 6時 25分になると自動的にテレビのスイッチが入りテレビ体操

が始まる。他のチャンネルを見ていても時間になると自動で切り替わる。そのおかげでほとんど

さぼらずに続けられた。“ダイエットに少しは役に立つかな”くらいの気持ちだったが、始めて

みるとなかなか奥が深い。子供のころずっとやっていたので、身体が内容や音楽を覚えていると

思っていたのだが、とんでもない。ほとんど忘れてしまっている。一緒に体操をしている妻から

厳しい指導が入る。「踵があがっていない！」、「指が伸びていない！」、「ちゃんと（TVに）あわ

せんかい！」。ボロクソに言われながら 1年ちょっとが経過した。体重は相変わらずだが、肩こ

りが良くなった。少し無理をしても筋肉痛を来すことがなくなった。運動不足気味の皆さんもい

かがですか？ 

　P.S.  ラジオ体操は「老若男女を問わず誰でもできる」第 1体操、「体をきたえ筋力を強化する

ことにポイントを置いて運動量の多い」第 2体操以外に、戦後間もないころには「ダイナミッ

クでかなり複雑な」第3体操があったらしい。あと、偽物っぽいが第4体操というものもある。「ラ

ジオ体操第 4」でググって、YouTube を見ると「！！」。

（理事　中村　　洋）

編集
後記

損保ジャパン日本興亜（株） 代理店
共栄火災海上保険株式会社 代理店

自動車保険・火災保険・積立保険・交通事故傷害

保険・医師賠償責任保険・所得補償保険・傷害保険ほか
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